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この資 料 は 、 日本 自転 車振 興 会 か ら競 輪収 益 の一 部 で あ る機

械 工 業振 興 資金 の補 助を 受 け て 昭 和50年 度 に 実 施 した 「コ ン

ピ ュ ータ シ ステ ムの 評価 に 関 す る調 査 研究 」の 成果 を と りま と

め た もの であ ります。
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わ が 国 に おけ る コ ンピ ュ ータ 利 用 の普 及 は め ざ ま し く、現代 社 会 に お いて 日

々そ の 重要 度 が 高 ま って来 てお り ます。 この 増 大 す る一 方 の 需要 に応 え るた め

コ ン ピュー タの 性能 面 に おけ る技 術 開 発が 各 方 面 で進 め られ て お ります が 、そ

の 中に 、近 年 、 複数 の コ ン ピ ュータ 同志 を 結 合 し、相 互の リソー スを 共有 す る

こ とに よる能 力拡 大 を 目的 とす る、 コ ン ピ ュータ ・ネ ッ トワー クの 考 え方が 現

わ れ て来 てお ります。

この コ ン ピ ュータ ・ネ ッ トワーク は 、今 や 世 界的 な関心 事 とな り、様 々 な実

験 シス テ ムや 商 用 シ ス テ ムが 開 発 され 、わ が 国 に お いて も先 駆 的試 み が行 な わ

れ る に至 って お ります 。

併 しな ヵ1ら コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク は 今 ま で の コ ン ピ ュrタ 技 術 の 一 大

集成 で あ り、そ の社 会的 ユ ー テ ィ リテ ィ と して の影 響 を 考 え ます と、そ の 導 入

に は様 々 な 問題 点 の発 掘 と検 討 が 必要 で あ ります 。

当財 団 で は 、49年 度 か ら 「コ ン ピュータ ・シス テ ム評 価委 員 会 」 を設 け 、

コ ン ピ ュータ ・ネ ッ トワ ーク形 成 にお け る 問 題点 の調 査 研究 を行 ってお り、本
ノ

報 告 書 は 、 そ の第 二 年 度 に 当 る50年 度 の成 果 を と りま とめた もの で あ ります 。

本 報告 書 が 、 この 問 題 に 関心 を もたれ る各方 面 の 方 々の研究 の一 助 ともな り、

い さ さか な りと もわが 国の情 報 処 理 の発展 に寄 与 す る こ とが 出来 れ ば幸 これ に 〃

過 ぐる もの は あ りませ ん。

終 りに 、本 調 査 研 究 に ご尽 力 を い ただ き ま した委 員 な らび に 専 門委 員 の 各位

に対 し、深 く感 謝 の 意 を 表 す る次 第 で あ ります 。

昭 和51年3月

財団法人 日本情 報処理開発協 会

会 長 植 村 甲 午 郎
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本 報告 書 は ・序 論 ぷ1部 お よび 第 ・部 か ら成 っ てお り
、序 論 は 、本 報 告書

に つ い ての総 括 的 展 望 を 、 そ して第1部 は 、 コ ン ピュ ータ ・ネ ッ トワー ク形 成

に至 る需要 と形成 の た め の 必要 条件 に つ いて述 べ 、第2部 で は 、 コン ピュ ータ
・ネ ッ トワー クに お け る デ ータ の 共用 に つ いて

、 デ ータ ベ ー ス との 関連 か ら論

じて い る。

第1部 第1章 にお いて は 、 コ ン ピュータ ・ネ ッ トワーク形 成 に 必要 な 社 会 的

基 盤に つ き、欧 米 の 事例 か ら これ を考 察 し、

第2章 で は 、ネ ッ トワ ークあ 形成 に至 る コン ピュ ータ の 発展 形 態 を 記述 す る

と共 に 、 これ に関 連 す る若 干の 事例 を紹 介 して い る
。

第3章 は 、 ネ ッ トワーク形 成 に必 要 な技 術的諸 問 題 に つ いて
、ネ ッ トワー ク

・ア ーキテ クチ ュ ア
、伝 送 路 、 プ ・ トコル 、デークベ ース及び体制的問題 にふ れ 、

第4章 に お いてfr・ll・ネ ・ トワーク の 酬 』に つ いて 、そ の 効果 と併 せ て 。ス ト、

安 全 性の 面か ら検 討 が行 われ て い る。

第2部 第1章 は 、 コ ン ピ ュータ の利 用形 態 の変 遷 に伴 うデ ータ ベ ー スの構 成

の変 化 とデ ータ ベ ースの構 造 に 関 す る基 本 的 な概 念 が 述 べ られ
、

第2章 では 、 デ ータ ベ ース の結 合 レベ ル に応 え て 、 デ ータ ベ ース の変 換過 程

を技 術論 的 に描写 し、

また 、第3章 に お い ては 、 コ ン ピ ュータ ・ネ ッ トワ ーク化 に伴 うデ ータ ベ ー

スの共 同 利用 の今 後 の 方向 を提 示 して い る
。

なお 、本 報 告 書 の 各 部 各 車 は 、そ れ ぞれ 、次の委 員 お よび 専 門委 員 の分 担 執

筆 にか か わ る もの で あ る。

竜 序 論

第一 部 第1茸 £

第2章

第 二部

第3章

第4章

」ヒ戊ll毎夕(り↓
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寺 西健 二

山 本欣 子

橋 本 昌幸

大 林久 人

高 浜忠 彦

東明佐久 良 上野 滋

久保 勲

竹折政敏

中嶋 淳

佐々木高夫
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§1ま え が き

この序論 は、コンピ ュータ'シ ステム評価委員会の第2年 度報告 の内容を要約 して説 明 し、特 に

強調さるべき諸点を摘出す ることが 、第1の 目的である。

この目的 のために、§2で は、第1部 「コンピュータネ ッ トワーク形成め課題 につ いて ・§3で

は第1部 「デ ータ ・ペ ースとデ ータ ・リンケ ージ」について、それぞれ各車 、各館 にわた って解説

す る。

この序論 の第2の 目的 は、第1年 度報告 と対比 しつy、 本年度 において、委員会の調査'研 究が、

ど うい う方向 に進 んで きたかを概観する。 §4総 括 がこのためにあてられるのであるが 、こsに4

点 からの注 目すべき特 徴をあげてお く。

§5は 、序論 としての結びである。

D

、

§2第1部 の 概 要

第1部 は4つ の章から成 り立らている。'

第1章 「コンピュータ ・ネ ットワークの形成 における社会的基盤」においては、何故些 このよ うな

考察が必要 であるかが、先づ説 明されている。コンピュータ、電気通信技 術、制御技 術の集大成 と

.もい うべ きコンピュータ ・ネットワーク形成の問題は 、新 しい技 術の母体でもある。 したが って技 術

的観点か ら'ゐ追求が当然要請 されるのだが 、コ ンピュータ ・ネ ッ トワークの先進国 と して、米国 に

おいて、それが実現 してき掲経緯を、公共投資、巨大プ・ジェク ト、技術Transfer、 の国民への還元の観

点から綿密に辿 る。これはデ ータ'ベ ース形成 の素因 となったことに注意 しよ う。これ と対比 して 、

欧州におけ るコンピュータ ・ネ ソトワーク形成 の動向を、社会 的要請 、技 術的背景の もとに、見究

め る。.こSに 米国及び内部 間における対立意識 と依存関係が浮 きぼ りになっている。 これらの考察

は、わが国 において 、コンピュータ'ネ ットワークを実現させるために、いかなる基盤条件 の形成

が要請 ざれ るかを考察す るのに、役立つ ことであろ う。

なお 、本章では、広 くコンピュータ'ネ ッ・トワーク と呼ばれ る社会装置を、次の三つ のレベル に

分けている。 これは 、本報告全体を理解するのに重要な意義 をもつことを注意 しておこ う。(3.3

節参 照)

(1)伝 送 路網

(2)フ ァシ リテ ィ'供 給のサ ービス網

(3)情 報 資源の供給/共 用網

第2章 「コ ン ピ ュ ー タ'ネ ッ トワ ー ク 形 成 の 動 機 」 は4節 に わ か れ て い る 。

2.1節 「コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 歴 史 的 展 開 」 で は 、3つ の 小 節 に わ け そ れ ぞ れ 、 「処 理 形 態 の変 遷 」

(2.1.1)、 「利 用 分 野 と そ の シス テ ム 」(2,1.2)、 さ ら に 「コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 分 散 化 」(2.

1.3)の 三 つ の 方 面 か ら 論 じ て い る 。 こxで 注 意 した い こ と は 、 三 つ の 相 異 る視 点 か ら の 考 察 が 、
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何 れも、何故 にそ して如何 に してコンピュータ ・ネ ッ トワークが要請 されるに至 るかとい う理由'

原 因の指摘 に集約 されるとい うことであ る。

2.2節 「コンピュータ ・ネ ッ トワ ークへの発展 と実態」は 、大別す ると2.21-3の 「アメ リカに

おける発展形態と2.24・N5」 「日本におけるコンピュータ・ネットワークの現状 および発展形態」とからな

ってい る。

前者では、アメ リカにおけ る発展の三つの形態 として次の ものがあげられ ている。

(i)Terminalorientednetworks

(ji)Computertocomputernetworks

⑩Distributedhierachicalnetworks

この よ うな分類 の枠組 のもとに、過去及び現在にわた り、もろ もろの コンピュータ'ネ ットワー

クを位置づ け、また いかなる経 済的ない しは技 術的理由によ り、これ らの形 態間の遷移がおこるか

を解説する。

後者では、わが国 におけるコンピュータ ・ネ ッ トワークの現状 を 、その開発の動機にも立入 って、

もろ もろの実例につ いて 、分析 している。航空 、銀行 、電 力の関連 においての例 がとくに詳 しく述

べ られ ている。では、将来 を展望 してわが国におけ る望 ましい開発 の方法論は何であるか。

これ については 、次の ような示唆が与え られてい る。

(a)予 め分 散型のComputertocomputerNetworkを 構 築す る。

(b)こsで 全国的な レベルでの標準化 を行 う。

(c)こ れ に集中形 の計算機を結合 して@く 。

これが、⑩ のパ ターンに対応 して、増大するニ ーズを考え、早急 な実現が要望 されている。

この考え方は 、集 中型ネ ッ トワークが発展 して分散型 コンピュータ指向ネ ッ トワークへ止揚 して

ゆ くことの見通 しが、非常に難 しいとい う見解 に立つ ものである。 その理由と して、次の二つがあ

げられてい る。

① コ ンピュータ指向の分 散型ネ ッ トワークの形成 には、企業ニ ーズ 、資金調達か らみ て、達成

が困難 であること。

② 合歓型 ネ ッ トワークの形成 の際の標準化が産業間の試行錯誤 に よる積上げでは難 しいこと。

2.3en及 び2.4節 は、実例の 昭介 である。昭和49年 度報告 においても、い くつかの実例の 紹介

を行 ったが 、今年度 の実例報告の力点は、上述 の総 論的な考察が 、具体的各論 において、如何に し

て肉付 けられ、血のか よったもの となるかを実例 について観察 し、次の如 くその機能 と構造 とを分

析す ることにある。

2.3節 「労働省ネ ソ トワーク計画」では、労働統計 と労働行政個別業務 とを担当す る中央部局と

各県関連機構 とい う組 織のなかか ら、各情報処理 システムがいか に して形成 され 、それがいかに し

て一元化 の方向 に進 み、労働省情報 ネ ッ トワークへの発展を示 しつXあ るを 、技 術的側面をふ くめ

て解説 し、長期計画にもふれている。われわれは、各省 庁は もち ろん 、各企業組織体における、ネ

ットワーク計 画の検討 の一つのサ ンプル として、これをみることがで きよう。
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⑯、

24節 「関 西電 力におけ るコンピュータ ・ネ ットワーク」は、コンピュータによる電 力系統制御

の階層的処理.を述べ ている。 これは 、中央給電指令所 を頂点 と して、多数の給電所 、制御所から配

置された運用組 織の各階層にその規 模に応 じた コンピュータ'シ ステムを導入 し、これらを情報伝

送 で有機的に結 合 した階層制御 システムであ る。 この特殊例は、運用系統組 織 、サブ システムの専

業化 、自動化 システムの信頼性の確保 、柔軟性 の保持等に力点 がある。広 く参考 になるものであろ

う。

噛●

●

,

第3章 「コンピュ ータ ・ネ ッ トワークへの接近 」は、実現のための技 術的問題 の摘 出と将来への

展望を論 じる。 その内容は3.1節 よ り3.5節 まで5節 にわかれる。

3.1節 「既存 コンピュータ・ネ ソトワークの技 術的問題点」では、3.1.1「 デ ータ交換網 とネ ッ

トワ ーク 、ア ーキテイクチ ュァ」か らは じまる。 、

(Dコ ン ピュータ ・ネ ッ トワークの構成要素は、デ ータ交換網 とHOST群 、 さらに端末群がこ

れに加 わる。

⑥ デー タ交換網には、パケ ッ ト交換 、回線交換、時分割交換等がある。

⑩ さらに無線お よび通信衛星に よる伝送網 も、わが国と しては将来 にそなえて検討の必要があ

る。

⑩ 専用網 と公共網 との比較 につ いて 、適応性(融 通性)、 経済性 、信頼性 、高速性 、秘密保持

等 の諸要請について論 じる。

(∨ コンピュータ ・ネ ッ トワークの構成要素であ るデータ交換網とHOSTと の 間に、いかな る

機能分担を行 うべ きかの問題を と りあげ る。'

(V)の問 題は、HOSTや 端 末群をデ ータ交換網に結合するNODEの 役 割 と、それのHOS

Tに 対 するインターフ ェース と、この2つ をどの ように決定するか とい う問題 が核心になる。

既存ネ ソトワークにおける傾向 と しては 、(a)専用サ ブネ ットではサブネ ット側 に(b)公 共 網で

はHOST側 に 、負荷をそれぞれ もたせ る傾向 にある。(a)の例 としてARPANET、JIP

NET、(b)の 例 と してCYCLADESが あげ られる。機能分担の項 目は多 々あるが、① メ ッ

セージの分割 と再組立 ・② メ ソセージ決定 のエラー制御 、③ メッセ ージの順序付 けが基本的で

あ る。

HOSTコ ンピュータ内のNCP(NetworkControlProgram)の 低効率、作成 の面倒

は 、ネ ソ トワニクの有効性 を減 じ、参加意慾を阻害する。この現状 を指摘す るとともに 、NC

PをHOSTか ら切換 し、NODEプ ロセ ッサ とHOSTの 間 に、FEP(FrontEndPro-

cessor)を お き、FEPにNCPの 殆 んどの性能を吸収 し、かつFEPとHOSTで メモ リ

の共同をはか る方向が望 ま しい。

ω ネ ッ トワーク型では、集中型 、分散型、 リング型があ り、現状は集中型 が主流であろ うが、

今後の傾向 と して、これらの混合型が多 く採用されるであろう。ARPANETに 例 を とって

説明 されている。
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3,1.2「 ネ ッ トワークのプロ トコル」では、先づ(1)で 「プロ トコルの重複」が、それの もつ階層

構造によってお こることを示す。例 えば現在 のコンピュ三夕 ・ネ ッ トワーク に対 して大 きな影響 を

あたえたARPANET又 はそれに類似 のネ ットワークでは 、プロ トコルを規定 するのに・次の よ

うな階層構造 で行 ってい る。

①NODE対NODE間 プ ロ トコル

②NODE対HOST間 プ ロ トコル

③HOST対HOST間 プ ロ トコル

④ ハ イレベル ・プ ロ トコル

会 話 型 処 理 プ ロ トコ ル

リモ ー トバ ッチ 処 理 プ ロ トコル

フ ァ イル 転 送 プ ロ トコ ル

グ ラ フ ィ ック プ ロ トコ ル 等

ρ

一般 にプロ トコルの レベル間には夫 々 インタフェースが存在 し、その間係何 しかのフォ ーマ ット

変換が行われる可能性 がある。ところがハ イレベル'プ ロ トコルにおける1つ のプロセス間交信で

は、低位 の同 じプ ロ トコルが何 回も縦遽 し使用 され処理効率 を大 き く低下 させている。これをいか

に解決 するかについて前述 のFEP(FrontandEndProcessor)の 採 用に よりFTP(Fi-

leTransferProtoco1)をFEP内 で処理 し、HOSTと 共 用 しうる2次 メモ リにFEPが

直接転送 フ ァイルの書 き込み 、読み 出しを行 うよ うな方式に注 目 している。

(2)「プ ロ トコルの決定 と変更」では、ARPANETに お けるHOST-HOSTプ ロ トコルの

設計 において経験 された 困難を指摘 し、こNに 学ぶべきものを挙げている。HOST-HOSTプ

ロ トコルに要請 される必要条件 と して"

① 多種類のHOSTac受 け入れられる汎用性

② 小型HOSTに も適応す る単純性

③NODE-NODEプ ロ トコル 、NODE-HOSTプ ロ トコル等 との競合性 と無 矛盾性

が指摘 されている。ARPAに お いても末 だ解決 されていないのであ る。

(3)「プ ロ トコルの標準化 」が次いで講ぜられている。 これは国際ネ ットワーク同志 の相互結合等

の必要 にそなえて、CCITT、ISOの 場 ですxめ られつNあ る。その一一eeと して1975年I

FIPの 下部機構INWG(InternationalNetworkWorkingGroup)に よ ってENDT

OENDプ ロ トコルが提案 された。 このプロ トコルはCYCLADESのTransferProtocol

に類似 した ものとな っている。

3.1.3「 仮想 マシンと'してのコ ンピュータ ・ネ ッ トワーク」は 、コンビ"一 夕 ・ネ ッ トワ ークの

究極の 目的か らみて要請 され る論題である。すなわち(i)ネ ッ ト内の全 リソースを統合 された1つ の

仮想 マシ ンと し、(面)入力 ジ ョブは最適のHOST又 はHOST群 で処理 され ㈹結果が出力される・、

とい う高度 のユ ーティ リテ ィを 目途 とする。 この様な機能 の実現 には、次の ような要請が当然ふ く

まれているわけである。
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①HOSTの もつス タテ ィ ックな能 力の一元的管理

②HOSTの 負 荷 、リソースの使用状況を刻 々ダ イナ ミックに管理する機能

③ 要求の処理 内容の分析、必要な リソースを判断する機能

④HOST又 は リソースの割当て機能

⑤ 標準的なネ ッ トワーク、アクセス言 語の設定

⑥ ネ ッ トワ ーク 、ワイ ドなデータ ・ベ ース操作言語の設定

以上の機能 をいかに実現するか、異機種結合のネ ッ トワークではいまだ研究 レベルであ る。 これ

について、注 目すべ きアプローチがい くつか次の よ うに 昭介されている。

(1)標 準NTCL(NetworkJobControlLanguage)CYCLADESの 一環 と しての

研究で 、PASCAL言 語をベ ース とす る。

(2)NAM(NetworkAccessMachine)ARPANETの 研 究の一環 として行われ、各種 ・

HOST個 有 のTSSコ マ ン ドと標準 コマ ンドの関連を登録 させ るため 、ユーザ端末 とネ ッ ト

ワークの間に、 ミニ'コ ンピ ュータ(PDPll/45)を 介在 させる。

(3)LogicalNetworkMbchineCYCLADESの 一環 と してグル ノーブル大学で行 われ

ている研究で各HOSTに 標 準的な中間言語を インタープ リー トす るIGORと い うプロセス

を置 き、異HO.ST間 の差異を吸収す る。

また、仮想 デー タ ・ベ ース研究の実例 と して、次の3つ が招介 され ている。

①DRS(DataReconfigurationService)ARPANETに お ける研 究で 、ネ ッ ト

ワーク内で連結 される異HOST間 の2つ の プロセス(ユ ーザプ ロセス とサーバプ ロセス)間

でのデータの再編成をサ ービスする。.'

②SOCRATECYCLADESに お いてC11、SIEMENS、IBM等 の マジン間

で使用 しうるデ ータ'ベ ースシステムSOCRATEを 作成 して

③ ハ イレベル言 語によるデ ータ変換MERITネ ソ トワークにおいてIBMマ シ ンとHIS

マ シ ン間 でのデ ータ変換 を行 う。

以上の三 つの実例を通 じて、異磯間のデ ータ ・ベ ース ・マネジメ ン トのモデルは、次の二つであ

る。

q)ハ イ レベルな標準アクセス法 または言語を定 め、異機種間ではすべての表現を標準形 で行 う

方法

(D"デ ー タを受け取 る側が送 り側のデータ表現 にケース'パ イ ・ケースに1対1の 変換を行 う方

法

変換 レベルは 、物理構造 レベル、論理 レベル、操作言語 レベルがあるが、操作言語 レベルでの互

換性が今後の中心課題 となろ う。

3.2節 「伝送路の形成 」では 、まず3.2.1に お いて、 コンビL－ 夕 ・ネ ッ トワーク用伝送 路の満

すべ き必要条件の吟味 から出発す る。現在使用可能な 伝送路網 として、電話 網は通信速度 が 、50

bit/sで 制 限 されるから、コンピュータ 令ネ ットワーク用 には、使用不可能である。残 る2つ の
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伝送 路網の うち 、電話網は品質面で、専用線は経済面で問題 がある。従来の電話網と切 り離 されて、

新 しい伝送路網 の形成 の必要 が説明 され てい る。電話網の もつ技 術的問題は、デ ィジタル伝送技 術、

デ ィジ タル交換技 術を組合せてデ ィジ タル伝送 路網に よってかな り解決できること、た ぷし経済性

に関 しては専用線 との比較が必要であることが述べ られている。

総合的 にいえば 、(i)低 トラピックでは電話網 、⑯ 高 トラヒソクでは専用線 ㈲中間の領域 としてデ

ィジタル伝送路網 の、それぞれの適用領域がある。㈹ パケ ッ ト交換方式を採用す ることに より、デ

ィジタル伝送路網の適用領域が低 トラピックへかな り拡大 される、とい うことが指摘 されている。

(図3.2-1参 照)

以 上の ような分 析のもとで、3.2.2で は我国におけ るコンピュータネ ッ トワーク用 のデ ィジタル

伝送網の作成の仕方 を論 じる。こ1・.で提 唱されている方策は次の通 りであ る。(a)でき るか ぎり低廉

な伝送路 を高 トラピックの予想され る地点 で作成 し、(b)長期 的な展望に立 って 、徐々に、全国的な

ネ ットワークを形成 し、(c)その際 キ ャリア とユニザの接触 から有効な フィー ドバ ックを働かせ るこ

ととし、(d)と くに どのよ うな使用形態が主流 を止めるかを見て@く べ きであ る。

また 、我国 の方向を考えるにあた り、当然考慮 に入れ る必要のある諸外国におけ る技 術開発の動

向につ いて最後 に概観 している。

3.3節 「汎用 プロ トコルの形成 」では、先 ず3.3,1汎 用 プロ トコルの定義 と必要性 とか ら論 じて

いる。 こ ふでは情報化社会にマ ッチすべ き国家的規模 での コンピュータ ◆ネ ッ トワークの必要性を

力説す る。3.3.2「 汎用 プロ トコル制定へのアプローチ」では、次の4点 を強調 した方策をあげて

いる。

① プ ロ トコルは基本的な ものからきめ る。

② 既存のオ ンラインシステムのプ ロ トコルを踏襲 し、かつ これをステ ップア ンプする。

③ 公社新 デジ タル網 の利用

④ 強力な推進母体によ り制定運営 をはか る。

技 術的側面 と しては、(a)通信 プ ロパ ーな プロ トコル と、(b)デー タ処理 プロパ ーなプ ロ トコルにつ

いて、それぞれ規制すべ き点、考慮すべ き点を明 らかにす る。(b)に関 しては、(D業 務 内容 、(1)OS

の相 違 、(‖Dデータ形式の相違 、Gxbcpuア ーキテクチ ャの相違な どが問題である。 しか し、ISO

等 の 国際的標 準化機構、国内的標 準化機構 の活動 があ る。 また処理 レベルのプ ロ トコルの制定が、

コンピュー タのサプイライヤーに対 して説得力を高めれば、コンピュータ ・ネ ソトワークを意識 し

てCPU、OSの 設 計へ反映 され うるとい う事情 もあるから打開の道がある。 このためにも、処理

レベルの機能の基本要素への分解な らびにこれの組立 てる技 術、特殊解 の一般解への拡張 、一般解

の適用範囲の検討 、一般解の所要個数な どの問題の考察の必要 が指摘 される。 また 、実施 にあたっ

ての留意点が述べ られている。

3.3.3「 汎 用 プロ トコルの構造 モデル」では 、(1)プ ロ トコル としての考慮すべき点 と して、(i)ネ

ッ トワークの透過性 、(1)アプ リケーシ ョンの独立性 、⑩ ネ ットワーク構成 の融通性か ら、(2)ネ ッ ト

ワークの機能を階層的 にとらえ、各機能層 に対応 して、統一的にプロ トコルを とらえ るべきことが

i8"套
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指摘 され、(3)汎用 プロ トコルの実例 として、次の三例をあげている。

(a)大 学 間計算機結合(N1プ ロジェク ト)文 部省特定研究 「広域大量情報の高次処理 」で行わ

れている。 プロ トコル構造、デ ータ送受信単位の階層が 紹介 され てい る。

(b)富 士通 によるHDLC(HighLevelDataLinkContro1)使 用 例 センタシステム、

端末 システ ム等 のかた まりをサ イ トといい、サイ ト間 プロ トコルを、(イ)伝送制御 レベル 、(ロ)ネ

ットワーク制御 レベル、0パ ス制御 レベルに分ける。

(c)ARPANETの 例 プ ロセス間の高位 プロ トコル、HOST-HOSTプ ロ トコル 、IM

P-IMPプ ロトコル

(d)IBMのSNA(SystemsNetworkArchitecture)ア プ リケ ーシ ョン、機能制御 、

伝送 制御、経路制御、回線制御か らなる。

3.3.4「 汎用 プ ロ トコル設定 の問題点 」では、(1)技術的問題点 、(2)運営 のための問題点を分析 し ・

ている。

3.4節 「コンピュータ'ネ ソ トワークにおけるデータ'ベ ース」においては 、コ ンピュータ'ネ

ットワークにおける資源共有 の思想の もとに、ハ ー ドウエアの共有 、ソフ トウエアの共有に対応 し

て、ブ レーンウエアの共有 とい う観点か ら論ぜられ るべ きことが明示 されている。た ぶし、このた

めにはデ ータ ・ベ ースの論理的な集 中管理 が大切 であることが、3.4.1で 論 ぜ られている。

実現化へのステ ップは3,4.2で 論 ぜ られているが、こNで は、次の4つ のステ ップがあげられ て

いる。

(1)プ ア イルの転送

② プアイルの結合に よる仮想 ファイルの設定'

(3)同 －DBMSecよ る仮想 データ'ベ ース

(4)異 種 のDBMSに よる仮想デ ータ'ベ ース

これら4つ のステ ップの難易の比較、短所、長所 の分析がなされている。 しか し総括的にいえば

従来の発想の ま ふで、デ ータ ・ベ ースを コンピュータ ・ネ ットワークに適用す るのには、非常 に強

い制限が必要 な ことを認 識 しなければならない。む しろ新 しい発想 が要望 されることが、3 .4.2で

述 べ られている。

3.5節 「ネ ッ トワ ーク稼動 までの問題点」では強調 されていることは 、コンピュータ'ネ ソ トワ

ークの形成から実際の稼動 までにお いて
、上述の技 術的問題のほかに、開発体制 ・運営体制などの

組 織づ くりが 、大切であ り、実 はむ しろ第一歩であることである。3.5.1「 システム開発の段階」

を通例 の如 く、(Dフ ェ ーズ1、 分析;(iDフ ェ ーズ2、 仕様決定;㈹ フェ ーズ3、 設計'製 作;㈹ フ

ェーズ4、 運用テス トに従 って検討する。 とくに コンピュータ'ネ ッ トワークは3.5.2で そ の開発

および運営体 の組織化 を論 じるのであるが、このための視点 としては リソースの共用の問題を とる、

つ まり(1)ハー ドウエアの共用 、(2)ソ フ トウエアの共用、(3)ブ レインウエアの共用 の三点から分析す

る。と くに(3)に関 しては 、さらに次の如 く、流通す るデ ータの性格 によって次の ように3つ に種別

して考察する。
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① オペ レーシ ョナル'シ ステム(例)(a)航 空業務 における座 席予約や乗客'貨 物 の塔載

情報交換(実 例SITA(SocieteInternationaldeTeleco㎜unicationAe-

ronautique))、(b)医 療 システム、(c)教育 システム

② マネ ージメ ン ト'シ ステム(例)(a)株 式取引情報を提供す るAutEx社 ネ ットワー

ク(b)統 計 デ ータを提供 する目的 のネ ッ トワーク'シ ステム

③ インフォメーシ ・ン ・リトリーバル ・システム(a)各 種文献及び同書の検 索

以上 において、利用者の組織化の問題点 が、それぞれ異 った様相をもつのであ る。

まず、ハ ードウエア とソフ トウエアの共用を 目的 とす るネ ットワークでは、それぞれの資源の所

有者を中心 として、その所 有者が広 く利用者 を募集する とい う形で、組織化 をはかれば よい。利用

.者は、加入経費の問題だけを主 に検討すれば よい。

・ ブ レンウエアない しデ ータの共用につ いて も、上述の②及び③ については、事態は、このよ うな

ハー ドウエア とソフ トウエアの場合に類似 している。 しか し①の場合には、ネ ットワークの組織化

は全 く異 な経った側面 を もつ。この場 合には 、利用者側の業務 に直接影響 を及 ぼす可能性があるか ら

である。そこではネ ットワークの規 模に応 じて問題 がことな るのである。

このよ うなネ ッ トワークの規模を考え るのに例えば、次のよ うな分類 をとってみ るのもよいであ

ろ う。すなわち(j)企業 内;(1)企 業 系列間;(iiD同 業 種間;⑩ 異業種間;⑩ 企業 ・官庁間;⑯ 国際間の

ネ ットワークがある。形成時に必要な開発お よび運営組織の設定 にあたっては 、参加者の性格 によ

り問題 も異 なる。そ こで一般論 よりも3.5.5以 下 の 「実例」の考察 に うつる。

3.5.3事 例1LACES(LondonAirportCargoEDPScheme)の 開 発の経緯の追

求が詳 しく述べ られ ている。歴史的な経過 の説明のなかに、上述 の 「システ ム開発の段階 」の諸 フ

ェーズが具体的に述 べられている。また 、LACESプ ロジェク ト体制にお いては利用者グル ープ

運営委員会メ ンバ ー、計 画'実 施グループの三つに分けて、組 織図が示 されている。 もう1つ 注 目

すべ きことは、 コス ト算出 とその利用者配分額の明示によって、システム利用者 に、投資効果を算

出できる資料を与え ることであ る。

3.5.4事 例2SWIFT(SoicetyforWorldwideInterbankFinancialTele-

communications)は 、国際銀行取引 メ ッセージの送受信手段 と して、郵便'電 報 ・テ レソクス

に代 るコミュニケーシ ョン ・サ ービスを提供 するものであるが、こNで の組 織化の問題をと りあげ

る。こNで 前例 と同 じ く歴史的経過が先ず述 べられ 、1976年 以後 の見込 みに'ついても説明 され

ている。 ところで、 こNで 注意すべきことは 、非営利団体 であるSWIFTの 経 費は5年 間ですべ

ての開発費を償却す るために、これに加入す るための費用分担力1明確に規定 されている点 であ る。

3.5.5事 例3わ が国 の場合 について、前述 の例 と類似のもの として全銀 システムが述べ られて

いる。ここで指摘 されていることは、(a)電信 電話公社 の影響 力が大 きい。(b)国家 プロジ ェク ト的発

想に基 いて官庁指導型の方策の方 が一般 に受け入 れやす い、とい う二点である。

しか し、他方にお いて、企業では各種 デ ータが国家的立場 で、集 中化 されることを恐れ る向 きも

少な くな い。そこで中立性 に基づ く非営利的団体 で完全 に機密保護を保証 する必要がある。
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3.5.6「 その他の問題 」では、上述の体制づ くりに対 して、これ と並行的 に進められ るべきこと

と して、利用者に対するPRあ る いは教 育'訓 練 について述べられている。

第4章 「コンピ ュータ ・ネ ソ トワークの効果測定 と安全性 」は2つ の節4.1節 及 び4.2節 にわか

れている。

4.1節 「コンピュ一夕ネ ソトワークの費用 と効果の測定」では 、まず 、4、1.1で ネ ットワークの

利用効果 の測定 に関する問題点の指摘からは じまる。 この場合、設定 され る観点 として、次のもの

がある。

第1に 、共用 リソース を、ハー ドウエア、ソフ トウエア及びブ レンウエア別 に見ること

第2に 、ネ ットワークに関 して、関係する立場 の区別 として、利用 する立場 、利用 される立場な

らびにネ ットワークの建設及び提供を行 う立場があること ・

第3に 、情報の加工手段 と しての コンピュータの利用について、計算'制 御'通 信 の各機能の組

合せと して種 々の場面を設定 してみ ること

第4に 、評価主体が 、個人 、団体 、公共社会の何れであるかの区別があること

しか し、現在では、情報価値 を、貨幣価値への換算表示す るのには、 まだほ ど遠いことが、根本

に存在す る難点である。

こうした困難に もかxわ らず 、より具体的 に4.1.2で 、ネ ッ トワークに関す る費用 のとらえ方を 、

考察す ることが、試み られている。抽象論 よりは、検討すべ き側面を、限定す ることによって行わ

うとするのである。

費用 についても、同様である。 コンピュータ ・ネ ッ トワ ークを社 会装 置 の構 築 と して と らえ、

利用者に よる費用回収 のほかに、社会 費用 も考え る必要 が指摘 されている。

4.1「 効果 測定の前提 についての考察」では、ネ ットワークの形成 の形 態を組 織内 と、組織間 と

にわけ 、閉鎖型 と開放型とにわけ、さらに利用者 のもつ要求を分析 し、直接効果 を具体化に見定め

る視点を明らかに している。 しか し、間接効果ない しは将来的効果の考察 もこれに加え られる。社

会全体か らみ たときの効果 も検討 されるぺ きであるとしている。

4.2「 コ ンピュータ'ネ ソトワークの安全性」については、システ ムが正常 に動作 し、エラーの

回復が迅速であること、ソフ トウエアの信頼性 、通信 エラーの低い こと等 の問題 がある ことは当然

であ る。 しか し、信頼性の問題 の核心 は♪ ネ ソトワークの場合は、 まさに安全性 にあ る。つ まり共

通資源に対 しての破壊'露 出'改 変か ら、安全 でなければならない。これ に対 する対策を次のよ う

な場面に分け 、対策の機能 と費用 とを明らかに している。

ω ゴ ンピ_タ ・ネ 。トワークへのアクセス時の対策

(2)プ ログラム'フ ァイル'デ ータファイルへのアクセス時の対策

(3)通 信 上 の対 策

(4)不 当 な侵入があ った場合の対 策

具体的な対策案 として、(1)～(4)の各 々に次の ものが説明 されている。
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具 体 的 な 対 策 案 と して 、(1)～(4)の 各 々 に 次 の もの が 説 明 さ れ て い る 。

(1)に お い て は 、(i)単 純 な パ ス ワ ー ド、㈲ 可 変 な パ ス ワ ー ド、㈹ パ ス ワ ー ドの 変 換 、輌 機 械 的 に コ

ー ド化 され た カ ー ド 、(V指 紋 、 声 紋 、 手 相 、x線 図

② に お い て は 、q)パ ス ワ ー ド 、(ij)プア イ ル 各 の 他 に フ ァ イ ル の キ ー9偏 プ ア イル の 可 変 な キ ー 、

咀 キ ー の 変 換 ま た は ラ ン ダ ム 化 、(切 ア ク セ ス'レ ベ ル つ き フ ァ イ ル'キ ー 機 能

(3)に お い て は 、(i)パ ケ ッ ト ・ス イ ソチ ン グ 、(D1つ の メ ッセ ー ジ 内 の 非 逐 次 的 パ ケ ソ ト ・ス イ ッ

チ ン グ 、㈹1つ の メ ソセ ー ジ 内 の パ ケ ッ トの ル ー トを変 え る 、⑩ デ ー タ の 暗 号 化

(4)に お い て は 、(i)プ ア イ ル の 変 換 、(1)使 用 許 可 キ ー 、⑩ 暗 号 化 とパ ケ ッ ト'ス イ ッチ ン グ の 採 用

に よ る 対 象 、GXbピ ギ 一 八 ツ グ(piggyback)パ ス ワ・一 ドお よ び ビ トウ イ ン'ラ イ ン ズ(Betwe-

enlines)パ ス ワ ー ド機 能 、(V)暗 号 化 さ れ た ピ ギ ーバ ック'パ ワ ワ ー ドお よ び ビ トウ イ ン'ラ イ

ンズ'パ ス ワ ー ド機 能 、(V)会 話 型 確 認 、ω 不 活 動 回 線 の 一 定 時 間 の 自動 切 り離 し

D

ぐ
.

§5第2部 の 概 要

「デ ータベース とデー タリンケージ」は 、3つ の章からな りた ってい る。

まずはじめに、コンピュータの利用形態を、第1段 階を単独利用 、第二段階を タイム シェア リン

グ的利用 、そ して第三段階を コンピュータ ・ネ ッ トワークと して とらえ る。それが、ハ ー ドウエア、

ソフ トウエア、ブレー ンウエアの資源共同利用 を本質 とするもの とす る。

第1章 「デ ータベ ースの構成 」では、技 術的観点から、プアイル処理技 術の歴 史的経 緯を、第1

段階を10CSの 時代 、第2段 階をアクセス方式 、第3段 階をアクセス ・パスの時代 と してとらえ

る。データベ ース とい う用語が用 いられるよ うにな ったのは、この第3段 階か らで、この段階での

ファイル処理 システムをデ ータベ ースシステムとよぶ。 こ二では、デ ータ定義言語 とデ ータ操作言

語をもつことによ り、データ独立 を実現 し、さらに 「関係概念の時代 」とい うべ き現状を21節

「ファ イル処理技 術」で解説 し、第2章 への準備 と している。

1、2節 「デ ータベ ースの構造 」では、デ ータベースの構造 には、論理構造 と物理構造 とがある。

デ ータ定義言語 をもちいてデータベ ースの論理構造を定義するとき、1.2.1「 レコー ド内構造 」と

1.22「 レコー ド間構造 」とがある。前者では、項 目の型 、長 さ、繰返 し等を、後 者では線型構造 、

木型構造 、網状構造 、階層構造 などを述べ 、デ ータベ ースの骨格(skelton)の 概 念 に及ぶ。

1.3「 デ ータベ ースの操作 」は 、レコー ドを 、デ ータベ ースからとり出す ことと、デ ータベ ースへ

書き込む ことからな る。こ ふでは、前者 につ いて述べている。このため 、内容検討 と構造検討 とに

わけて述べ ている。

亨

第2章 「デ ータベ ースの結合」は、デ ータベ ースの利用形態が 閉じて組織体か ら開いて組織体へ

拡張 される場合 、必然的 にお こる課題への接近 であ る。

2.1節 「デ ータベ ース結合の レベル」では 、(D記 憶構造に よる結 合、(1)論理 構造に よる結合、⑩
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汎 用 デ ー タ操 作 言 語 に よ る結 合 を 論 じ て い る 。

2.2節 「デ ー タベ ース の 変 換 」 で は 、2.2,1で レ コ ー ドや項 目 の 変 換 を 、2.2.2で は デ ー タ'ベ

ー ス の 構 造 の 変 換 を 論 じ る
。 こ ふで は 、 論 理 構 造 を もち い た デ ー タ ベ ー ス 変 換 と 中 間 的 デ ー タベ ー

ス に よ る変 換 とが 述 べ ら れ て い る 。

へ

㌧
▼

第3章 デ ータベースの共有では2つ の節 に分 かれている。

3,1節 「デ ータベースの共同利用 」では、コンピュータ ・ネ ソ トワークに結 合 されているデ ータ

ベ ースの共同利用あるいはデー タベ ース間の リンケ ージという観点か ら技 術的問題点 と手法 とを論

じる。

3.3.1「 ス キ ーマと操作」では 、スキ ーマ とは、データベ ース利用者の定義 したデ ータ構造 であ

る。 こNで は汎用デ ータ構造 に対 しておこなわれ るデータ操作について述べている。すなわち(1)射 ・

影(projection)、(2)結 合(join)、(3)商(diviston)、(4)制 限(restriction)は 、 いつれ

も集合演算に帰せられ、 「関係代 数系 」といわれる。 この関係代数系 とい う操作 をもちいれば、デ

ータベ ースの内容検索 も構造検索 も行われ る
。 この関係代数系 と意味的 に同値 な関係論理系が定義

され る。この論理系は制限 されて1階 述語論理 とな り、豊富な表現能 力を もつ。

3.1.2「 コ ンピュータ ・ネ ソ トワーク とデータベース」では、コンピュータ 令ネ ットワークを経

由 して、他のコンピュータに付属す るデ ータ ・ベ ースシステムを利用する形態 と して次の三つをあ

げている。

第1の 形態は、 タイムシェア リング的形態である。第2の 形態はファイル転送 であ る。第3の 形

態は、DDBA(DistributedDateBaseAccess)と いわれ、分 散デ ータベースの同時ア

クセスをめざす。コ ンピュータ'ネ ッ トワークを経由 した形でのデータベ ース利用のための汎用 プ

ロ トコルの形成は、現在研究中の段階である。

3.4節 「『意味 』を考慮 したデ ータベ ースの結合」では、項 目値 の選択基準の考慮 が要請 される。

文献検 索における シソーラス とい う用語管理体系を例 にとって、解説 し、未解決 の問題の多いこと

を こxで も指摘 している。

最後 に参考資料 と して、い くつかの論文 が昭介 されている。

セ §4総 括

本報告 は 「コンピュータ'シ ステム評価委員会」の第2年 度報告 である。その内容は上述の如 く

§2及 び §3で 詳細 に紹介 した。 こXで は 、第1年 度報告 と対比 しつX、 両者の接続 において、本

委員会の調査 ・研究の結果を、総括 してお く。

昨昭和49年 度 の報告は 、3部 にわかれている。第1部 は情報 の利用形態、 コンピュータ ◆ネ ソ

トワーク との関連お よび情報 ンステム全般にわた る評価な ど、大 局的な見地 からの総論 であった。

第2部 は コンピュータ ・ネ ッ トワークに係わるやx細 部 にわた る問題点の検討結果を まとめた もの

であ って、第3部 は、文献調査 に もとつ いて、コンピ ュータ'ネ ッ トワークの現状及び今後の方向
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についてまとめたものであ った。

これを、今年度 の報告 と対比 してみると、昨年度本委員会が、初年度 と して行 ったことは、基本

概念の検討 、解説か ら、実例 の検討、紹介にわたっているが、全体的 には、過去の経緯をふ まえつ

玉、現在の動向を 、客観的 に とらえ るという調査 に力点があ った といえよ う。

これに対比 してみるとき、今回提出の第2年 度報告 は、同 じくそ こに歴 史的'社 会的考察 もあ り・

実例の解説 もあるし、総 論的な もの もあるけれ ども、次のよ うな特 徴が見出されよ う。

第1に 、 より明確な問題意識の もとに、全体が方向づけられていることが一つの特徴 といえ よ う。

すなわち、わが国 において、コンピュータ ・ネ ットワークシステムを実現 させ るために、如何なる

問題群がど うい う場面 において、予想 されるかとい う設題 があ り、 また しからば 、これらの問題群

に対 して 、どんな接近法 があるか とい う解答を求め ようとしている。このために、本報告のいた る

ところに、問題解決のための方法について、提案が散在 している。

第2に 、 リソース'シ ヤ リング(resourcesharing)の 理念 が、全報告 を通じて、明確に打

ち出され 、コンピュータ'ネ ットワーク ・システムの提 唱が 、これ と不可分 に結びついていること

が力説 されている。 この資源共用の理念を打ち出す とともに、この理念 を実現 してゆ くため に当然

予想される社会的'技 術的困難 が 、より明確に描き出され 、かつこれをいか に打開するかが、とり

あげられている。これが第2の 特徴 である。

第3に 、 リソース'シ ェア リングのなかには、ハ ードウエア、ソフ トウエアのほかに、ブ レーン

ウエアの共用(又 は共有)の 問題があるが 、今 回は とくに、ブレーンウエアの共用 に伴 う問題が 、

まともにとりあげられた。本文中では、あえてプ レーンウ土アといわず 、デ ータベ ースない しファ

イルの共用 とい うや ふ控え 目な表現 を、現状 に即 して、採用 してい るが、目指す方向はブ レーンウ

エアの共用であるといえ よ う。 しか し、方向はたつた としても、これを実現する方法論は・いまだ

未解決であ る。本報告第2部 「デ ータ'ベ ース とデ ータ ・リング」において、この方向の基礎事項

を報告 し、未解決の問題指摘を行 っている。要するにブ レーンウエアの共用問題 をまともにと りあ

げたのが、第3の 特 徴である。

第4に 、今回 もいえ るところで実例をあげて、抽象論を補強 したが、具体的解決の方針を見出す

ための資料 とい う意義が、 より強調 されていること、これが第4の 特徴である。このためには、各

具体例を規定す る本質的な要因を 、それぞれ摘出 してみ るのがよい。

最後 に当然の ことなが ら、本委員会の調査研究は 、年次的 に継続 した ものであるから、昨第1年

度の成果をふまえた ものであ ることを附言 しておかなければならない。

♪

寸

.ず

§5む す び

コンビ=一 夕 ・ネットワーク委員会 の研究調査 の作業 は未完成である。たyす でに二年間 にわたる

委員会作業を通 じて、いかなるところに問題が所在 す るか 、これへの接近を どうするかにつ いて、

委員会は 、お よそ探険はひ とわた りおわ っている。これか ら残 された仕事は、わが国 においてコン

ピュータ・ネットワー ク形成の具体的な計画立案 への歩みであ るといえ よ う。 このためには・社会的
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要請 の調査 ・分析にお いて も、技 術的課題 の摘出 ・検討 においても、一段 と広 さと深 さとが要望 さ

れ るわけである。

コンピュータ ・ネ ッ トワーク形成は 、い まや欧米諸 国において、精 力的に とりあげられつ ふある

課題であ る。

、

◆

▼

電
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第1章 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク の形 成

に お け る社 会 的基 盤

1.1ネ ッ トワ ー ク の5つ の 区 分

コン ピュータ ・ネッ トワークは 、それ を技術的にみるとき、今 まで発展 して きた コン ピュータに

おける諸技術、電 気通信 におけ る諸技術の総合 であり集大成 である。 と同時に、そ の統合化におい

て起 ったさまざまな事態 を解決す るために、またその実用化に おいて要 請 され る多 くの機能 を実現

するために生 じつつある、今後の多 くの新 しい技術の母体 で もある。

わが国における コン ピュータ ・ネ ットワークに関する論評は、 ともすれば この技術的観点 に偏 り

が ちである。1969年 に4つ のnodeを 結 ん でARPANETが 姿 を現わ してか ら急速 にnode数

を増 し全米のネ ソ トワークを形成 した り、GE社 のMARKやTymshare社 のTYMNETが 現 われ

たと思 うと着実 にその業績 を伸 して行 く姿 をみて、わが国の技術者が昂奮 したのは当然 である。そ

して10年 以 上の地道 な努力 とX大 な研究費 によって得 られた米 国の技術 を2～3年 で吸収 しよう

とするあま り、技術的観点に興味が集 中 した ことは、それ 自身悪い ことでは ない。 しか し、それに

よって起 った社会的要因 、 これが もた らすであろ う社会的影響 につ いて、観 察 し、分析 し、今後 を

予測す ることが あま りに も少 なか ったのでは ないで あろ うか。 わが国 で も、今や コンピュータ・ネ

ットワークの形成に向 って機運が 醸成 され つつ ある。この今後 を考 えるに当 って、米国、欧州 の動

向を観察する ことが必要で あろ う。

技術 が急速 に発展す るのは、決 して技術的興味か らだげ では ない。そ の発展 を支える社会的要因

が あ ったか らである。技術的発展 とその社会への定着の速度が 目覚 しか った例 と して、有線通信技

術がある。1935～37年 で 一応 の技術的完成 をみた有線通 信は 、数年 後に ドーバ ー海峡 を越え

る海底電線敷設 とい う社会的投資の対象 となる。更に1950年 代 には大西洋 横断 の海底 電線が敷

かれた。 これは、それだけ の投資 に値する社会的有用性を、 この技術が 持 って いたからである。

1960年 代 に基礎 が形造 られ、1970年 代 に入って実用化 に向 けて急 ピッチの発展 を遂げた米

国 のコンピュータ・ネ ッ トワークは、それを必要 としていた米国の社会的要因が あ ったからである。

そ して、欧 州において、 日本に おい て、 コンピュータ ・ネ ットワークが ど うな って行 くで あろうか

を考え るためには、その よ って立 つ社会的基盤を考えなければ ならない。

その観察 と分析に先立 って、 コン ピュータ・ネットワークと呼ばれる社会的 な施設を、次 に3つ

の レベルに分げ て考 える ことが必 要であろう。

(1)伝 送路網

(2)フ ァシ リテ ィ供給 のサービス網

(3)情 報 資源供 給/共 用網

このωは通信回線 の網で ある。物流におけ るアナロジーを用 いるならば、道路網 に相当する。そ

の道路 網の 上に、パス会社 、 トラック会社、電鉄会社等 の経営す る交通網、輸送網が形成 される。
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この交通網 、輸送網に相当する ものを(2)の ファシ リティ供給 のサー ビス網 と呼ぶ ことにす る。 この

例は 、ATTやCOMSATの 上に乗 る米国のTymshare社 のTYMNET、GE社 のMARKM,PTT

の 上に乗 るフランスのCYCLADESな どである。そ して実際の仕事は、 これ らの交通網 や輸送網

を介 して行われ る。例えが百貨店 の配送がい くつかのデポ ジットの間 をい くつかの トラック業者 の

輸送網を利用 して行われ る。 また或 る旅行会社の団体旅行 プランは、鉄道、船 、飛行機 の交通網 を

組み合わせて企て られ る。 これ を(3)の 情報資源供給/共 用網 と呼ぶ とととす る。米国国立医学図書

館 を中心 とす るMEDLINEと い う『 一ビスがTYMNET、 ㎜ 、ATT、ARPANETの 上錬 り

て行われ ている のは この レベルのネ ッ トワークと考え られる。

以 上、いささか便宜的 につけ た名前 では あるけれ ども、 この3つ の レベルの区分 を立 てることは、

コンピュータ ・ネッ トワークに関係 する諸 問題を分析す るに当
って、不要 な混乱を避ける上で必要

である。以下、 これを用いて、米国 、欧 州の コン ピュータ ・ネ ッ トワークの社会的基盤 について考

察 を加えてみよ う。

♪

1.2米 国 の コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク形 成 に お け る政 策 的 背 景

米国vafoけ る 、コン ピュータ ・ネ ッ トワークを含 む情報処理現象を観察する際に気づ く、2つ の

大きな特徴が ある。そ の1つ は 、米 国における公共的 な事業 にあ っては、それが よって起b、 或い

は よって立つ土壌 に対 し公共的 な投 資がふん だん に行われ、そ の肥沃 な土壌 の上に自由競争原理 に

基づ く民 営企業 と して公共事業が行われる点である。 もう1つ は、国民の税金 によって、す ぐには

納税者の直接の利益 に結 びつか ない公共投資が行われるとき、その投 資の結果 として得 られた 情報

や ノウ・ハ ウを納税者 に還元 しよう とする点 である。

米国vateい てX大 な国家的財政支 出を したその最 たるものは戦争で ある。そ して戦後
、ナチス ・

ドイソか ら接収 した ドイツ科学技術の成果 をPBリ ポ ー トの中に収録 して国民に公開 した
。 これが

所謂テクノロジ ー・ トランス ファーの最初 である。そ の後老大 な公共投 資 を行 なった事業 と して、

原子力開発(AEC)、 宇宙 開発(NASA)、 科 学技術研究助成(NSF) 、国 防研究(DOD)、

医学 ・保健(DHEW)が あ る。 そ してそのそれぞれがその投 資に基 づ く研究成果
、技術 的成果を

国民に公表するだけでな く積極的 に利用 させる システ ムを形成 してい る。 この良い例 と してNASA

の 情報 システムを概観 してみ よ う。1958年 、NASAは10年 後 に人間を月に送 るために設立

され、その10年 間 米国の国力のすべてがつ ぎ込まれた。米 国政府 のあらゆる研究機関
、大学 、民

コノ

間 のR&Dに わ たり数百 の異質 の機関が、そ しておよそ20万 人 以上のスタ ッフが この1つ の目的の

ために協力 した。そ して宇 宙 ロケ ッ ト製造は700万 以 上に部品の製造 工程 とその アセンブ リか ら

成 るのである。す なわ ちこの プ ロジェク ト遂行のためには 、これ らの多 くの機関の、それぞれ機 能
ソ

を異にする活動 を、1つ の目的 のために制御 し、 より良い効率 を得 る必要 があ り、 より良い情報 シ

ステムが必要 となった。 この目的 のために
、実 に多 くの システ ムが開発された。その主 なもの をあ

げただけで も、全活動 の長期的計画 を立てるための 「確率的長期計画 システム 」(PLRP) 、 そ

のための情報管理 システ ムである 「管理評価のための予測 ・見積 システ ム 」(FAME)が あ る
。

'

一20一



{

,

そ して実に多 くの計画法(LP、IP、DP・ ・・ 、評価法(MSE 、CPM、PERT…)、 分析

モデ ル(PRM、MSCM…)が 開発 され実用化された
。 それ らの諸活動に情報 やデ ータを供給す

るため、科学技術情報施設(STIF)を 設 け、NASAのR&Dへ の情報供給 をそれ らのR&D

か らの成果 の巨大 なデータ ・パンクを形成 した。そ して ロッキー ド社に会話型情報検 索 シスナム

NASA-RECONを 開発 させ運用 させた。 このデ ータ ・パンクはNASA内 の情報利用 に対 して

のみならず 、国 民一般の情報提供がSpaceACTに よ りi義務づけ られている。そのため全国9か

所 にRegionalDisseminationCenterを お き、その地域 に対す るNASAR&Dの 成果

の供給 を行 な っている。更に このNASA-RECONは 、欧州の ヨー ロッパ宇宙研究機構(ES
'ROは 最近E

uropeanSpaceAgencyと 改 名)の 宇宙 ドキュメンテ ーシ ョン・サ ービスESA

/SDCに おい て用い られ、欧州での情報 ネ ッ トワークのさきがけの役割を果 している
。 このよ う

な事例は、AECに お いての原子 力情報 、国立科学財団NSFを 中 心 とする科学技術情報、国立医

学図書館NLMを 中心 とする医学情報、国防省DODの 国 防 ドキュ メンテーションセンターDDC

を 中心 とする軍 事研究 、更にそれ らを総合 した連邦政府の支出に よる研究成果 の公表機関である

NTISの 活 動のすべ てにわた ってみ られるのである。

この公共投 資に よって得 られた知識は国民の もので あるとい う考え方は更に進み現在ではFree -

domofInforma
、tionと 俗 に呼 ばれる法律 に よって、原子力であれ 、国防研究であれ、公共資

金に よって得 られた情報 はすべ て公 開すべ きものとされたので ある。 この情報 を積極的に流す シス

テムは、図書 館協力網、大学の計算 センターを中心とする地域情報 サー ビス網 、NASA-RECON

を通 しての情 報 サービス網 、MEDLINEを 通 しての医学文献サ ービス網 など
、多 くの形 態をもっ

て、 コンピュータを用いる前か ら、前述 の情報資源を供 給 し、あるいは共用する網が形成 され てい

たの である。

三方、 上述の公共投 資は コン ピュータ ・ネ ッ トワーク形成 の技術的 ・社会的土壌 の上に も大 きな

投 資を していた。先ず ミサイル探知 上攻撃の ための国防 上の必要性に よって、1950年 代 か ら全

米を覆 う通信網 の確立が何 よりも急務 とされ た。 これは コンピュータ ・ネッ トワークに おいて 「伝

送路網 」が公共的要請の下に形成 された ことを意味する。

次 に、同 じ国防 上の必要性 から、多 くの端末 か ら、高度な科学計算を含む ヴァライエティに富ん

だ内容の鱈 を・会言舌型 四 輪 多典 理す る〃 テ・の醗 が
、ARPAに よ 。て 、963軟

MITに 委 託 された。 これは1950年 代 に同 じく国防 目的で造 られたオン ライン ・リアルタイム

処理 による作戦 指令 システムSAGEをTSSに よ って より機能的に拡大 しようとする ものである
。

それ以後大規模のTSSに よるオン ライン ・システ ムの開発が相ついで行われた
。 また同 じく

1963年ARPAは 、会話型計算 と並ん で、巨大 なデ ータ ・ファイルを構成 、維持 し、検索す る

シス テムの開発 をSDCに 委 任(ORBIT)し た
。 これからデ ータ ・ベースの管理 とオンライン検

索 システムの開発が 次々と種々の公共的資金援助 の下で行 われは じめた。

また、NSFは1960年 代 に高等教育におけ るコン ピュータ利用 に対 して補助金を交付 し
、計

算機 メーカーも、大学 に無料 または低額 の料金 でコン ピュータを提供 したこ とにより
、大学研究 に
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おけるコン ピュータ利用が飛躍的 に普及 した。 これは米国に おけるコン ピュータ利用技術の底辺 を

拡 大 し青年層に利用技 術を植えつけた と同時に、米国 における初期の コンピュLタ ・ネ ットワーク

である。

大学間 での リソース共用型(或 いは ク ラブ形 式)の 小規模 ネ ットワ ークの形成の比較 的早い現 わ

れがTUCC(1964)で あ る。その後1965～1972年 にかけて続 々とク ラブ型ネ ッ トワ

ーーークが現われた。その中で有名なARPANETも 、MITの リンカーン研 究所 を中心 と して計画さ

れ1969年 に4つ のnodeを 結 んで登場 したので ある。また、 この背後には、軍事 目的 やNASA

にお ける コンピュータの小型化、高性能化 の研究成果やソ フト技術の民間への トランス ファーがあ

り、その 面での土壌の形成が あったことも見逃せ ない。

この間trc.米 国 の行政面での融 シス テム化 に もい くつかの動 きがみ られ た・NASAeCk'け る

情 報 システムの成果 は 、行政や企業経営の中に とり入れ られた。PERT、CPMな どはその最 も

顕蓄 な例 である。 パーフォーマンス の評価技 術は予算配合の最適 化の形 で、ホ ワイ ト・ハ ウスを中

心 とする行政決定機 構に入 り込んだ。すなわ ちPPBSで ある。 システムズ ・アナ リシスの技術は

精度 をあげるためには詳細 で広範 なデータを必要 とす る。 このため、行政機構の中にデ ータ ・パ ン

クを必要 とす る。データの種類 と範囲が拡大 す ると共 に内容的に も量的に も多 くのデータ・フ ァイ

ルの連結 ・統合が必要 となり、ネ ッ トワークに進む。そ して行政府 と議会 の勢力争い がそれ に更に

拍車 をかけ ることとなった。

行政府は、その行政 目的にもデータの醐 利用のため連緻 府としてのネ・ト・一構 想を検討

した。そ れに対 し議会は、立法 ・司法 ・行政の ≡権 分立の精神か らみてこの ネ ットワークの形成 に

よって行政府 の力が強 くなりす ぎる ことを警戒 した。そのため 、立法府は独 自の ネソ トワークを持

つ べきだ とい う主張が起 った。エ ドワード・ケネデ ィ上院議員 などはその推進者の 一人であった。

、968年 、Ad。i、 。ryC。 ㎜issi・n・ ・1・terg・vernm・nt・IR・1・ti・nS(ACIR)

は 、 「将来の成長政策 」という調査 レポー トの中で、連邦政府 のネ ットワークは各 州の 情報 システ

ムを基礎 とす る政府 間 ネ ットワークによって支られるべきであり、連邦政府のネ ットワークは、その 上

に形成すべ きで あろ うと勧告 している。

この ような形での ネソ トワーク形成 も、考え方の段階か ら現実の問題 となるにつれて多 くの問題

が起 りつつある。たとえば、FBIと 各 州の警 察を結ぶNationalCrimeInformationCenter

で あ る。各州の自治体警 察を全米規模で結ぶのに、か ってはテ レックス網 を用いていた。1970

年 代 に入 って各警察に入 った コン ピュータを結ぶ ネ ッ トワークに切 り捨て られてい る。 これ が単に

警察 とい う閉 じた組織の中のネッ トワークである限 りでは大 した問題は なか った。犯罪 情報 の迅速

な交換 のために、自動車運転免許 のデータバンクと リンク しようとしたとき問題が起 った。それは、

米国の ある州では 自動車強制保険制度を と っているため 、その州の運転免許 のデ ータベースは保険

会社 のシステ ムとリンク している。 このため、保険会社 の コンピュータはNCICを 通 して 、全米

の警察 の コンピュ ータ、そのデ ータと リンクできることとなる。 これ は双方 の システムの セキ ュリ

テ ィにおいて大 きい問題 とな った のである。

●
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コンビ=一 夕 ・ネットワークは、最初は技 術的 「iＴ能性 と、その表面的 なメ リソトに よって、比較

的安易に形成 され る。しか し、 コンピュータ・ネットワークの持つ本質的に社会的施設で ある性格

か ら、この安易 さは許され ない。 この社 会的施設の存在 を許容 できるだけの社会的基盤が揃 わ なげ

れば、何 らかの矛盾 を生む。現在はその社会的基盤を形成 しつつある初期 の段階 といえるであろう。

以 上概観 して米国に才・・ける ネットワーク形成 の形 をみると、先ず大学間の「クラフ型 ネ ットワーク 」

は 、 コモン ・キャリアの」':に乗 一・た 「情報資源の供給/北 川 型ネットワーク」で ある。 これがい くつか

形成 される中で 、「フ・trシリテ ↓供給 型ネットワーク」であるARPANETが 形成 された。またGE、

Tymsharet,1:のTSサ ー ビス網 も形成 された。 この商業ベースでの 「フ ァシ リティ供給型 ネ ッ ト

ワー ク」の出現 に1:り1情 報資源の供給/共 同型 ネッ トワーク 」が劇的に発展 した実例を、医学情

報サー ビスM}t]1)LlNEI,・t[:,i'・▽・て みることがで きる。

このMEDLINEは そ の前身をAIM-TWXと 呼 び、その示すよ うにTWXの 網 の上に 乗った

実験 的 オンライン ・システムであ っれ。この段階 での年間利川数は高々数 千回で あった。

MEDLINEの シ ステムに代 り、]970年 代 か らTYMNETに 乗 ってサ ービス開始 する と、 急

激 に利用回数が増加 し、1973年((は 年 間27万 回 に増加 したのである。 この成功は種 々の意味

で米国内のオ イラ イノ情 報サー ビスに影響を与えた。そ して現在、情報 サ ービス とい う事業 が マニ

ュファクチュアか らイングス トリーへの変換期 に来てい るこ とを示 す兆 候 とみられ るのである。

◎

●

1.5欧 州 に お け る コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クの 形 成

欧州に お・ける コンビ・・一夕 ・ネ ッ トワークの形成は、最近その機運が高ま ってい るといえ よう。

この底流 をみる と、1つ には 、米国での コンピュータ ・ネッ トワークの形成 、その普及 をみて欧州

で も実現せねば ならぬ とい う点 で、EC各 国 の意見は 一致 している。第2に 、か って コン ピュータ

のハー ドウェアにお・いて、IBMに 席 圏され たにがい経験 を、 コンピュー タ ・ネ ソトワークで再び

味あ うまいとい う点で も、EC諸 国 に共通 した考えがみ られる。第3に 、コン ビ=一 夕 ・ネ ソトワ

ークは
、それが商業 ベ ースで成立 するためには1つ の国の中の市場 では不充分であ り、EC諸 国 を

まとめては じめて市場が形成 され るとい う認識が確立 している。第4に 、欧州 の通信網は各国単位

で形成 されておゆ 、EC諸 国 全体 を貫 くコモン ・キ ャリアは ない。それを形成す るには各 国の協力

がなければな らない。

この間の:・」'{b青を概観 してみよ う。欧州各国の中に、 ディジタル級の形成 に最 も積極的そあるのは

フランスである。 フランスのPTTは 、HERMES計 画 とい う一連の広大 な計 画を もっている。先

ず最初 の段階はDADUCEEと い う公共デーグ・ネットワークシステムが1972年 か らスター トし

た。 これは とりあえずの データ通 信の需要 をみたすための ものであ り、従 来の電話技 術を利用(4

線 ク ロスバー交換)し ている14の 都 市に コンセン トレ一夕があリパ リを始め と して リヨンに交換

センターをお く。2000の タ ーミナ ルを接続 できる能力を もつ。都 市間 の伝送は フル ・デュープ

レソクス で4800bit/secで あ る。

これに対 し、より進んだテLタ通信 に対 しい くつかの実験的 ネットワークをも っている。1つ は
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CYCLADES/CIGALEで ある 。これは パケ ソト交換 ネ ッ トワークであるCIGALEの 上に乗

るファシ リティ供給 の ネ ットワークである。また実験的パケ ッ ト交換 システムであるRCPが あ る。

これは 、Paris、Romes、Ryonに 結 合をおいて、 システム評価のため限 られた専用ユーザーに

対 して実験期間 の間だけ開設 される。 これ らの実験 を発展 させて1977年 には、公共パケ ット交

換 ネ ットワークTRANSPACを 開 設する計 画が ある。1980年 ま でに金仏に20の ノ ードをお

く予定 である。料 金体 系は金仏 を距離 に よらず フラット・レー トにする と言われ る。交換 は同期 式

と非同期式 の両者に なり、同期式では600bit/secか ら50Kbit/secの 範 囲が と られ る

とい う。 これに対 し、英国は1978年 ま でにディジタル ・デ ータ・システ ムを公共 の用に供す る

計画である。交換 は同期式 の回線交換を主と し、必至 とあればパ ケ ット交換 を加える能力を もつ。

パケ ット交換についてはExperimentalPacketSwitchedService(EPSS)で 限 られ

た数の ユーザを対象に研 究を進めている。 これは前述の ランスのRCPと も協同実験 を行な う。西
■

ドイツは、テ レックスとワイ ド・バ ン ドを一体 化する公衆通信網EDSに 着 手 している。伝送速度

は200bit/secか ら9.6Kbit/secま でが供給 され る。西独 の郵政省は パケ ット交換機 能

をもつディ ジタル網 については慎重 な態度 であ り、か って ジーメンスと共同出資 したDATEL

GubHか ら最近手を引いて しま った。以 上三国を除 して、他 の国は テレソクス網(イ タリア、ベル

ギー、ルクセ ンブルク等)か 音 声回線網(ア イルラン ド、オ ランダ等)で あ りディジタル網への道

はまだ遠 い といえる。

このような中で、 フ ランス、イタリア、 オランダ、ノル ウェー、 ポル トガル、ス ウェーデ ン、ス

イス、イギ リス、ユーゴス ラビアなどの国 々か らの共同出資に よ ってEuropeanInformatics

Network(EIN)を 形 成 しようとしてい る。 これは汎用 の国際的 コン ピュータ・ネットワーク

で、パ リ、 ミラノ、 チュー リッヒ、 ロン ドン、イスプラにス ウィッチ ング ・ノー ドがおかれる。こ

のス ウィ ッチングには フランスCIIのMitra15(CYCLAPESの ものと同 じ)が 用 いられ 、

1976年 に は この5つ の ノー ド間 の結合が行 われる。

このEINと 重複 してECは 、科学技術情報 に関する国際的 ネ ットワークEURONETを 計 画 し

ている。 これはECの 中の科学技術情報 ドキ ュメンテーション委員 会(CIDST)が 中 心 となって

まとめている構想 で ある。欧州各国 では、第2次 大戦が最後 には科 学技術力の競争 となった こと。

特に植民地 を失 なった欧州諸国に と って、工業力が経済基盤 として特 にクローズ ・ア ップされ、科

学技術力の養成が重要課題 となった こと。 その中で情報の供給 ・流通の重要性が認 識されていた。

しか し、この面 で も米国の進出が目立 った。欧州諸 国は、 コン ピュータ・ハ ー ドウェアにおいてI

BMに 痛 めつけ られ、また科学技術 情報の流通 において も遅れ 、日本に も追い抜 かれ たことを認 め

ざるを得 なか った。 これに対す る巻 き返 しが、 ここ数年間に起 ったのである。

英国 の教育省 ・科学省 のr連 の政策、 ドイソの科学研究省の最近 のInformationundDoku-

mentationProgram 、 フ ランス の 各科学技術専門分 野での情報 システム造 りは目覚 ま レOも

のが ある。その中にEuropeanSpaceAgencyの 情 報 サービスESA/SDSはNASAT

RECONを 用 いて、 スウィッチ ング ・センターを ドイツのDarmstattに 、処理 セン タ ーを イ
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タリアのFrascattiに おいて欧州各国にわ た ってStar-typeの ネ ッ トワークを形成 し、多 くの

科学技術情報のデ ータベ ースによるオ ンライン検索 サービスを行 なっている。

EURONETは 、最初は専用回線 を用 いてESA/SDS、DIMDI(西 ドイツの 医学関係 の

オン ライン情報 サ ービスネ ソ トワーク)、TITUSCフ ランスの繊維関係 のオンライン情報 サ ー

ビス ネッ トワーク)を 結ぶ ことか ら始めて全欧州 の科学技術情報 ネ ッ トワークを形成 しようとする

ものである。EINと は 設計思想が違 うため、将 来は結 合すべ きでないと してはいるが 別個に形成

される模様で 、その技術 と してはCYCLADES/CIGALEの そ れを大 きく評価 している。

この欧州 の状況 をみる と、戦 後約30年 間 米国に押え られてい た情報の世界vateい て、その エネ

ルギーが一挙 に爆発 したかの よ うな騒然 たる空気 を感ずる。その中 で感ず るい くつかの問題点 をあ

げ ると次のように言え るであろ う。先ず欧州の伝送路網は、音声通信網、 テ レックス網か ら出 られ

ない国々が多い中で、デ ィ ンタル網 への先進国 として英 ・仏はそれぞれ の郵政省に よって、パケ ソ

ト交換機能 を ももつ伝送路網を形成 しようと している ことである。そ して、そ のための実験網 を実

際に動か しつxあ ることである。第2に 、ECのCIDSTの 報 告を みて も、欧州の情報産業は一

国では 市場 を形 成 できない。EC諸 国が まとま っては じめて市場が形成 され る ことである。 この こ

とは 、コン ピュータ ・ネ ットワークのよ うな金 を食 う社会施設 は、先ず公共的投資に よらねば成立

し得ず、それ も欧州全体 の各国 の協力の下に なければ不可能 である ことを示 している。そ して、各

国のPTTの レ ベルの格差 を如何 に して埋めて行 くかが大 きな問題である。EURONETに 関する

報告の中に も「各国のPTTが 公 共回線網 を造 ると しても料金体系が どうなるか、またそれ らが本

来の意味での国際 ベ ースでの働 らきをす るか 」が問題 だと しているのは もっと もなことである。

しか し欧州諸国において、強 力な社会施設 であるだけにハ ー ドウェアにおげる失敗をネ ッ トワー

クにおいて繰返 しては ならない とい うことは、極 めて強 い共通 した願いである。そ のためには、こ

の困難は ど うして も乗越えねば ならない。ネ ッ トワークを国際 ペ ースで動かす経験 と、それ に対す

る各国の協 力に よって伝送路 における困難解決す る突破 口を、何かに よ って求めねば ならない。そ

の候補 と して

o米 国 においてNLMに つ ぎSDC、Lokheedに よ り現実 に成功 を収めている

o欧 州で もESA/SDCが 動 いている

o各 国の情報 マ ーケ ッ トの推定が容易である

○デ ータ・ベースが豊 富に供給 されている

o各 国間 で利害が対立 しない
も

oCERN、EURATOMで す でに全欧州の協 力の実情が ある

oEC、OECD、ISO、UNESCO、ICSU、FID等 の国際協調機関が存在 し、国 際 協

力に長い経 験が ある

等の理由で、科学技術情報が選 ばれ、真剣 な検 討が行われているのである。

一25一



第2章 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー ク形 成 へ の 動 機

2.1コ ン ピ ュ ー タ利 用 の 歴 史 的 展 開

コン ピュータは自動計算機械か ら始ま ってデ ータ処 理 システムにまで、広い範囲で利用 され、い

まや情報のユ ーテ リテ ィ化 の原動力 となろ うとしている。 この発達過程 は、次々 と広が る利用分野

か らの要求に対 し、ハ ードウ ェア、ソフ トウェアでの両面での幾多 の技術開発努 力と、 これ を受 げ

た利用側のたゆ まざるシステムアプ ローチの歴史 とい うことがで きる。この間 コンピュー タ能 力の

飛躍的 な向 上と、そ して極 めて短時 日の中に社会機構 の中に浸透 したその利用の拡大 は、今 日のど

の機械文明に も例をみない もの とい えよう。

社会活動の中で占めるコン ピュー タ・システムの大 きな役割 りを考える と、今後は技術 として も、

産業 と して も、コンピュータは これ までの ような単独の展開は許 され な くなってきている。 ここで

は これか らの コンピュータの発展の鍵 を握る利用環境の面か ら、その歴史 を眺め、 これまでの コン

ピュ_タ.シ ステムの形、す なわ ち処理形態 、利用形態が、我 々が期待 するコン ピュータ利用 の形

に どの よ うに してつなが って行 くかを見 たい 。

2.1.1コ ン ピュータの処理形態 の変 遷

計算 と制御の 自動化 システ ムか ら、汎用 デ ータ処理へ とコン ピュータの利用 が拡大す る間 、そ

の利用 上の処 理形態は次の3つ の流れが独立に異 なった動機 か ら、違 う分野 で発達 した。す なわ

ち計算処理 の自動 化を目的 としたパ ッチ処 理の形 と、SAGEの ような軍事 目的か ら始 ま り、

NASAの 宇 宙開発 シス テムで著 る しい発達 を とげ、航空機 の空席 予約 システムで一応 の完成 を

見たオ ン ライン ・リアルタイム処理の形 と、多数のユーザーが あたか も自分 自身の汎用 コンピュ

ータを持 っているかの ように、"遠 隔地"か らコンピュータを同時に使用 しようとしたMACシ

ステムで始 ま った タイムシェアリング ・システム(TSS)と の3つ の流れ である。

この3つ の処理形態 でコ ン ピェ一夕の 機能 向上の努力がそれぞれつYけ られ、そ の技術成果が

相互 に とり入れ られて今 日の汎用 コンピュータが でき上っている。す なわち、第1の パ ッチ処理

での 自動化 からは、処理単位 と して ジョブの概念、第2の オ ンライン処理 か らマルチ プ・グ ラミ

ングの考え方が発達 し、その開発 に対 して制御 の流れの単位 と してタスクまたは プロセスの概念

が生 れた。 また第3のTSSか らは、処理 のスケ ンユー リング ・アル ゴリズムの技術 と、階層構

造 を した記憶装置に対 しての パーチュアル ・メモ リの概念が生 じ、オン ライン処理 とTSSの 双

方か らデ ータ通信の技 術が発展 した。

以下 これ ら3つ の処理形態の概要 お よびその発達過程 とそれぞ れの基礎技術 についてのべる。

(1)パ ンチ処理

FORTRANで 書 かれた プログ ラムを実 行す るコン ピュータの処理 を例 にとる と、コンパイ

ルのス テップと、でき上 ったオブ ンェク トをっ なぎ合わせ て実行 で きる形(ロ ー ド、モシ ュー

ル)に す るステ ップ、さらにその実行の ステ ップと3つ の段階 に区分す ることがで きる。また
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在庫管理処理 の場 合 であれば、入出庫 データの入力 、分類操作で ファイルを作成するス テップ、

ファイルの更新 、出力帳票の作成等に区分で きる。

初期 の コン ピュータでは、 これ らの一連 のステップを個 々の問題 ごとにまとめて処理 してい

たの で、 これ らの区分(ジ ョブ ・ステ ップ)の 間での人手 の介入 のための時間 、お よび遅 い入

出力機器が使 用されている間 の中央処理装置(CPU)の 遊 びの無駄 と、操作の難か しさが問

題 であった。 パ ッチ処理の形 は 、これ らの障害 を克服す るための もので、い くつか のジ ョブ ・

ステ ップに区分で きる プログ ラムを複数個 つみかさねておいて、これ らを連続 して流 し、 ジョ

ブ ・ステップの間での無駄 と人手 の介入の削減 を図 った ものであ った。 このためには自動的に

ンヨブの流れ を制御 するプログラムが必要 で、そのためIBM-704の た めに作 られ た

FORTRAN-llモ ニタか ら始ま って、OS-360等 今 日の汎用 コン ピュータに備え られて

い るオペ レーア ィング ・システム(OS)が 開発 された。

第2世 代 か ら第3世 代 にかけての コンピュ三夕利用 の多 くは このバ ッチ処理の形で行 なわれ

たので、そ の処理効率 の向 上はOSの 最 大 のね らいであ った。当初は ン・ブの連続処理、す な

わ ち自動化が 第1の 目的で あったが、次第に オンラ イン ・リアルタイム処 理で発達 したマル チ

プ ログ ラミングの考 え方 を取 り入れ 、CPUの 遊 び時間の減少 に力を入れる方向に進 み、プ ロ

グ ラム ・フ ァイルと してデ ィスクの使用 が一般となるに及び、DOSを 代 表 とす る標準的 な

OSが バ ッチ処理 の普及を推進 した。

パ ンチ処理 では
、集 め られ バ ッチされた シ・ブの種類 、す なわ ちCPUを 多 く使用する もの

と、入出力が 多い ジ ョブとの適 当な組合わせが能率向 上の鍵で、またOSに 対 して指示 を与え

るオペ レーションの適切さ も重要 である。

(2)オ ン ライン ・リアル タイム処理

デ ータが入力され ると、たYち にその応答が なされ る処理方式が リアルタイム処理方式 で、

プ ・セス制 御 、座席予約、バ ンキング ・システム等 オンラ インによる使用 システムで とられる

処理形態 である。 この システムの特徴は、入 力が コン ピュータの処理 とは無関係 に入 って くる

ことで、 この入力 に対 し一定 の許容範囲の時間内に何等かの応答 を しなければ ならない。CPU

は この多数 の入力処理の他に、 ファイルの読書 き尊い くつかの ジ・ブを同時 に行 なわなければ

な らない ことか ら、 マルチプログラミングの 工夫が不 可欠の ものとなった。

具体的には通信線か ら入 って くる数 十 ・数百 のデータ(メ ッセージ)を 受げて即時(リ アル

タイム)に 処理 を行 なう手段の開発 か ら始 まった。1950年 か ら始 められ、1958年 に完

成 されたSAGE(軍 の作戦指令 システ ム ーSemiAutomaticGroundEnviro㎜ent)

は オ ンライン ・システ ムとしてのみ ではな く、 コン ピュータ ・システム発展の歴史 の中で も大

きな地位 を しめる ものであるが 、多 くの入力 メ ッセージに対する処理に一定 のサイクルを与え

るサ イクル処理方式が とられた。これは処理応答に即時性 を与え るために、強制的に プ ロセス

に時間制限 を加えた ものであるが 、NASAのMERCURYで は処理が複雑 に な ったので 、こ

の制限時間 を超え た ジョブの処理を後廻 しとす るマルチ プログ ラミングの技法 が とられ る よう
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に なっている。この ような軍用 または宇宙開発のための大 システム開発の要 としてオン ライン

・リアルタ イムの シス テムが い くつか 開発され、処理の即時性 を確保 するためのハー ドウェア

・ソフ トウェア両面のい くつか の新 らしい技術が実用化された。 この間 これ らを基礎 に して、

アメリカ航空の座席予約 システムが開発 されてい る。 このSABER(SemiAutomatic

BusinessEnvironmentResearch)シ ステムでは、1000以 上の端末 を持 つ最初の

本格的 な大規模 の商 用オンライン ・システ ムで10年 の開発期間 を経 て1964年 に サー ビス

を開始 している。 この間 プログ ラムをダ イナミックに メモ リ上で再配置す る手法等が開発 され、

オ ンライン処理用OSの 基 礎が作 られた。

なお、現在では との オン ライン ・リアル タイム処理 は、コンピュータの処理速度 の向 上に よ

って、パ ッチ、また はTSSの 何 れかの処理の形 をとっても実現 で きるように な ったので、技

術的には特別 にこれ らと区別 しな くて もよくなってい る。

(3)時 分 割処 理(TSS)

パ ッチ処理で も、マルチプ ログ ラミング技術 により多 くの ジ・ブが、割当て られた時間 内に

つ ぎつ ぎと処 理されるのであるから、一種の時分割処理 といえる。初期 のオンライン処理では 、

遠隔地か ら入力される ジョブをこの ようにして自動 的にバッチ処 理する リモ ー ド・パ ッチ処理

形態が とられた。 こsで 云 うTSSは 、 このよ うに1人 のユ ーザーのプ ログ ラムの あるステ ッ

プが終 ってか ら次の ユーザーの プ・グラムが始まるの では な く、ス ケジュールを管理す るプロ

グ ラムの下で、次々 とユーザーか らユーザーヘ プ ログラムが走査され高速度 で切換 え られて行

く方式である。す なわちプログラムは細切 れの形 で走 り、全部 のプ ログラムは連続す る繰返 し

のサ イクルで同時処理 される。 この繰返 しのサ イクル、す なわち同 じプ ログラムの細切れの間

隔が、人の応答時間 より短かければ、ユ ーザ ーは自分へのサービスが断続 している ことには気

が つか ない。

このよ うなTSSは 、1961年 に コンピュータの能 力をで きるだけ多 くの人に供給す るこ

とを目的に して、立案 され たMITのMAC計 画 にその開発の源が発 している。MACの 開発

過程 で、この ような多数の プログ ラムのスケジュール管理の ための スーパーバ イザーは じめ、

メモ リの保護、プログラムのダ イナ ミック ・リ,・ケーション等多 くの ソフ トウェア 上の考え方

が生れた。 しか しなが らこの ような複雑 なソフ トウェアによる多重処理 は必然 的に多 くの高価

なメモ リを使用する ことに な り、MACは1964年 に動 き出 したが 、経済性の面 において多

くの問題 を残す結果 となった。 この ため、半導体 メモ リの出現で、主 メモ リの高速化 と大容量

化が急速 に進ん だ1970年 頃 までは 、大規模のTSSは 技術 開発段階か ら伸 々抜け出せ なか

った。

一方RAND
、 ダ ー トマス大学等 で開発が進め られた小型のTSSは 、容易 に使え る会話型

言語を備 えて、実用化に入 り、商用 と して も、限 られた事務処理用 と して、IBMのQUIKTRAN

シス テムが1965年 に ニューヨーク地域でサ ービスを開始 してい る。 また在庫管理、販売管

理処理に重 点をおいたKeydate社 の システム等も相次いでサ ービスを開始 し、 アメリカでは
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この ような限定 された用途 を目的 としたTSSが 序 々に実績 を積み 上げ 、TSSサ ー ビス企業

は、 ボス トン地域では過当競争に なるよ うな状況 にまで なった。

(4)処 理形 態 とコン ピュータの汎 用性

以 上の ように、パ ッチ、オン ライ ン ・リアルタイム、TSSの3つ の処理形態がそれぞれ独

立 して発達 し、その特 長に応 じて利用分野を開拓 してきた。 しか しなが らこれ らの基礎を なす

技術は相互 に影響 し、1つ の コン ピュータ ・システムでどの処理状態で もとれる汎用 コン ピュ

ータを志向す る考え方が と られる ようにな った
。バ ッチ処理が主体 であっても、TSSの 機 能

を併せ もつOSが 標 準的 に採用 され るように なり、利用する例で も、異 なる処理形態を併 せて

持 つ ことに よって能率 の向 上を計る ようにな った。オンライ ン・システムで、バ ックグ ラウン

ド・ジョブ としてパ ッチ処 理 を行 なうことが 一般 化 したの もその例の1つ で ある。

このよ うに して、 どの処理形態に対 しても強力 な機能を もった汎用大型 コンピュータの時代

に入 ったが、最近の主 メモ リを含め、計算機主体(CPU)の 価 格の急 速 な低下は 、マルチ プ

・グラ ミングの技法 にも影響 を与え、 シェア リング(分 割)の 対象の重点を処 理(計 算 時間)

か ら、 ファイルへ と変え 、パ ーチュアル ・メモ リの考え方に基 いたOSと して"VS'が 一「般化

す るに従 って、処理形態は、 コン ピュータの内部の ミク ロな問題 となり、利用 の形は、 ユーザ

ーの システム構成 上の問題 となってきている
。 ミニ コン ピュータで も、初期のMAC程 度 の

TSSは 容 易 に実現 で きる よ うにな っており、 コンピュータの機能の向 上の 目標 は、処理形 態

に対す る汎 用化では なくて、 システムの 中で与え られた役割 りに対 して効率 のよい処理がで き

る ことにおかれ るよ うにな ってきている。

2.L2コ ン ピュータの利用分野 とその システム

コン ピュータの高速 計算機能 を利用 して、各種のデ ータ処理 システムが開発 され、また 自動機

能に よる制御 システムは産業のす べての分野に及んでいる。これ らコンピュータの基本的機能は、

その機能 の向上に従 って利用分野が益 々拡が り、汎用化 した。 コン ピュータを中心 と した シス テ

ムの考え方が あらゆる分野で使 われ る ようにな った。 この間、OR等 マネージメン ト・サイエン

スへの利用か ら、予 測、計画 とい った高度 な知的活動 の分野へ も進出 し、またデータの ファイル

も利用す る広い意味 での情報産業が発 生 し、またTSSの 発 達か ら、人 との直接 の コミュニケ ー

ションが普及 した。 この ように して数年前、技術的 な機能 の不足と、人 とシス テムとの調和 が と

れ なか った ことか ら、観 念 上の もの として しか実現 しなか ったMISが 、社会 システムの中に融

け込ん だ コン ピュータ ・システ ムによ って実を結ぶ ことが期待できる状況 となっている。

(1)コ ン ピューテ ィング ・パワ ーの利用

計算処理 を主体 とす る コン ピュー タの利用は、 コンピュー タお よびその設置環境が高価 な間

は、その運 用効率 向 上が第1と され 、さ きに ものべた ようにバ ッチ処理の形態を発達 させ た。

このため コン ピュータ利用 も センター的 な運営が行 なわれ 、同一組織体の中で も、 コンピュー

ターといった ような独立 した部 門ができ、 アメリカでは サービス ・ビュー・一、日本では計 算

センターと呼ばれ る計算処理受託企業 も発達 した。
～
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オンライン ・シス テム、TSSが 発 達 し普 及 しても、この計算 センターに よる利用は、端末

装置か らの使用で大 きな役割 りを果 してお り、情報産業において も中心的存在 となっている。

(2)デ ータ ・ファイルの利用

コンピュータを介 して、デ ータ ・ファイルを利用す る ことは、大規模 なオンライン ・システ

ムの1つ の大 きな機能 で、軍用 、公共用の特別 な システムが発 達 したことは前に ものべた。 こ

の ような システムは商用に も拡が り、1966年 には メ トロポ リタン生命保険会社で全米を ネ

ットワークに した専用 システムが完成 してお り、また株式交換所用のTQCS(Ticker

QuotationComputerSystem)が1965年 に 、また同じ頃に病 院の業務全般 をTSS

が処 理す る システムが マサチ ュセ ッツで完成 している。

このよ うな専用 システムは、それぞ れの専用 ファイル利用が中心 で、一方 サービス企業 とし

て も、 リモ ー ト・バ ッチ処理を主体 と した利用 システムが次 々と現れた。初期のTSSに つい

ては先に もの べたが、その後 も、 コン ピュータ ・サイエンス社 、UCC社 等 が事務処理 サービ

ス ・シス テムを作 っている。 これ らは ユ ーザーの大規模 なファイルを管理 しているが 、この フ

ァイルは特定の業務 に関する ものに限定 されてお り、何れ も単一 レベルの ファイルとい うこと

ができる。 なむ これ らのサ ービスは デ ータ ・ベースのサー ビスと云われ、今 日日本で使用 され

ているデ ータ ・べ]ス の概念 と比べ ると、か なり狭い範囲 の フ ァイルの集 りを指 していた。

(3)マ ン ・マシン ・コミュニケ ーションによる利用

大規模 なTSSが つ まついている間に 、会話型処理 を特長 とした、小型 のTSSは ア メリカ

で着実に伸 びて い ったことは前に ものべた。OR等 マネ ージメン ト手法の発達 と組合わされて、

MIS(ManagementInformationSystem)が コン ピュータの人間の知的活動への利

用の方向 とされてきた。 しか しMISで はい くつかの異 なる種類 の ファイルの利用が必要で あ

り、 この マルチ レベルの ファイルへのア クセスに関する技術 上の難 か しさ と、その設計 上の基

礎 である実際の シス テム運用 の複雑 さか ら期待 した効果が得 られなか った。

一方 ユ ーザーが直接 コン ピュータと交信す る利用 と して
、 コン ピュータ利用の教育 システム

(CAI)等 、専用 の システムは着 々と伸 び、 これに関連 してそのための簡易会話型言語、デ

ィス プレイ装置 が発達 した。

日本に おいて も、国鉄、NHK、 寛 々公社 のような公共機 関での専用オンライン ・システム

が あいっいで開発 され、 またオ ンライン ・バンキング ・システムも急速 に進歩 した。一方 、一

般商 用のTSSの 普 及は通信線利用の運用 上の相違 もあ って、 アメ リカに比べて非常 に遅れて

いる。すなわちアメリカでは数年前、種 々の大学等のTSSに 、 民間の商用TSSが ネ ットワ

ーク化され、誰 で も、何処 か らで も、好 みのTSSサ ー ビスを利用で きるようにな っており、

この ような幅広 い利用の発達 により、マルチ レベルの ファイル利用の道が 自然 に開かれ、広い

意味でのデ ータ ・ペース利用 の方 向に着 実に進ん でい るようである。

2.1.3コ ン ビ=一 夕利用の分業化

これまでの処理形態、利用 システムでは、 コン ピュ ータ利 用についての分野別、すなわち縦割
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りの姿をのべて きた 。 こyで は コンピュータ処理作業 その ものの分業化 を考えて見 る。 コン ピュ

ータ ・システムで必要 な仕事 と して
、デ ータの準備、入力媒体 の作成 、計算処理、 コンピュータ

のオペレーシ ョン、機器 の管理 、ファイル媒体の管理 、入 出力媒体の供給 ・システムの安全保 障

等が あり、 コンピュ ータ ・システムの拡大 と共にこれ らの区分 できる仕事の種類 も増えている。

コンピュータ利用の初期には、 これ らは明確に区分 され ないまま、1つ の組織がすべてを行 っ

ていた。 しか し利用 の拡大 と共に効率化を 目指 して分業化が進み、 その動 きは組織 を越えて拡大

し、 これ らの業務の受託が企業化 され る様 に なり情報産業 として確立 した。

受託の分野 は入力媒体の作成等単純 なものか ら始ま り、最近は コン ピュータ本体か ら運 用管理 、

システム開発 まで含 め、問題の発生か ら解決まですべてを受託する とい う総合的サ ービス企業 ま

で出現 している。

(1)入 力媒体の作成

事務処理 システムでの入力媒体は最近多様化 しつつ あるが 、その主体 は未だ カー ドで ある。

カー ド入力はPCS(パ ン チ ・カー ド・システム)の 時か ら同 じ ものが使用 されて おり、機械

も同 じようなもので標 準化 され ているので、分業化が早 く、企 業 として もキイパンチ専門の会

社が数多 くで きてい る。極 めて労働集約的 な仕事 であるため、 近代企業 にな り難 く、ソフ トウ

ェア開発、計 算 センタ業務等 を兼ねる方向 へと進ん でいる例が多い。

(2)計 算処理

計算処理の委託は 、計算機 を保有するには小規模 な組織か ら、又、保有 していても能力不足

な組織か ら、いわば予備勢力 として利用されていた。 しか し経験 の積 み重ねか ら徐 々に特色あ

る技術 力を発揮 する様にな り、単 なる計算能 力としてでは な くソフ トウェア等 も含めた処理 シ

ステム として評価 ・利用 され る様にな ってきている。

情報産業 と しては 日本 で も年1,000億 を超える規模 であるが、数百の企業があり競争は激

しい。 また大 きなコンピュータ ・システ ムを持つ銀行等の余剰 コンピュータ処理能力 、寛 々公

社 の提供 するTSSサ ー ビスの影響 も大 きい。

(3)技 術 サ ービス

コン ピュータのオペ レーション、 ソフ トウェアの開発等 、専 門技術 の外部依存が漸次増えて

いる。特 に オペレー ションは、作業環境、時間等の関係で専門企業か らの派遣要員に依存す る

ことが多 くなっている。

(4)機 械 設備 の管理

コンピュータ関係機器が レン タルまたは リースによる利用が多い こと、またそのオペレーシ

ョンが難か しい こと、また これ らが まとま っており外部 にその運用 を委託 し易い こと等か ら、

オペ レーションを含み これ ら施設の管理を一括 して引受げる専門企業が ファシリテ ィ・マネー

ジメン トとい う名称で登場 している。

(5)シ ス テムの安全管理

コン ピュータ室 の安全管理 、磁 気テープ等の ファイル媒体の保管 、等 を外部の専門企業 に委
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託する例が益 々増え ている。 この よ うな作業は、ルーチン業務 と切離 し易 く、比較的大 きな集

団にな りつつある。 また ファシ リテ ィ・マネージメン トを含 め総合的 なコン ピュータ ・ビルの

ようなもの も現 われている。

さ らに コン ピュータ ・システ ムの種々の面での災害に備えた情報化保険 も、 この面での分業

とい うことができる。

(6)外 部情報 の利用

ファイルの多重利用 によ って、 コン ピュータの利用の質が飛躍的に向上する ことは前 にもの

べた。このためには種 々の形での共通 フ ァイルとして外部情報 の利用が必要不可欠 である。 し

か しこの外部情報 は データと しての利用 が困難で あり、このような情報 ファイルの提供 を専業

とする団体企業がで きつXあ る。

'

以上の ように、コン ピュータ利用の分業化は 、漸次進んでい るが 、そのそれぞれ の実体は不安定

である。 これは未だ コン ピュータのハー ドウェアとソフ トウェアが発展過程 にあり、製品が商 品 と

して固ま ってお らず、インターフェース等の標準化が遅れてお り分業に した場合の責任の明確化が

難 か しい ことに大きな原因が ある。 この難点 の克服のために も、また分業化 による システムと して

の機能の低下を補 うために も、異 なるコン ピュータ・システ ム、異 なる処理形態のシステム、違 う

利用分野に対 して、共通 したユーテ ィ リテ ィと してのコン ピュータ利用の考え方が適用 できる工夫

が必要 である。 コン ピュータ ・ネッ トワークにより、い くつかの異 なる システムを結合 して利用 す

るのはこの方向への1つ の アプ ローチ とい うことができよう。

,

'
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●

2.2コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク の 発 展 と 実 態

コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク の 最 も発 達 して い る ア メ リカ に お け る そ の 発 展 形 態 を
、 ネ ッ トワ ー

ク の 発 展 、増 殖 過 程 と い う観 点 か ら見 る と 、2つ の特 徴 あ る カ テ ゴ リ ー に分 割 さ れ る 。

その1つ は 、 タ ー ミナ ル指 向 の 集 中 型 の ネ ソ トワ ー ク で あb 、 も う1つ は 、 コ ン ピ ュ ー タ指 向 の

分 散 型 の ネ ッ ト ワ ー ク で あ る 。

こ れ ら2つ の ネ ッ ト ワ ー ク は 、 そ の形 成 過 程 、発 展 形 態 が 各 々異 ってas・り
、 ア メ リ カに お け る 、

1960年 代 以 降 の コ ン ビ ・・一 夕 ・ネ ッ トワー ク を 、 この 観 点 か ら、 追 って 見 る こ とは 、 非 常 に 興 味

深 い 。

2.2.1タ ー ミナ ル 指 向 の 集 中 型 ネ ッ トワ ー ク に つ い て

タ ー ミナ ル 指 向 の 集 中型 ネ ッ トワ ー ク は 、 そ の 萌 芽 を1960年 代 初 期 に 見 い 出 さ れ る
。

1960年 代 初 期 の ネ ソ トワ ー ク は 、 図2 .2-1の(a)に 示 され る如 く、 非 常 に 単 純 で 、 コ ン ピ ュ

ー タ と イ ン プ ッ ト機 器 だ け の 結 合 形 態 で あ
った が 、 そ れ が 、 ま た た くま の う ち に(b) 、(c)へ と発 展

を 遂 げ て い る 。 そ れ は 、 コ ン ピ ュ ー タ 全 体 に 占 め る
.コ ス トを見 て も明 ら か で あ る 。 当 初 全 体 の

(a)

▽ ▽
、/

、/

、 ノ

＼1

、,

)b(

喝

、

▽
＼
▽
/

(c)

、

Y ア
'

(d)

図2.2-1terminalorientednetworkの 発 展 形 態
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数%で あ った コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン コ ス トが 、 シ ス テ ム全 体 の50%を 占 め る よ うに到 る ま で に 、

数 年 を 要 しな か っ た 。 こ の こ とは 、 そ の 時 点 に お け る技 術 的 進 歩 を見 て も、 明 らか で あ る 。 ネ ッ

ト7ー クの 効 率 的 運 用 の た め の マ ル チ ・ ド ロ ッ プ方 式 等 の 技 術 は 、 こ の時 点 で 急速 に 発 展 して い

る 。

さ らに1960年 代 、 後 半 に な る と、 図2.2-1の(c)の 形 態 を した 大 規 模 ネ ッ トワ ー ク が 、 次

々 と 出現 して い るが 、 こ の 時 点 で は 、 「 フ ロ ン ト ・エ ン ド 」と い う端 末 器 が 、 この 普 及 に 大 き な

役 割 を演 じ て い る 。

この 「 フ ロ ン ト ・ エ ン ド ・ユ ー ズ 」は 、 さ ら に 、 低 コ ス トの ミニ コ ン ピ ュ ー タ の 出現 に よ っ て 、

さ らに 発 展 し、 コ ン セ ン ト レ 一 夕 と名 つ げ られ て い る もの も 出 現 した 。

又 、 図2.2-1の(d)の ご と く、 コ ン ピ ュ ー タ サ イ ドに も 、 フ ロ ン ド ・エ ン ドが 設 置 さ れ 、 最 終

的 に は 、 コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー ク の 伝 送 機 能 と処 理 機 能 が 、 明 確 に 分 離 さ れ る に な りつ つ あ る 。

図2.2-2は 、 タ ー ミ ナ ル指 向 の 集 中 型 の コ ン ピ ュ ー タ ネ ッ トワ ー ク の 典 型 的 な例 で 、NAS

DAQシ ス テ ム(NationalAssociationofSecuritiesDealersAutomated

QuotationsSystem)と 呼 ば れ 、全 米 の 証 券 取 引 所 に お げ る 取 引 情 報 の ネ ッ トワ ー クで あ り、

400の 都 市 に1700の タ ー ミナ ル を 設 置 し、 トラ ン ザ ク シ ョン と して は106メ ッ セ ー ジ/日

を扱 って い る 。
、

さて、この ター ミナル指向の集 中型 ネ ットワークを、機 能面 から、さ らに詳細に、具体的に分

類すると、ある専用 目的のためのネッ トワ'一クと、汎用的 な、 ジェネ ラルパ ーパスのネ ソ トワー

'クに分類 され ている
。

●

●

,

ダ

図2.2-2NASDAQシ ス テ ム

(1)専 用 目的のための ネッ トワ ーク

専用 目的 のネ ッ トワークの種類は、 「軍事 目的 」「銀行 」「航空 」「教育 」等が存在 し、軍

事 目的が リーデ ィングユ ースであ って、その技 術の多 くが、商用に転用された ことは、NASA
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■

の技術波及を見 ても明白で ある。

「軍事 目的 」の典型的 なネ ットワークは、全米の防空を目的 と した、かの有名なるSAGE

シス テムが ある。 このシステムは1955年 にIBMの 計 算機でデザインされ、1963年 ま

でに全米に普及 している。 これは、 マン ・マシーン ・コ ミュニケーシ ョンを可能に した最初 の

システムと して も名高 く、ここで開発された リアル タイム技術の多 くが民間へ波及 した。

「銀行 」におけ る最初のネ ッ トワークは 、1956年 に開発 されたニュージャージのHow-

ardSavingsInstitutionに よるTelefileSystemが 挙 げ られる。

「航空 」vafoげ る ネ ットワークは、スケールの大 きさ とい う点で画期 的であ り・SABRE-

1は 、 コンピュータ発達の歴 史的に見 ても、最初 のオンライン予約システムで、かつ リアル タ

イムの計算機利 用 とい う点 で 、意義深い ものと云え る。 この システ ムは 、当初IBMとAme-

ricanAirlineの 共 同研究 とい う形でス ター トし、1960年 代初期に見事 開花 した もの

である。

「教育 目的 」におげる、初期 の、著名 な、ネ ットワークは 、Dartmouth大 学 の学生によっ

て1964年 に開発されたDartmouthTimeSharingSystem(DTSS)で ある。

Lowspeedlines

intophonesystem

－

◆

■

Central

Cemputer

N

　

Lowspeedlines

intophonesystem

図2.2-3Dartmouth大 学 のTimeSharingSystem
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こ れ は 、Dartmouth大 学 の 教 養 学 部 で 、 有 効 に利 用 さ れ て い た が 、1967年 以 降 に は 、

他 大 学 と コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン も行 な わ れ るに 到 っ て い る 。 こ の シ ス テ ムは 、 コ ー ザ と計 算 機 の

イ ン タ ー フ ェイ ス の 重 要 性 が 認 識 さ れ 、学 生 と計 算 磯 間 に リモ ー ト タ ー ミ ナ ル 等 が 設 置 され 、

簡 便 な イ ン タ フ ェ ー ス 方 式 が 発 明 され た 点 で 意 義 深 い と云 え る 。

図2.2-3に1968年 のDTSSの 構 成 図 を 示 す 。

② 汎 用 的 な 目 的 の た め の ネ ッ ト ワ ー ク

汎 用 的 な 目的 の ネ ッ トワ ー ク は 、1960年 代 初 期 に 出現 して い る 。.

こ れ は 、MITのMACプ ロ ジ ェク トとRAND、SDCに よ って な され て い る 。

1960年 代 の 中 ご ろ ま で に 、 タ イ ム シ ェ ア リ ン グ の ネ ッ ト ワ ー ク が 発 達 し、 市 場 が 形 成 さ

れ た 。

そ の 代 表 的 な 企 業 と して 、UnitedcomputingServicesInc,UtilityNet-

workofAmerica,etcが あ る が 、最 大 か つ 著 名 な もの はGEに よ るMARK皿 で あ り 、

そ れ は 、全 米 の25の 都 市 と 、 カ ナ ダ 、 メ キ シ コ シ テ ィ、 サ ン ジ ェ ア ン、 ロ ン ドン 、 マ ン チ ェ

⑨

LEGEND

－ ε
⊃⇔

●

'

△Supercenter

ONetwerkDistributionPoint

-=≡= -Satellite

-一 一－UnderseaCable

図2.2-4GEのTimeSharingNetwork
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ス タ ー、 ブ リ ュ ッ セ ル 、 ア ムス テ ル ダ ム 、 パ リ 、 日本 の諸 国 と結 ん で い る 。 この シ ス テ ムは

1965年 にDartmouth大 学 で 開 発 さ れ たOSを 利 用 し て い る点 で も興 味 深 い 。

最 も 高 度 な タ イ ム シ ェア リン グ ・ネ ッ トワー ク は 、TymshareInc.,に よ るTYMNETで

あ り、 これ は 、 全 米 に80の コ ミュ ニ ケ ー シ ョ ン プ ロ セ ッサ ー を 有 し、26の ホ ス ト計 算 機 を

ア ク セ ス で き る 。 ネ ッ トワ ー ク の 構 成 は 、 多 重 リン グ型 で 、 星 状 に 結 合 し た ノ ー ド群 が ら成 り

立 って い る 。

{

■

図2.2-5TYMNET

竜

2.2.2コ ン ピ ュ ー タ指 向 の 分 散 型 ネ ッ トワ ー ク に つ い て

タ ー ミ ナ ル 指 向 の 集 中 型 ネ ッ ト ワ ー ク の発 達 と 、ほ ぼ 並 行 してcomputer同 志 を結 合 す る 努

力 が な さ れ て い る 。

最 初 は 、 同 臓 物 内 の 同 型 の コ ン ピ ュ ー タ の結 合 か らス タ ー ト し 、 そ の イ ン タ ー フ ェ イス の た

め の ハ ー ド ウ ェ アが 開 発 さ れ た 。

そ の2計 算 磯 間 の 結 合 は 発 展 し、 図2.2-6の(b)に あ る よ う な形 体 に な り、 そ の 主 な例 と して

AUTODINSystemが あ る 。

この 形 体 は さ らに 発 展 し、 図2.2-6の(c)に あ る よ う な 、RingComputerNetworkと な

る 。 こ の ネ ソ トワー ク で は 、NetworkingInterfaceProcessorと い う イ ン タ ー フ ェイス

が 、 ネ ッ トワー ク と 計 算 機 間 に と られ 、 デ ー タが リ ン グ の 中 を 循 環 して 送 ら れ る 。RingCom-

puterNetworkは 、 信 頼 性 と い う点 で 、次 の 分 散 型 の ネ ッ トワークに と って 換 られ るの で あ る。

ARPANETは 、 コ ン ピュ ー タ指 向 の 分 散 型 ネ ッ トワ ー ク とい う点 で は 、 非 常 に 著 名 で あ り、

か つ 非 常 に 高 度 な ネ ソ トワ ー ク で あ る 。

ARPANETは 、1969年 の終 りに 、WestCoastに 最 初 の4エ レ メ ン トが 設 置 さ れ 、

1971年 に25ノ ー ド、1973年 に40ノ ー ド、1975年 に50ノ ー ドに 発 展 して い る。
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このネ ソトワークは、技 術的 には 「パケッ トス ウィッチング 」を採用 し、デ ータをブロックに分

割 し、目的の計算機 へ伝送 している。

2.2.3分 散 指 向の集 中型 ネ ットワークについて

それ では、アメ リカにおける、 これ らの異 な った発展形態は、将来 どうい う方向に移行 してい

くので あろ うか。 これは非常に興味深い。 しか も日本 の コンピュータネ ットワークの今後 の発展

を考 える際 、見逃 がせ ない問題である。

これに関 して 、今 現在 のアメ リカにおけ るネ ットワークの現状及び将来計画か ら次 のよ うなこ

とが云え よ う。

それは、今後は コン ピュータ指 向の分散型 ネッ トワークと、端末指向の集 中型 ネッ トワークと

の結合が なされ るとい うことである。

このネ ットワークは、集 中型 ネ ットワークの ターミナルが集 中型の計算機 に置換 された形態で

あ り、 コ ミュニケーシ ョンは 、パケッ トスイッチングで行 う、一種の集 中型 ネットワークの拡張

された ものである。

この例 と しては、FAAのAirTrafficControlNetworkが あ り、これは 、21個 の

AirTrafficControlの 計算機 を、適当 な場所に有 し、背景 として、それ らの計算機 をネ

ッ トワークル ープで結合 している。 このネ ッ トワークの ノー ドか ら放射 しているのは、それ 自身

が 、ネ ットワークが集 中 したタ ーミナル指向 の集 中型 ネ ッ トワークで ある。.

これ らは、分散指 向の集中型 ネ ットワ ークと呼べ よう。

2.2.4日 本 における コンピュータネ ッ トワーク開発 の動機

日本における、企業間、産業間 、産業グループ内における コンピュータネ ッ トワークの開発の
ソ

動機 のほ とん どは、利潤追求 を目的 と している。特 に、サービス、売 上の増大 、情報量増大に基

づ く合理化がその 目的 である。

日本の航空会社 と、アメリカのCreditCard会 社 の国際間ネ ットワークも、 日本 の 航空会

社 に と っては、 アメ リカのCredit会 社 の北米、南米 に亘 る3,000～4,000の ホ テルの 契

約 情報 を得 る とい うメ リッ トが あ り、三方、ア メリカのCredit会 社 に とっては、日本 の航 空

会社 のサ ービス網 を使 うことに よ って 、より多 くのホテルの予約をとれ るとい うメリッ トを得 ら

れ、相互 に利 益の増大 を図 る ことが 可能 となったので ある。

銀 行間の為替 システムを、 コン ピュータ・ネットワークに よって結 合 した全銀 シス テムも、コン

ピュータ化の 目的は 、情報量の増大に伴 う合理化 である。

す なわ ち、為替の取引量が増大す るにつれ 、手紙文は電報 を介 し、暗号による方式 では、時間

遅れが著 る し く、暗号解読の手間が膨大 になったことが 、大 きな原因であ った。

コンピュータ ・ネ・トワークを組む ことによって顧客へのサー ビス
、他行為事務 の合理化、為替

決裁資料 の作成の 自動化 がなされたのである。

又、商社 の支店間 を、国際的に結 合 したGIobalMessageSwichingSystemも 、二種

の コンピュータ ・ネットワークで あり、人件費 の合理化 、処 理の正確性、ス ピー ドアップが主 な目
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的である。

公益事業におげ る原料の共同購 入を 目的 と し、2社 間をcomputerで 結 合 し、原料の配線 計

画 、受入 、払 出計画を詳細に行 っているComputernetworkも 、規模 の利益がその大 きな目

的 とな ってい る。

KNT(近 畿 日本ツー リス ト)、JTB(日 本 交通公社)、NTA(日 本 旅行)の 各計算機 と、

東亜国内航空 の座席予 約 と結 合 した、東亜国内航空座 席予約 システ ムも、航 空会社側の ニーズと、

Agent側 の ニーズが マ ッチ したケースで相互 に利益 の増大 を図 ったので ある。

しか しなが ら、以 上述 べて来た ことが背景のすべてでは ない。経済的理由 とい うのは、どち ら

か といえば、表面的 な事象にす ぎない。 これ らのcomputernetworksystemが 構築 された

背景には、 このsystemを 構 成 してきた、産業間 あるいは国際間の組織 、委員会が存在 し、com-

puter化 す る上での騨 化等 のco㎜unication喧 要 な役割 を果 してい るのである。

これの顕著 な例が 、航空 関係で ある。

航空 には 、国際 間の諸事の協定(ex.地 上施設の協定、事故に関する協定)に 関するICAO-

(Internationa1CivilAirTransportOrganization)な る組織 があ り、その 下

部機 構にIATA(lnternationalAirTransporterlsAssociation)が ある。 こ

のIATAで は 、 「協 調 と競 争 の分 離 」を原則に、航空会社間 の ミーティングを行い、航空会

社間の運賃、整備 、技術 の取 り決めを行 っている。

IATAの 主 な作業 の中にt'Standardization"が あるが、そ こで航空機の着陸 方式、飛行

場 の レイアウ ト、computertocomputerの 結 合方式(LinkControlFormatの 設 定

etc)を 決定す るので ある。

IATAの 組 織は、い くつかのConferenceか ら成立 しているが 、その主 なものは、

①TrafficConference

②Lega1〃

③Financial〃

④Technica1〃

等 で あり、ComputerGroupは 、① のTrafficConferenceに 属 している。運 営資金 は、

各航空 会社 か ら提供 され てお り、 このmeetingに は メーカ、他産業 も参加 している。

先 の .H本 の航空会社 と、 アメリカのCredit会 社 間のネ ッ トワーク結合 の契機 も、このmeet-

ingか ら起 っている ことを考 えると、このmeetingの 有 する意義が推測され よう。

銀行間に も、航空 と同様の組織が存在 し、 これは、全銀協 と呼ばれ、昭和20年 に創設され、

各銀行協会 の75の 連 合体か ら構成 されている。

全銀 システ ム構築の際 には、事務管理部が中心に なり、昭和42年 か ら、帳票類の統 一化等の

標 準化が行 なわれ 、コ ン ピュータ化に大いに役立 ったのである。

この ような、事業内 のシステム化におけ る標準化促進 の動 きは、近年 とみに高 ま っている。商

社 とメーカ間の受注情報は磁気 テ ープで送受 されてい るが、大手 ミルについては、産業内の コ一
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ドは或る程度標準化 されてお り、産業間の標準 化に関 しては、商社連合 と、大手 ミル連合 の話 し

合いで、決 まる ケースも多い よ うである。

以 上述べ て来た よ うに 、産業内、産業間の コン ピュータ・ネ・トワーク形成 の背景には、単なる

経済的動機 だけでな く、業 界全 体の標準化指向の姿勢が 、そ の基盤 となっているか らで ある。

しか し、IATAに 見 受け られ るように、これ らの標準化の指向が、国際的な機運 を契機 と し

て行 なわれてい るケ ースが 多 く、 日本独 自で標準化 を指向 し、国際間の協調 を図る とい う動機が 、

あま り見受 げ られ ないのは 、残念 と云え よ う。

2.2.5日 本 におけ るコンピュータ ・ネッ トワークの現状 と将来

それでは 、日本における コンピュータ・ネットワークの現状 は、 アメ リカにおける発展過程 と対

比 して、今どの過程 にあるのだろ うか。

日本の航 空会社一 アメ リカのCredit会 社 間の ネ ッ トワーク、全銀 システム、東亜国内航空 シ
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ス テム、等 を調査 した限 りでは、 日本では少な くとも、 ターミナル指向型 の集 中型 ネッ トワーク

の段階では、ほぼ最終的段階 までに到 っているよ うである。そ して、その延長 上で分散型の

computernetwork突 入 しつつ ある ように見受け られ る。

しか しなが ら、 コン ピュータ指向の分散型ネ ットワークのカテゴ リーか ら見れば 、か な り初期

の段階の ようである。

公益事業間の原料輸入 に関するcomputernetworkは 、 コン ピュータ指向の分散型 ネット

ワークの中では 、図2.2-6の(a)に 相 当 し、最 も単純 なネ ットワークといえる。

全銀 システム、東亜国内航空 システム、航空会社(日 本)-Credit会 社(米)の ネットワー

クは、いずれ も異機種間 を結 合 してい る点が特 徴であり、かつ、いずれ も、異機種間の インター

フ ェイスをとるために、中継 コン ピュータ(IMP)を 設 置 し、伝送制御手順 の マッチ ング、 コ

ー ド変換、伝送速度 の調整を行 ってい る。

しか し、 これ らは完全 なコン ピュータ指向の分散型 ネッ トワークでは ない。ターミナル指向の

集中型 ネッ トワ ークの端末が、 コンピュータに置換 したネ ッ トワーク形体 で、分 散型 よりは、む

しろ集 中型に近 い といえよ う。

それでは、今後の 日本 のコン ピュータ ・ネ・トワークは 、どの ように発展 してい くだろ うか。こ

れ らの集 中型 ネッ トワークが発展 し、分散型 の コン ピュータ指向 ネ ットワークへ止揚 してい くで

あろ うか。

その見通 しは、非 常に難 しいと思われ る。また、仮に実現 した としても、膨大 な時間 を費やす

ことが予想 される。

そ の理 由と しては 、以下 の2つ が考え られ よう。

① コンピュータ指 向の分散型 ネ ットワークの形成 には、企業 のニーズ 、資金調達か ら考 えて、

現在の経済的動機 の延長 上では 、達成が困難で ある こと

② 分 散型 ネ ッ トワーク形成の際 の標準化が 、産業間の試行錯誤 に よる積み上げ では 、難 しそ う

な こと

従 って、今後 のコンピュータネ ッ トワークの発展 のためには 、現在の延長 上では な く、予 め、分

散型の コンピュータ指向 のネ ッ トワークを構築 し、そ こに集 中型 の計算機を結合 してい くstyle

が 、 より早 く目的へ到達 しうるように考 え られる。

これは、現在 アメ リカで、進行 しつつ ある分散指向の集 中型 ネ ッ トワークと も同 じパターンで

あり、今後、 この方向 に日本 のコンピュータ ・ネ・トワー クも進 んでいくと予想する ことが 、最 も

妥当では ないだろ うか。
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2.5(実 例1)労 働 省 ネ ッ トワ ー ク 計 画

2.3.1労 働 省 におけ る情報処理 システ ムの概況

労働省の情報処理 システムは、大別 して労働統計関連の ものと、労働 行政 の個別業務に関連 した

もの との2つ に分け られ る。 前者 は、大臣官房統計情報部が担当 してtsり 、 後者は大臣官房保険徴

収課、労働基準局保険業務室 、職業安定労働市場 センター業務 室が夫 々担 当 してい る。

労働省 には、各県 に労政事務所、労働基準局、労働基準監督署 、婦 人少年室、公共職業安定所、

人材銀行等の関連機構が あり、情報処理に必要 な各種 データは、 これ らの機関から地方庁の主管課

を通 じ、 あるいは通信回線 に よって直接中央 の所管組織 に送付 され、処理 され る。

昭和40年 に労働市場 センターに電子計算機が導入 されてか ら、逐次各所管課にも電子計算機 が

導入され、また労働 市場 セン ターのデータ通信網 の完成 に伴 って、他の組織 も直接あるいは間接に

このネ ットワークを一部共用す る ようになってい る。(図2.3-1)

労 働 統計情報 システムはOUK9400型 電子計算機(現 在上位機 種に レベルアップ中)に よっ

て、毎月勤労統 計調査 をは じめ とす る各種労働統計な らびに職員の給与計算 をパッチ処理で行って

い るほ か、労働市場 センターの通信網 と直結 して、都道府県労働基準局 と職業錠 主務課に対 して

情報の提供 を行 ってい る。 これ をLOIS(LabourOn-LineInformationSystem)と いって

い る。LOISで は 地方庁 に対す るほか、省内の政策担当各課 に もカ ラーデ ィスプレーを設置して

自由に情報の検索や加工 をできる ように してい る。

労災保険 システムでは、UNIVACmお よびOUK9300型 電子計算機によって、労災保険

の給付業務 と労災年金 の支払業務 を行 ってい る。 これ らの関係の デー タは、 現在のところ労働基準

監督署 ならびに地方労働基準局 か ら郵送されている。

労働保険徴収 システ ムでは、労災保険 お よび雇用保険の保険料の徴収 に関す る業務を行っている。

電子計算機 は労災保険 システムのUNIVAC皿 を共用 してい るが、データは地方労働基準局なら

び雇用保険課か ら、労働市場 センターの通信網 に よって伝送 され て中央交換機であるFACOM2

230-60電 子計算機の磁気 テー プに記録され、磁気 テープ渡 しとなってい る。

労働市場 センター ・システムは、雇用保険の被保険者の台帳 整備 と、職業紹介業務を行 うため、

昭和40年 に機械化 され、3年 計画 で全国約600個 所 の端末 とのネ ットワークを完成した。その

後業務 の進展に伴 なって、規模が拡大 され、現在では主計算機 と してUNIVACllO8、 ネ ッ

トワークの制御 にFACOM230-60を 使 用 してい る。

端末 には、紙 テープに よるさん孔 タイプ ライタと紙 テープ送受信装置のほか、即時職業紹介用の

OMR端 末装置、CRTデ ィス プレー装置など も設置 してい る。雇用保険関係のデータは、 リモー

ト・パ ッチで処理 され るため、FACOM230-60の 磁 気テープに記録 され、まとめてUNI

VAC1108に 渡 され る。職 業紹介関係 と雇用情報関係のデータは、 リアルタイム処理のため、

FACOM230-60とUNIVACllO8を 連結 している42Kb/sの 通 信回線で直 ち

にUNIVACllO8に 引渡 されて処理され るようになってい る。

また前述 の ように、FACOM230-60は 、1200b/sの 通 信回線で、統計情報部 の1
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OUK9400と 結 ばれ てい るので、 この電子計算機 と各端末 との情報交換 も可能である。FAC

OM230-60は 、 データの収集配分のほか、 メ ッセー ジ交換の機能 も持 っている。

2.3,2情 報 システム一元化の動 向

労働 市場センター ・システムは、昭和42年 ま での3ケ 年計画に よって、一応 の完成はみたものの

高度経済成長の影響に よる業務 量の増加 と、 システムの改善のため、年 々拡大整備が必要であった。

この間に、全業務 の即時処理化の要望 も強 くなってきたので、基本的 な将来構想の確立が必要 とな

ってきた。 同 じ頃、行政官庁間 において も、行政情報 システ ムの推進が叫ばれるようになり、行政

情報網(AICON)の 構 想 も出され てきたので、 これ らを勘案 して、将来労働市場 センター ・シ

ステ ムを中核 と した労働省情報 セ ンターに発展させ ようとい う計 画が樹 て られ、局議の諒承を得た。

表2.3-1は この労働市場 センターの将来構想で ある。

この間に、労働省内各局の情報処理に対す る関心が次第に高まって、各種の情報提供サービスを

行 うための システム要求が出 され るようになった。 これ らを統合調整 して労働情報センターとして

一元的にサー ビスを行 う必要が生 じて きたため、 昭和44年8月 に労働情報セ ンター準備室が設立

された。

準備 室では、昭和45年 か ら47年 までの3ケ 年計画で、省内情報体制の整備 と、各局電子計算

機の一元化 を行 お うとしたが、予算化に至 らなか ったため、統計情報部の情報提供機能を強化する

に止ま った。

このように、労働省の情報処理体 制は各局毎に行 われていたが、昭和48年 に至って、霞ケ関に

庁舎 を新設す る計画が具体化す るに及んで、電子計算機業務の一元化問題が再 び表面 に出て来た。

このため、大臣官房審議官 を中心 と した検討委員会が作 られ、労働行政 におけ る電子計算機業務の

一元的処理体制 を形成す ることとなった。

委員会におい て検討の結果、次 のよ うな基本的構想が策定 され、労働省各局はこの方針に基づいて

て、夫 々の システムの拡充改善 を行 な うこととなった。即 ち、今後 のシステ ムは、中央と地方をオ

ンラインで結ん だ もの とす る。 この全国 ネ ットワークは全省的立場で一元的に利用す るものとする。

また、業務処理のための電子計算機は超大型 に集約す ることは必 らず しも得策 ではないので、業務

の性質、量に見合 った機能 を有す るコンピュー タ ・コンプレックスとして、関係部局の必要に応 じ

て導入す ることとす る。但 しこの場合 で も、データ ・ファイルの相互利用、磁気テープの互換性等

には十分留意 し、使用す るプ ログ ラム言語は コボル、 フォー トラインあるいはPL/1等 の共通言

語 に よることと した。 さらに全国 ネ ットワークについては、関発 中の電 々公社 のデ ィジタル ・デー

タ網 あるいは行政情報網 を極 力利用 す ることとした。図2.3-2は この構想に よる労働省情報シス

テムの概念図 である。

23.3雇 用 保険 トー タル ・システ ムの計画 と実施

労働市場 センターのシステ ムは、雇用保険の被保険者の台帳処理の合理化のために作 られた もの

であるが、データの入力 を行 う公共職業安定所の窓 口業務の簡素には必 らず しもなっていなかった。

しか しなが ら図2.3-3に 示 す ように、窓 口の業務量 は年 々増加 してゆ くばか りでなく、数年のう
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表2.3-1年 次 別 労

労 働 市 場 セ ン タ

計 画年次

第1次 計 画
第2次3カ 年 計 画

業務等区分 39～42年 43年 44年 45年

職業紹介関係業務 パ ッチ処理 リ ア ル タ イ ム

求 人 ・求職 の照合 情報交換 化 ・ ラ ン ダ ム.

個
求 人 連 絡 ア ク セ ス

労 働 市 場 情 報
そ の 他

対 有 失業保険関係業務 パ ッチ処理

被保険者台帳処理 情報交換

象 業 照 会

給 付 業 務

徴 収 関 係 業 務 パ ッチ処理
業 務 そ の 他

統 計 業 務 パ ッチ 処 理 ・

務 訓練関係 ・適性検査 TSS

共 分 析 業 務
TSS

同 人 事 管 理

業 給 与 計 算
務 一 般 統 計

1驚
管 理 情 報
将 来 予 測

情 報 交 流

処理用電子計算機 連 動

機 中央交換装置 電子計算機交

デ ータ伝送装置 換機増強 リア リア ル タ イ ム

機 械 シ ス テ ム関 係 さん孔 タイプライタ ル タイム端末 端末機111台

その他関連通信機器 機98台 設置 設置

器 等
整備 TSS端 末設置 回線増強

39年8億9,000万 円

経
年次別所要経費概算

4013億5,000万 円

4116億6ρ00万 円

億 万

209,000

億 万

246,000

億 万

207,000

費
4214億5,000万 円

組
織
組 織

労働市場 センター
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働 市 場 セ ン タ ー 業 務 計 画

4

一 の 必 要 機 能

備 考将 来 計 画

準 備 期

(46～47)

第1段 階

(48～)

第2段 階 第3段 階

一
将来は紹介 の リアルタイムに併 せ

事業所情報の模写電送、採用試験

のテレ ビ電話使用 も可能 となる。

端末入力は原票 より直接行 う。

台帳内容の検索は磁気テープ検 索

機 に より即時的に行 えるようにな

る。

適職判定のための資料を随時提供
できることとなる。

模写電送

テ レ

●

ビ 電 話●

光学 文字読取 ・
台帳検索
バ ンキングシ

ステム

」

●

タ ー ン ア ラ ウ
ン ド

一

,甫

.

将来は行政 情報 ネ ソトワークに よ

り各省庁が 資料 を自由に交換で き

る ようにな る。

デ ー タ バ ン ク

リモ ー トバ ッチ

リモー トバ ッチ

●

一

コ ン ピュー タネ ッ

トワ ー ク

一

デ 一 夕 パ ン ク

デ 一 夕 バ ン ク

リ ア リ タ イ ム

●

,

一

TSS端 末増

設

OCR設 置

ランダムアクセスファイル増強

バンキング端

末磁 気 テー プ

検 索機

サブセンター

設置

省内各計算機

連動

行政 ネ ッ トワ
ークとの連続

リアルタイム端末機は マーク リー

ダ ・プリンタか ら構成 され る。一

部 の機器 にはテープ リーダが附設

され る。

なお全端末の リアル化 には残 り約

250所 に オンライン ・プ リンタ

の設置を要す る。

各年 徳

21～22

新規分

各年10億

新規分

各年15億

●

労働省情報 センター
・

一49一



地 方 ブ ロ ックセ ン ター(9-11)

大型電子計算機 交換装置

超大型電子計算機
○
パτ

多ぞ)
○
パτ

雇用情報 一

○
,イ

多ぞ

)

各種情報
一

保険関係
ン タ

×
パ ア

∪'○
,イ
ン タ

〕

一

一

高

速 一

回

線

一

本○
/

口

T
S
S
端

末

各 端 末

○ ○
基準 ・その他1-一)

一

一
低
速

回

線

統 計

交換 システ ム
6行 政情 報網

行政情報縄

行 政情報ネ ッ トワー ク

w

,

,

図2.3-2労 働 省情報 システム構想

ちに雇用保険 を全事業所に適用す ることが決 まったので、従来の ように窓口事務 を手作業で行 うこ

とは不可能にな る見込 となった。 これを解決 するために、新 たに雇用保険 トータル ・システムを計

画 し、安定所の窓 口業務 を全面的に機械化 し、 リアル タイムで処理す ることとなった。このために

は、新 らしく安定所の窓 口に適用業務 お よび給付業務 に適 した端末装置を設置す る必要があり、ま

たセンターには6千 万人の被保険者台帳、3百 万人分 の支給台帳 、3百 万所分の事業所台帳を、ラ

ンダム ・アクセス ・ファイルに収容 した超大型電子計算機の導入 も必要 となった。

これ らの導入 には、端末装置 だけで も百億近い経費が見込 まれ、』電子計算機 お よび回線の借料 も

年間50億 円程度が必要 であろ う。 しか も、 この新 ら しいシステムと労災保険 で計画 している新電

子計算機 を設置 するには、電子計算機庁舎 を新築 しなければ ならな くなった。

労働市場 センターでは、 これ らの計画 を昭和48年 度 か らの7ケ 年計画で達成することとし、と

りあえず48年 度 には、東京 ・大阪 ・神 奈川 の3都 府県 について、給付のみの即時処理システムを

先行的 に実施す ることと した。

先行 システ ムの電子計算機 と しては、FAcoM230-45Sを 使 用 し、給 付の窓口装置とし

ては、銀行預金機 に似た専用の給付窓 口機 を新たに開発 して使用 することとし、昭和50年 度 より

実施 された。 これに よって前記3都 府県 における失業保険金 の支給業務は著 る しく軽減されるに至

●

⑳
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ったので ある。

先行シ入テムの成功に勢 を得 て、労働市場 センターは、新庁舎の建設予算獲得 に全力を あげ ると

共に、窓口業務の方式検討、新端末装置の開発に、寛 々公社は じめ各 メー カーの援助 を得 て努力 し

てきたのである。幸 いに新庁舎 は51年 度 予算で認 め られ、 トータル ・システ ムへ一歩前 進するこ

ととなった。

雇用保険の窓口業務に使用す る端末装置 については、48年 以来部内で検討 して来たが、業務の

簡素化のためには、 ど うしてもカナ文字 を含めた手書 きOCR端 末 装置の開発が必要 と考え られた。

これについては、各 メー カーに打診 した ところ、52～53年 頃 には相当の ものが実現可能 との意

志表示があったので、実現化 に努力す ることと し、共通仕 様を電 々公社に委託す るとともに、約3

万6千 事業所について、手書 き文字のサ ンプルを採集す ることと した。OCR端 末 機 については昭

和51年 度中に、実験を し、試作機を作成す る準備 を している。 この ように して、現在検討 開発中

の端末装置は、端末制御装置(ミ ニコン)を 中心 と して、 これvaOCRを は じめ、業務 に適 した各

種窓口機を接続 した もの となろ う。 こ うした端末装置 は経 費が相当かか る見込 で、全国800の 端

末に設置するには尾大 な予算が必要 となろ う。 したが って、極力 コス トを下 げることと、業務量の

少ない端末には、簡易安価 な装置 を開発 す ることを検討 している。

さて、中央の電子計算機 につい ていえぱ、業務 処理 の形 態か らみれば、地方 ブロ ック毎に電子計

算機を設置し、 コンピュー タ ・ネ ッ トワー クを組むほ うが効果的であるとの意見が以前か ら出され

ていたが、行政の組織、要請、あ るいは庁舎 の問題 等を考慮す ると、 これは現状では実現が非常 に

困難と予想されたので、やむ なく中央集中方式 を採用 す ることとなった。 このため中央 の電子計算

機は非常に巨大なものとなる見込 である。

この電子言寸算機の機能 ・構成については、昭和48年 に既に寛 々公社は じめ各 メーカーに提案 を

求め、提案 書を受け てい るが、IBM以 外 は大同小異 の内容であ り、 とくに尾大 な磁気 ファイルの

障害対策については、満 足できるものは1社 もなか った。庁舎建設が51年 度 に延期 されたのに伴

なって、電子計算機の導入 も1年 延び る可能性が出たため、51年 度 において再度提案書を求める

ことを考慮 している。

通信ネットワークについては、実現化の見通 しがほぼついている公社 のデ ィジタル ・デー タ網 を

利用することとし、公社に申 し入れ を行 なった。 デ ィジタル ・データ網 の内容が明確にな り次第、

プロトコルやIMP(InterfaceMassageProcessor)の 問 題について も検討 を開始す る計画

である。

雇用保険トータルステムの完成 には、約100億 の経 費が必要 とみ られ るので、現在の ような低

経済成長下においては、54年 か ら、2乃 至3年 の期間を要す るもの と思 われ る。 しか し、完成 ま

での期≡司が長いと、現行 システムか らの移行 は容易 ではないで あろ う。

2.3.4労 働 省情報 ネ ットワークへ の発展

前述 のように、労働省内の各情報 システムが一元的に総合化 された労働行政情報 システ ムへ と

発展す ることが、労働省におけ る永年の希望 であったが、現実には、担当各部局 の予算化努力、
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技術格差、 あるいは組織間 の問題等 もあり、足並がそろわ なかったのであった。

しか しなが ら、労働市場 センターの雇用保険'トータル ・システム化 の構想が樹 て られた時点か

ら、 この トータル ・システ ムが労働 省情報 システムの中核 とな らなければ ならない ことを痛感 し、

ンステ ム設計 に当っては、常 に省全体の システムとして考慮す ることとした。 また、他部局の シ

ステ ム変更や レベル ・ア ップについて も、 この方向で委員会か ら強力 な助言 を行 ってい る。

即 ち、デ ィジタル ・デー タ網 に よるネットワークの共用 ばか りでな く、端末装置の仕様 や、端

末 のア ドレス、 プロ トコル、 データ形式、 プログ ラム等全般に亘 って、極 力共通化を図ることと

してい る。 さ らに、 システム完成の見通 しが立つ頃までには、 ホス ト・ホス ト間 プ ロトコルの確

立 に よる、 リソース ・シェア リングの体制 も整備 してゆ く計画で ある。また、将来はデ ィジタル

・データ網 を通 じて
、他省庁 との コンピュー タ ・ネ ットワークに も参加す るこ とを考え ている。

以上の ような体制が整備 され るのは、恐 らく昭和57～58年 頃 と見込 まれ る。

23.5シ ス テム形成上の問題 点

昭和51年 か ら54年 に かけて、労働省情報 ネ ットワークの基礎が形成 され る見通 しであるが、

デ ィジタル ・データ網の完成時期等 を考 えると、多 くの問題が残 され てい る。

ま ず、端末装置 や中央電子計算機の規模や機能の決定が急がれているが、 デ ィジタル ・デー タ

網の各種条件が未だ明確 にされ ていない ため、詳細仕様 をきめ られ ない状況 にある。

つぎに、業務の中心 となる端 末OCRが 、 希望 どおりの性能 を持つか、価格が安 くできるか等

も、一つの賭けで あり、 これに よって システ ム完成時期が左右 され るであろ う。

また、中央に おけ る尾大 な磁 気 ファイルの障害対策を どの ようにすれば よいか、 とい うことは、

システム運用上重大な問題で あるが、 これについて も未 だ検討 中で、確信 の持 てる対策がない。

さ らに現行 システ ムか らの移行は極力短期間に行 わなければな らないが 、これを どの ようにす

れば円滑にできるか、また、現行 システムの端末装置を将来 どうす るか などの問題 もある。

このほか、多数の問題点が想定 されるけれど も、限 られた要員 でこれ らの問題 をどの ように解

決 してゆくか も、大 きな問題で ある。
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2.4(実 例 皿)関 西 電 力 に お け る コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク

関西電力では、電力の生産 ・流通 ラインのオー トメーションの分 野において多数の制御用 コンピ

ュータの導入 を進め てい る。 これ は コン ピュー タに よる電力系統制御 の階層的処理 をね らい とす る

もので、いわ ゆるARPA型 ネ ットワークとはい ささか趣を異 にす る もので あるが、各階層間の コ

ン ピュータをデー タ伝送回線で結ん だ一種 の コンピュータ ・ネ ットワー クを構成 しつつあ り、 これ

を階層制御 システ ムと呼んでい る。以下 この階層制御 システ ムについて紹介す る。

24.1電 力系統 と階層制御 システ ム

電力系統 は電 気エネルギーを生産 し、 これ を輸送、配給 し、消費す るとい う一連の機能 をもっ

た巨大 なシステムであ り、その構成 は水力 ・,火力 ・原子力発電所、送配電網、変電所 お よび工場

や一般家庭 の負荷 な どか ら組立 て られてお り、地域的 に大 きな広が りを持 ってい る。 したが って

コンピュータによって電力系統制御 を 自動化す る場合、全系統 のすべ ての情報 を中央に集めて処

理す る集中方式では情報 の伝送路が極 めて大がか りとなるうえ、万一計算機が故障 した場合すべ

ての機能が停止す るので、経済 性か らも信頼性か らも得策ではない。

幸い電力系統は500KV-275KV-77KV-6KVと い った電圧階 級に応 じた階層構

造 をなしており、その運用組織 も図24-1に 示 す ように中央給電指令所 を頂点 として、その下

に多数の給電所、制御所 が配置 された形 となっているので、 これを自動化す るにあたって も、上

記運用組織の各階層 にその規模 に応 じた コンピュータ ・システ ムを導入 し、 これ らを情報伝送 で

有機的に結合 した階層制御 システムの構 成が望ま しい。

階層制御 システ ムの有利性 をまとめれば次の ように なる。.

(1)電 力系統の構造に適 した システムであること

電力系統が電圧階級に従 った階層構造を もち、かつ地域的 に分散 してい るので、地域単位 あ

るいは局地的に判断処理で きる事項が多 く、分散 された システムで処理可能 である。

(2)サ ブ システムの専業化に よるシステム応答性の改善

電力系統制御 システ ムの動作 は迅速 な応答性が要求 され るが、一 ケ所 に集中 した制御 システ

ムでは同時発生 した複数の制御要求 に対 し直列的な処理を行 うため処理時間 の遅延 を招 く危険

性が ある。 これをサ ブシステムの分業、専業化 により改善 しようとす るものである。

(3)自 動化 システムの信頼性 を確 保 しやすい こと

連続稼 動を原則 と した自動化 シス テムにおいて部分的 な停止が システム全体に影響 しない よ

うに、また階層間 あるいは人 に よるバ ックア ップが部分的に可能 なように分散 した システム構

成が望 ま しい。

(4)電 力 系統 の拡大、変更へ の柔軟 な対応が可能

電力系統 ではさけ ることので きない系統の拡 大、変更 あるいは運用機 能の変更、 システムの

拡張 などを部分的かつ段階 的に容易 に行 うことがで きる。

2・4・2シ ステムの構成

階層制御 システ ムにおけ る各所 の自動化 内容は運用組織の上位 レベルでは全系の最適運用 をは
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中央給電指令所

500KV系 統の操作指令ならびに需給調整など、

全系的全社的に総合判断を必要とする業務。

系統給電所

275KV・ 主 要154KV系 統 の操作指令

ならびに 給 のパ ック ・ア ップ業務。

地方給電所

支店内負荷供給系統の操作指令

ならびに支店内負荷の管理。

負荷制御所

管轄する負荷供給発変電群の

運転および資産管理。

中 央 給 電 指 令 所

中 央 給 電 指令 所

系 統 給 電 所

地 方 給 電 所

負 荷 制 御 所

図2.41電 力 系 統 運 用 組 織



か るための運用計画 お よび全 系に関す る制御 に重点が あり、下位 レベルに従 って個別機器の運転操

作 の比重が高 くなるd

これを計算機 システ ムの面か らみれ ば、上位 レベルに行 くほ ど処理 内容が複雑 とな り、取扱 うデ

ータも大量 となるので、大型計算機 の能力が要求 され るようになる。逆 に下位 レベルに行 くほど処

理内容が単純 でデータ量 も少 くなる反面、処理周期が短か くな るなど制御用小型計算機に適 した性

格 を帯びて くる。

とくに階層制御 システムの頂点 とな る中央給電指令所においては、翌 日の運用計画計算、全系の

電力需給経済制御 などの複雑、大規模 な計算能 力が必要 とされ る。 しか しなが ら、 中央給電指令所

に これ専用の大型計算機 を設置す ることは設備利用率、投 資効率の点か らみ て得策 では ない。 この

ため、関西 電力では全社業務 総合機械化のために中央計算所に設置 した大型汎用計算機 と、中央給

電齢 所 畷 置 した小型絶 讃 機 を高速伝送回線で結ん だ トー・・レ・・ンピ一 夕システムを完

成 し、昭和42年 か ら今 日迄良好 な運用実績を収めてい る。

一方
、階層制御 の下位 レベルにおけ る自動化は、電力系統 の自動監視 や自動記録 など単純定型的

な業務 の省力化が主体 となる。関西電力では将来 の発変電所数 の増加に対応 して行 くため、電力系

統運用 の長期的 な自動化構 想をたて、昭和48年 か ら第1次5カ 年計画に基 づい て系統給電所、地

方給電所、負荷制御所 など系統運用組織の各階層に小型制御用計算機の導入 を順次進めてお り、現

在その数は50台 にのぼってい る。 これ らは、各所内の個別 の自動化か ら出発 して順次データ伝送

回線で コンピュータ相互間 を結ん だ総合的 な自動化へ発展 しつつ ある。

図2.4-2は 関西電力 におけ る階層制御 システムの構成図であ り、 トー タル ・コンピュー タシス

テムを頂点 とす るコンピュータ ・ネ ッ トワー クを指向 してい る。
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2.4.3コ ン ピュータ結合方式

階層制御 システ ムの コンピュータ結合方式 を大別 すると、

(1)中 央 計算所 と中央給電指令所 の コン ピュータ結合方式

(2)各 階 層の制御用 コンピュータ相互間の結合方式

の2つ に分け られ る。

(1)中 央 計算所 と中央給電指令所の コンピュータ結合方式

中央計算所の大型計算機IBM370/158(こ れ を主計算機CPU:Centrlprocessing

unitと 呼 ぶ)と 中央給電指令所の衛星計算機HITAC-8300(こ れ を衛星計算機、RP

:remotprocessingunitと 呼 ぶ)の 間は約8kmの 距 離が あ り図2.4-3に 示 す ように2400

ボー2ル ー トの伝送回線 で結合 されてい る。

RPU

HITA-8300

ライン カ ー ド

プ リンタ リー ダ

2400BPS

同 軸 ケー ブル

通信
制御装置

配

定

置

分

判

装

配

定

置

分

判

装

CPU

IBM-370/158

2400BPS

7GC帯 マ イク ロ回 線

図2.4-3CPU-RPU伝 送結合

この コン ピュータ ・ネ ッ トワーークのね らいはCPU、RPU夫 々の計算機の特徴 を活 して機,

能 を合理的に分担 し、処理効 率を向上 させ ようとす るものである。す なわち中央給電指令所の

計算機 システムは表2.4-1に 示 す ように極 めて巾の広い性格、能力が要求 される もので次の

分担 に よって これ を解決 してい る。
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表24-1中 央 給電指令所 システム処理業務

業 務 名 処 理周 期 処理周期 処理内容 変更頻度
デ ー タ

フ ァ イ ル 計 算 機

系統オ ンライン情報
および事故 検出

30ms ・短 畠単純 ・小 `小 量

衛

星

計

算
機
△

自動 周 波 数 制 御 3秒

系 統 監 視 10秒

CRT 20秒

予 備 力 ・
総 需要 計 算 表 示 ・

30秒

オ ン ラ イ ン電 力

需 給 経 済 制 御
3分

7長 u複雑 7大 P大量

▽
主

計
算

機

信頼度 チ ェック計算 20分

当 日 補 正 計 算
〉

数回/1日

翌 日 予 想 計 算 1回/1日

亀

a.主 計 算機 システ ム

演 算処理能力の大 きな主計算機は、大容量 ファイルが必要 な計算、複雑 な処理 を必要 とす

る計算 を分担 してい る。 この計算機は、事務 ・技術 経営管理 など全社にわた る業務 を処理

して● り、 この うち電力系統制御関連業務は1日 延 べ60分 程 度 しか計算機 を使用 しないが、

いつ業務が発生 して も直ちに処理 しなければ ならない とい う条件か ら、いつ も高い プライオ

リテ ィーをつけて他 の業務 と同一計算機 で多重処理することに よって計算機 の有効利用 をは

か ってい る。

b.衛 星計算機 システ ム

衛星計算機 システ ムは計算 に必要 な入力デーータの集約、交換 および計算結果 の配分な ど電

力系統 プロセスとの接点、 マン ・マシーン インター フェイス、デー タの前処理 、 タイ マー

や外部入力に よる割込み処理 など制御用計算機的 な役割 を受持 っている。

CPU～RPU間 の デ ータ伝送方式 は調歩同期型、 ポー リング方式で通信 の開始 はCPU

が イ ニシアテ ィブを とりCPUか らRPUへPolling(受 信選局)お よびSelection(送 信

選局)が 行 なわれ る。伝送 コー ドは7ビ ットASCIIを 基準 とし、伝送 コー ドテーブルを

SHIF1、2、3の3つ とすることに より、英数字 ・カナ文 字の外 にカ ラーCRデ ィス プ

レイ用特殊記号の伝送を可能 なように している。

この伝送 システムでは、伝送す る業務の内容 によって次の2つ に分け てい る。

■

⑱
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a.レ ベ ル1業 務 ………オ ンライン電力需給経済 制御 の ような優先度 の高い業務

b.レ ベ ル2業 務………運用計画計算 の ような比較的優先度の低い業務

aは リアルタイム制御 のための3分 ごとの計算 など速い レスポンスを要求 され る ものであ

り、bは リモー ト・バ ッチ的 な性格の ものである。高順位業務は低順位業務の メ ッセ 一一ジを

送信中、受信中 あるいはCPUに おい て計算 中のいずれの場合で も優 先割込処理可能 となっ

てい る。

(2)各 階 層間の制御用 コンピュー タ相互間の結合方式

系統給電所以下 のレベル自動化は未 だ初期 の段階 であり、 コンピュータの役割は現在の とこ

ろ系統 状態監視 や運転記録 などの情報 自動 収集 とCPTデ ィスプレイ等 を通 じて人間へ の提示

が主体であ る、,従ってコン ピュー タ ・ネ ッ トワーク構成 のね らい も、先の中央給電 指令所 一

中央計算所 システムが コン ピュー タ間の機能分担 であったのに対 して、 この場合はむ しろ情報

の共用化に よる情報収集体系の効率化が主眼 となる。

従来電力系統 の情報 は情 報発 生個所か ら必要個所へ と直接電送される ことが多か ったが、 こ

れ らの情 報は多目的に利用 され ることが多 く、同 じ情報が階層制御 システ ムのい くつかの階層

で同時に必要 とされ ることが多いので情報 の伝送路 を個 々の システムご とに作 っていたのでは

伝送網は膨大 な もの となる(図2.4-4)。 そ こで階層制御 システムでは各階層 の コンピュー

タで一 たん情報 を収集 し、 ここか ら各階層 で必要 となる情報、上位系へ あげ る必要 のない情報

などを整理統括 して必要な情報 をコン ピュー タ間で授受することに よって伝送体系 の効率化 を

はかろ うとする ものである(図2.4--5)。

階 層制御 システムは多数の異 メー・カの制御用 コ ンピュータで構成され ており、 しか もそ こに

流れ る情報 も電力系統 プロセス特有の性格 を もってい るので、 コンピュータ間の情報 伝送方 式

と して次の ような独 自の方式 を採用 してい る。

a。 サイク リック情 報伝送装置(CDT:Cyclicdatatransmitter)

b.ラ ンダム情報伝送装置(RDT:randamdatatransmitter)

a.サ イ ク リング情報伝送装置に よる結合

サイク リック情報伝送装置(CDT)は 、発電機出力、電圧、電流 など連続的 に変化 す る

複数個の チータを一定の順序 に従 って、一定の周期で くり返 し伝送す る装置 である。 この方

式 に よれは、 ごく短かい時間間隔(1～10秒 て いど)で 情報が更新 され るので、電力系統

の プロセス情報 の ように連続的な監視 ・制御を必要 とするシステムに適 している。

図24--6はCDTの 伝 送 フォーマ ントで ある。1ワ ー ドは ア ドレス部(ワ ー ドの順 番を

示す)と データ部 およびパ リテ ィビット、 プ ラグビット(デ ータが正常か否 かを示す)の 計

32ビ ッ ト挿入 と誤 り検 出のための反転2連 送部32ビ ソ ト、合わせ て64ビ ッ トか らなる。

15ワ ー ドで1フ レーーム、2フ レー ムで1サ イクルを構成 し、 フレームごとに同期 ワー ドを

設 け送信側 と受信側の同期 を保 ってい る。
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○ 情報発生 源

◎ 情報処理地点(コ ン ピュータ)

図2.4-4情 報 発生源 と情報処理地点 を結 んだ伝送 システム

●

、

図2.4-5情 報 集約地点 のある伝送 システム
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同 期 ワニ ド

1ワ ー ド(64bit)

第2フ ヒー ム

1 67 連 送 ス ベ ー ス

ト・・ら部・L-一 デ ー タ部 反転●

パ リティ ビッ ト

フ ラグ ビッ ト

1

ll,1}`|{‖
111`ll‥l

iiiiiiiii
-100位 十10位1位 ㊨

(4bit)
-3桁 数 字 ・
`

ll

川

|ll

lll

l|1

;日

|Il

lli

!日

3桁 数字 ・'・

1

:

;
l

lOOOO

位

(4bit)

b

}
|

24個

(24bit)

2個

1000位100

6桁 数 字

1個

-↓…
亙

↓

ー

|
|

位1

「

反転・連送部 一 一 叫

2値 情 報の伝送

BCDコ ー ドに よる数 値情報 の伝 送

1文 字

(8bit)

1文 字

3姓

図2.4-6

ISOコ ー ドに よる文字 の伝送

1文 字

,DTの 伝送 。.1。 。 ト
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計 算 機

`

⇒

ア ドレス部

デ ー タ 部.

フ ラグ

デー タセ ッ ト信 号

CDT = CDT

図2.4-7

[⇒ 計 算 機

〃

、

CDTと 計算機の齢

ア ドレス部

デ ータ部

フラグ

データレディ信号
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竃

データ部 には1ワ ー ドで2値 情報 なら24個 、数値情報 ならBCDコ ー ドで3柑 の情報1

個 、文字情報 ならISOコ ー ドで3文 字が 伝送できる。

伝送速 度は200ボ ー または1200ボ ー を採用 してk・り情報更新サ イクルは夫々lO.2

秒 、1.7秒 で ある。CDTと コ ンピュータの情報受渡 しは図2.4-7の よ うなワー ド直列

ピット並列方式で ある。

この結合方式の最大の特徴はCDTが コ ンピュータとは全 く独立 した周期 で動作 してい

る点で あり、ACK/NAKに よる確認方式 と根本的に異 ってい る。

b.ラ ンダム情報伝送装置 に よる結合

これは、CDTが 一 定 の情報群 を一定周期 でくb返 し伝送するのと異 なり、任意 の内容

の情報 を必要 に応 じて随時 伝送する もので、サイク リックに対す る意味 か らランダム情報

伝送装置(RCT)と 名 付け ている。 これは通信制御装置 により行 われ る汎用の オンライ

ンシステムのデータ伝送 と基本的 には同 じであるが、電力系統階層制御 システムの コ/ビ

ュー・タ間の伝送に適用す る場 合には次の点に留意す る必要がある。すなわち コン ピュータ

・システムは制御用計算機 が大部分 を占めてお り1こ れ らの制御用計算機に適 した伝送制

御 を考え る必要 が あること。電力系統制御 のための メッセージ情報 の種類 、量 について十

分調査 し、それに適 したブ ・ック長、 フ ォーマットなどの設計を行 う必要 が あること。既

設 のCDTを 中心 と した情報伝送網 と十分協調のとれた システムとする必要 のあ ること、

などで ある。

関西電力では これ らの点について国産 制御用計算機 メーカ各社の協力 を得て種 々検討 し

た結果、独 自の標 準仕様 を定め順次導入を進めてい る。

基本方式は調歩同期型、 コンテ ンション方式で通信速度は200ビ ッ ト/秒 、 ま たは

1200ビ ッ ト/秒 、伝送 コー ドはISOを 基本 としてい る。図2.4--8に デ ータフォー

マ ットを示す。 「TO」 コー ドは複数個の局 にわたってデータの送受を行 う場合に必要 と

なるコー ドで最終的 な受信先 をあらわす。計算機が メッセージを受け とると 「TO」 コー

ドを見 て自 システ ム宛であれば 「PROG.NO.」 が調べ られ当該の処理 プログラムに

メ ッセー ジが渡される。 メ ッセージが 自システム宛 でなければ送信すべ き通信回線が決定

されその方向に メ ッセ=ニノが送出 される。 この ように して順次 メッセージが 伝送網を中継

され て最終的 な受信先に送 られ る。 この様子を図2.4-9に 示 す。
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デ ー タ ブ ロ ソク

TOデ ー タの受信先 を示 す コー ド

(2キ ャ ラクタ)

TO:デ ー タの受信先を示す コー ド(2キ ャラクタ)

FR:発 信元 を示す コー ド(2キ ャラクタ)

S:送 信方 向別 に一電文送信 ごとのo～9の 繰返 し一連番号(1キ ャラクタ)

PROGNO:業 務 種別 に対応 した メZセ ージの処理 プログ ラムを示 す コー ド

(3キ ャラクタ)

(例)

AXX:異 常 警報データ

TXX:状 態 記録 デ ータ

RXX:定 時 記録デ ータ

BCC:キ ャラクタの ビットごとの水平 パ リテ ィ

ソ

●
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4

1

321

L ●

●

図2.4-8ラ ン ダ ム 伝 送 装 置 の 伝 送 フ ォ ー マ ッ ト
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図2.4-9階 層 シ ス テ ム に お け る メ ッ セ ・一 ジ中 継 例

●

デー タブロ ック長は256キ ャ ラクタで あり、 これに収 まらない場合は複数 メッセージに

分割 伝送 され る。 「S」 コー ドは送受信別に くり返 し一連番号 をつけ、送信 メッセージの脱

落 をチ ェックす るための ものである。

RDT伝 送 網は階層制御 システ ムの 自動化内容が高度化す るにつれて、 メ ッセーージ情報が

増すため、CDTと 並 んで重要 なもの とな りつつある。

2.44将 来 の 展 望'.

以 上 関西電力の階層制御 システムについて述べて来 たが 、 コンピュー タ ・ネ ットワークとして

の面か らみれば、 まだその端緒についたにすぎない。階層制御 システ ムを図2.4-10の よ うな

マン ・マシン ・システ ムと してとらえた場 合、現在の 自動化 レベルはまだまだ初期 の段階に ある

ので、階層間 の情報連絡 もマン ・ツー ・マンが まだ大 きなウエイ トを占めている状態である。

今後、 自動化 レベルが高度化するに従 って しだいに コンピュ三夕 ・ツー ・コンピュー タへ と主

体が移 り本格的 なコンピュー タ ・ネ ットワークが実現 する もの と予想 される。
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図2.4-10マ ン ・マ シ ン ・シ ス テ ム と して と らえ た

階 層 制 御 シ ス テ ム

さ らに 将 来 は こ う した 階 層 制 御 の コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー クが 各 電 力 会 社 間 で 相 互 に 連 系 さ

れ る こ と に よ っ て 全 国 的 な 広 域 運 営 の コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワー クへ と 発 展 し て い くで あ ろ う。
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第3章 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー クへ の 接 近

3.1既 在 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク の 技 術 的 問 題 点

コンピュー タ ・ネッ トワー クが ソーシャル ・ユーテ ィリテ ィとして機能 してゆくには、まだ幾 多

の障害 あるいは問題点か存在するが、 これ らの問題解決の糸口としてその技術的問題点 を次の よう

な観点か ら取 り上げてみ た。

① デー タ交換網 とネ ッ トワー ク'ア ーキテ クチ ャー

② ネ ットワー ク ・プロ トコル

③ 仮想 ・マシーンとしてのネ ッ トワーク

3.1.1デ ー タ交換網 とネ ッ トワーク ・アーキテクチ ャー

(1)交 換方式

コンピュータ ・ネ ッ トワークの構成要素は デー タの高速、正確な伝送をつかさどるデータ交

換網 と各種 リソースの供給源 となる独立 した コンピュL-・一夕nシ ステムであるHOSTコ ン ピュ

ータ群 とからなる
。またネ ッ トワークに アクセスするための端末群をこれに加える場合 もある。

データ交換網の交換方式 と しては現在 パケ ッ ト交換 、回線交換 、時分割交換等があるが、 ネ

ッ トワークの利用 目的 、伝送の リアル タイム性 、回線の利用率 、伝送遅延、交換機の負荷 、経

済性 、信頼性等 の諸点 に於て夫 々特長があり、今後の汎用網 の方向 としてはこれ等の交換方式

の複合 した通信網が考え られつつ ある。

しか しなが らこの複合網の場合 で も同一 ユーザが、例えば7ア イル転送の場合は回線交換を、

会 話型処理の場合はパケ ッ ト交換 をとい った使いわけ を必要 とする ようなものでは実用 になら

ず、交換方式の切換えを出来 る限 りユ ーザには意識させずに済むことが必須条件 となろ う。

(2)無 線 土・よび通信衛星に よる伝 送網

従来の有線に よる伝送網に対 し、無線 あるいは通信衛星に よるパケ ッ ト交換が現在1つ の焦

点 となっている。これ らの方式では次の様 な利点があげ られている。

1.接 続時間の短縮

2.チ ャネル使用率の向上

3.同 一 チ ャネルの両方向共用性

4.信 頼 性の向上

5.同 一情報の一斉送 出が可能

仕 必要時のみチャネルを専有

特 に衛星に よる通信では

7.経 済的に広域伝送が可能

8.拡 散 に ょり発信側 の確認が容 易

国際 ネ ットワー クを含 む広域 のネ ヅ トワークでは通信衛星に よる交換方式 が、また多数 の端
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末 をNODEや コ ンピュー タセンタに結ぶ ローカル、ネ ッ トワークでは無線方式が夫 々適 して

お り、今後、我国の地理的条件 も加味 した 、これ ら無線交換方式およびそれに適 した端 末類の

検討 が必要であろ う。

(3)専 用網 と公共網

現在稼動中の コンピュー タ ・ネッ トワークの中には専用のデータ交換網(サ ブネ ッ ト)を 持

つ ものが多いが 、これは各国が計画 しつっある公共網 の建設が間 に合 わなか ったため専用網を

独 自に開発せ ざるを得 なか った とい うのが現状 であろ う。

デー タ交換網の必須条件は、信頼性 、適応性、経済性にある。 とくに高速のデータ網では経

済性が1つ の焦点 となb、 その意味では専用網である よりも、多 くのネ ソ トワーク同志の共用

が可能 な公共網 が有利 となろ う。 しか しなが ら、公 共網 では多彩 なユーザの ニーズに適応 させ

得 る融通性 とい う点では問題を多 々抱える事 となる。例 えば 、すべてのユーザがいずれ も同 じ

よ うな高速性 を望むわけでは ない。夫 々のユーザの ニーズに見合 った機能 、品質のサービスを

夫 々適切 な コス トで供給 しうる融通性 、適応性が必要 となろ う。

一方公共網に付帯 する最 も厄介な問題は 、秘密保持 に関 してである。恐 らく第一段階と して

は閉域接続 の機能がサポー トされ るべ きであろ うが 、網 における暗号文解読の機能等 も考慮 す

る一方 、データ伝送の効率低下と交換装置の負荷 を最低限にお さえ、な訟且つ不安の ない防御

体制を保持す る方式の開発が望まれ る。

(4)デ ー タ交換網 とHOSTコ ン ピュータの機能分担

HOSTコ ン ピ ュータや端末群をデータ交換網に結合す るNODEの 役 割 りと、そのHOST

に対 するインタフ ェーXと を どの様 に定めるかは、現在1つ の問題点 とな ってい る。

基本的には デー タ交換網 とHOSTの 機能分担の問題であ り、これはそれぞれの ネッ トワー

クの設計思想に関わ って くる。

既存 、ネ ッ トワークにおける傾 向は 、データ交換網 として専用 サブネッ トを対象とする もの

はサ ブネ ッ ト側にか なbの 負荷 を持たせ、公共網 を対象 とするものはHOST側 に負荷を持た

せ るように なっている。後者はデータ交換網 の役割 として デー タ伝送の効率性 と回線共用に よ

る経済性 とを重視 した結果であり、前者はHOSTの 負荷の軽 減に重 点を置いた結果 と言え よ

う。

現 在機能分担の項 目としては次の様 なものがあげ られ る。

① メッセージの分割 と再組立

② メッセージ伝送の エラー制御

③ メッセ ージの順序付け

④ 伝送量のアカウンテ ィング

⑤ ユーザ資格のチェ ック

⑥ 異機種間 デー タ交換

⑦ メ ッセージ フローの制御
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コンピュー タ ・ネ ッ トワーークに於てはHOSTコ ン ビュー.タ同志 が相互に交信を行い 、リソ

ースをシェア し合 って 目的 を達す るが
、そのための コン トロール機能は次第 で述べるプロ トコ

ルに基 づ くNODEプ ロセ ッサ内の ソフ トウェアと、各HOSTコ ン ピュータ内のNCP

(NetworkControIProgram)で 分担 され る。

専用のサプネ ッ トを指向 し、上記① 、② 、③ 、をサ フ'ネッ トの分担 としているARPANET

やJIPNET(日 本 情報処理 開発センターの コンピュータ ・ネッ トワーク)に おけ るこれ ら

の ソフ トウェアの大 きさは 、NODEプ ロセ ッサ内が8～10KW(16bit/word)、

NCPが 約80KBと な ってい る。公共網 を指向 した といわれ るCYCLADES(フ ランス)

では① 、② 、③ 、をHOSTが 分担 してas・り、NCPが 約1～2割 大 きい と言われる。 しか し

なが らNCPが 特 に問題 となるのは、その大 きさよbも む しろ効率 と作成 の面倒 さであろ う。

HOSTの 負荷の軽減を配慮 したARPANETやJIPNETに 於 て さえ も、NCPの 効

率は必ず しも満足のゆ くもの ではない。この主たる原因は既存OSの 影 響をモロに受け ること

にあ り、現在 までの各HOSTのOSは 他 コンピュータとの交信を前提 とした ものは殆ん どな

い とい う事情 に もよる。

ところ でNCPを ユ ーザ ・プログラムの形 で作るに しろ、サ ブモニタの形で作るに しろ、作

成 にあた っては既存OSと の イン タフェースを少 なか らず考慮せ ねば ならない。諸外国では と

もか くとして少 な くとも我国では 、これ らインターフェースを記述 した ユ一一ザ向けの ドキ ュメ

ン トは殆ん ど公開 されてい ない。

NCPの 低 効率 さや作成 の面倒 さは ネッ トワークの折角の有効性 を減 じ、且つユーザの気軽

な参画への意欲 を阻害す る大 きな原因 ともなり兼ねない。

恐 らく今後の傾向は 、NCPをHOST本 体 か ら切 り離 し、NODEプ ロセッサとHOST

の 間 に もう1つFEP(FrontEndProcessor)を 置 く形に なってゆ くであろ う。

FEPにNCPの 殆 ん どの機能を吸収 し、加えて、FEPとHOSTで メモ リ共用が出来 る形

が望 ましい。

また汎用FEPを 考 え、HOSTオ リエンテ ッ ドなモジ ュール を適宜交換するだけでNCP

の サ ポー トが可能 となれば、NCPに よるHOSTリ ソースの節約に よりFEPお よびその接

続機器の コス トは充分 カバー一出来、その上 、NCP作 成 の コス トも大巾に節減 し得るとい うの

が一 つの理想 となろ う。 この様に なればたとえ公共網の機能 に限定があ っても、かなりの機能

をHOST側 、 即ちFEPで 分担 し得ることとなる。

(5)ネ ッ トワークの型

コンピュー タ ・ネ ッ トワー クの代表的な型 としては集中型 、分散型 、 リング型等があ り、広

域の ネ ッ トワークでは分散型が多 く採用 されて来た。 これは分散型が他に比べ信頼性にす ぐれ

ている利点を持 つ故であ るが 、ARPANETが 分 散型 のサプネッ トでパケ ・ト交換に成功 し

た影 響 と見る向 きもある。

今 後の傾向は前述 の種 々の型の混合型が多 ぐ採用 される様 に なるであろ う。例えば、ハイレ
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ペル ネ ッ トワークは分散型で信頼性 を重視 し、ローカル ネ ッ トワークは集中型 で効率に重点

を置 くとい う構造 や、 メイン リングとローカル リングとい った階層性等、いずれにしろ幹線 と

支線 とい う階層構造が実用的 なニーズから発達 してゆ くもの と考え られ る。

このことは、 ネッ トワークが広域に なれば なる程、全域にわた る トラフ ィックよりも夫 々の

ローカル系 エ リア内での トラフィ ックの割合が増加するであろ う必然性 に基づ くものと言え よ

う。

一方、ARPANETの 経 験に よれば、NODEの 分散 によるホ ップ数の増加が伝送の効率

を低下 させ、 またNODEプ ロセ ッサ(IMP:InterfaceMessageProcessor)

が 各 サイ トに分散 して設置 されてい るため 、管理上 の信頼性の低下 を引き起 してい る事実をあ

げている。これは例 えばNODEセ ン タの ようなものを設置 し、数個 のNODEを ま とめて管

理す ると共にNODEの 総数 を減少 させ、且つ1つ のNODEに 結合 し得 るHOSTの 数 を増

加させる事で解決 され よう。

これはある意味 では分散型の欠陥あるいは分散型の集 中型への歩み寄 りと も言える現象であ

るが、 リソースの分散 とコン トロールの分散 、集中の度合 との関連 をどの様に矛盾 なく調和 さ

せ るかが1つ の課題 となろ う。

3.1.2ネ ッ トワークの プロ トコル

ARPANETが コン ピュータ ・ネ ッ トワークにおける プロトコル体系を確立 し、その後のネ

ットワーク設計 に大 きな影響 を与えたことは周知 のこ とであるが、それ とともにい くつかの尊い

教訓を もた らした。ここではその うち プロ トコルの階層構造 による重複の問題 とソーシャル ・ユ

ーテ ィリテ ィと してのプ ロ トコル決定お よび変更の困難 さの問題を とりあげる。

(1)プ ロ トコルの重複

ARPANETあ るいはその類似 ネッ トワークでは プロ トコルを次の様 な階層構造で規定 し

て いる。

①NODE間 プロ トコル

隣 接NODE間 プ ロ トコル と、発信地NODE目 的地NODE間 プ ロトコルに分ける場

合 もある。

②NODE-HOSTプ ロ トコ ル

③HOST間 プ ロ トコ ル

④ ハ イ レベ ル プ ロ トコ ル

会 話 型 処 理 プ ロ トコル

リモ ー トバ フ チ処 理 プ ロ トコ ル

フ ァ イ ル転 送 プ ロ トコ ル

グ ラ フ ィ ッ ク プ ロ ト コ ル 等

プ ロ トコ ル の 階 層 性 に よ り 、 下 位 の プ ロ トコ ル は す べ て トラ ン ス ペ ア レ ン ト(Transparent)

とな り、体系 として明確に整理 され且つインプ リメン トも容易 となる。 しか しなが ら、NODE

－72一

`

●

魯

σ



●

、

問 プロ トコルとHOST間 プ ロ トコルのENDTOEND制 御 や フロー制御の重複 に より

伝送効率がか なり低下 してい るとい う批判や、ハイレベル、プ・ トコル同志の重複 を次の様に

指摘 する意見 もある。

例えばARPANETに 於 てはRJEP(RemoteJobEntryProtocal)は 、

FTP(FileTransferProtocal)とTELNETプ ロ トコル(会 話型処理 プロ

トコル)を 使 い、TELNETプ ロ トコルはIC(1nitialConnection)プ ロ トコ

ル とHOST-HOSTプ ロ トコル、HOST-IMPプ ロ トコルとを使1へ またFTPは 、

TELNETとICPとHOST-HOSTとHOST-IMPプ ロ トコルを使 う…、とい う

様 な類 である。即ち、ハイレベル ・プ・ トコルにおける1つ の プロセス間交信に於て、同 じプ

ロ トコルが何 回 も繰返 し使用 され処理効率を大 きく低下させているとい う。

一般に プロ トコルの レベル間 には夫 々インターフェースが存在 し、その都度何が しかの フォ

ーマッ ト変換が行われ る可能性 がある。その重複は確かに効率低下ρ原因 となろ う。

これを防 ぐ手段 としてハ イレベル ・プ ロ トコルをHOST間 プ ロ トコルを経 由させずにIMP

-HOSTプ ロ トコルに醗 結させ る方法が提案 ⌒ る。特 にFTPに 関 してはJI㎜

の 効率測定結果によれば 、予想以上のHOSTのCPU負 荷 を生 じ、前述 のFEPの 採 用に よ

りFTPをFEP内 で処理 し、HOSTと 共 用 し得 る2次 メモ リにFEPが 直接転送 ファイル

の書 き込み、読み出 しを行 う様 な方式 が実用上望 ましい と言え る.

(2)プ ロ トコルの決定 と変更

ARPANETに おけるHOST-HOSTプ ロ トコルの設計は、初めての試み で もあ り、

且つ多 くのサイ トか らの代表 者による討議が重 ねられた末 に決定された と言われており、その

設定は極めて難事業であ った と推察 される。HOST-HOSTプ ロ トコルは 、

① 多種類のHOSTに 受 け入れ られる汎用性

② 小型HOSTに も適応す る単純性

③NODE間 プ ロ トコル、NODE-HOSTプ ロ トコル等 との整合性 と無矛盾性

等 が必要条件 となる。特にARPANETの 場 合は①に示す点で、夫 々異 ったHOSTを 持 つ

各 サイ トの代表者の意向はさま ざまであ り、できる限 り多 くの主張を取 り入れねばならぬ とい

う立場か ら、ある程度は妥協的性格 も持た ざるを得 なか ったか も知れ ない。現在 プロセス間の

コネ クシ ・ン設定やHOST内 の バ ッファ管理 などに関 し、やや問題がある と言われているが、

HOST間 プ ロトコルの変更は各HOSTのNCPの 変 更を引き起 し、現状 では各サイ トのN

CPの 大 巾変更は不可能 に近いため 、プロ トコルの変更 自体 きわめて困難であると言われてい

る。他の ネ ・トワーク計画に於て も、この貴重な経験は充分活かすべ きであろ う。

(3)プ ロ トコルの標準化

コンピュー タ ・ネ ッ トワークに関連 した各種の標準化案は、国際 ネッ トワークや ネ ットワー

ク同志の相互結合等の ニーズにそ なえ てCCITTあ るいはISOの 場 で進め られつつあるが、

その 一環 として1975年(IFIDの 下部機構であるINWG(lnternationalNebvvork－
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WorkingGroup)に よ ってENDTOENDプ ロ トコルの プロポーザルが作成 された。

ENDTOENDプ ロ トコルとはARPANETに おけ るHOST-HOSTプ ロ トコル

と発信地IMP－ 目的地IMPプ ロ トコルの一部を包含 した ものであ り、主 な機能は 、

①

②

③

④

⑤

プ ロセス間通 信 とその多重化サービス

プロセス間の フ ロー制御

メ ッセージの分割 と再組立

メッセージ伝送のエ ラー処理 と順序制御

HOST間 の 割込み処理

等 に関 し規定 している。

結果的にこの プロ トコルはCYCLADESのTransferProtocal(ARPANETの

HOST-HOSTプ ロ トコルに相当する)に きわめて類似 してtsb話 題 となっている。

特に現在問題 とな っている点 、即 ち

① プロセス間 コ ミ=ニ ケーシ ・ンとして、Liaison(VirteralColl)とLettergram

(Datagram)の 両方式を含んでいる。

②Letter(メ ッセージ)の 最大長を27648オ ク テ ッ ト(バ イ ト)と し、ARPA

NETや 他 の類似 システムが1000バ イ ト前後 であ ったのに比べ大巾に大 きくし、ユ

ーザ レベルにおけ るデ ータの分割 を避けている。

な ど、会話型処理対 ファイル転送 といった異 なる特性を持つ処理形態のいずれに も適応 させ得

る包含性を持たせた点、データ交換網 とHOSTQ分 担 に対 してある種の示 唆を一与える案 とな

っている点等が象徴 的 と言える。

今後のネ ッ トワー ク計画は これ ら国際標準 との関連を配慮 して行 く事が必要 となろ う。.

3.1.3仮 想 ・マシンとしての コンピュータ ・ネ ッ トワー ク

コン ピュータ ・ネ ッ トワークの窮極の目的は 、ネ ットワーク内の全 リソースを統合 された一つ

の仮想マシンと見なし、入力された ジ ・プが最 適のHOSTま た はHOST群 で処理 され、その

結果が出力 されるとい うきわめて高度 なユーテ ィリティであるぺ きだ とい う。例えばネ ッ トワー

ク ・ユ ーザは使用す るHOST名 や固有のJCLな ど知 らな くと も標準の手続 きに より処理依頼

が行われる。 またデータベ ースに関 して も集中 、分散 の如何 を問わず、物理的なデータ ・ペース

の存在場所を考慮す る事 なく自由なアクセスを可能 とす る仮想 データ ・ベースを実現す る事 とな

る。

この仮想 マシーンの実現には、次 のような機能が必要 である。

① 各HOSTの 持 つハー ド、ソフ ト、データ ・ペ ースの リソースのスタテ ィックな能力を一

元的に管理する機能

② 各HOSTの 現 在の負荷 の状態 や リソースの使用状況 をダイナ ミックに管理す る機能

③ 要求 された処理 内容 を分析 し、どの様 な リソースが必要であるかを判断する機能

④ ①、② 、③ の情報を統合 し、その時点で最適のHOSTま た は リソースを割 り当てる機
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能(一 般には コス ト要素 も含む)

⑤ 標 準的 なネ ッ トワー ケ・アクセス言語の設定

⑥ ネ ットワーク ・ワイ ドなデータベース操作言語の設定

同機種結合のネ ッ トワークに於 てはさほ ど困難でないこれ らの機能 も、異機種結合のネ ヅ トワ

ークに於ては まだ研究 レベルであ り、実用の メリッ トも検討 しつ くされてはい ない。最近み られ

る2、3の ア プローチ1は 以 下の ようなものがあ る。

(1)標 準NJCL

CYCLADESの 一環 として行 われている研究であb、Pasca1言 語 をペースとしたN

JCL(NetworkjobControlLanguage)を 提 案 してい る。従来のアセンブラ

言語 レベルのJCLを ハ イレベル言語化 し、且つ異機種間のJCLの 相 異を吸収 させている。

(2)NAM

NAM'(NetworkAccessMachine)はARPANETの 一 環 と してNBSで 研

究 されてい る もので、ユーザ端末 とネ ッ トワークの間に ミニ ・コン ピュー タ(PDP11/45)

を介 在させ 、各種HOST固 有 のTSSコ マ ン ド標準 コマン ドの関連 を登録 しておけば、ユー

ザがその標準 コマン ドを入 力す るこ とに より、NAMシ ステ ムが各HOST固 有 の コマン ドを

ジ ェネ レーートして くれ るこ とに よリネ ッ トワーク内の各種のTSSを 利 用 できる。 また システ

ムか らのレスポ ンス もNAMが 翻訳 し、ユーザ との インターフェースをつかさどる。

(3)LogicalNetworkMachine

CYCLADESの 一環 として グルノーブル大学で行 なわれている研究であb、 各 プログ ラ

ムにどのマシーンで も実行可能 なポータビリテ ィを持たせる。即 ち各HOSTに 標準的 な中間

言語 をイン タープリン トす るIGORと 呼 ぶ プロセスを置 き異HOST間 の差異を吸収する。

スタテ ィ ックなリソース情報の管理はある程度可能 であって もダイナ ミックな情報の管理は

情 報収集の方法 、タイ ミング、負荷等の充分 な検討が必要である。いずれ に しろ、情報の管理

を集中的に行 うか分散的に行 うかが議論 されねばならぬ。分散型 ネ ッ トワークにおける リソー

ス情報の集中管理はか なり矛盾を含 んだ もの となろ う。

リソースの最適ア ・ケーシ ・ンは特に難か しい問題である。恐 らく実用上は前記の リソース

情 報をク リア リング ・センタの ような役割でネ ットワーク内の何処かに持たせユーザの要求 と

リソースの現状 をマ ッチさせ るべ く対話型で人間の介入をある程度許す形 で実現 させるべ きで

あろ う。完全 な自動割当ての実現は、あるいは夢であるのか も知れ ない。

また 、仮想 データベースの実現への努力は研究段階では あるがい ぐつか行 なわれている。

①DRS

DRS(DataReconfigurationService)は 、ARPANETに おけ る研

究の1つ でネ ッ トワーク内で コネクシ ョンされる異HOST間 の2つ のプ ロセス(ユ ーザ プ

ロセスとサーバプロセス)間 でのデータの再編成(Reconfiguration)を サ ービス

す る もので、予め作成 された再編 成を記述 した フォー ムと呼ぶ プログラムをそのネームと共
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に ス トア し て お き 、 必 要 な時 に そ の ネ ー ム と2つ の プ ロ セ ス を 指 定 し 、 プ ロ セ ス 間 の デ ー タ

に リア ル タ イ ム に そ の 再 編 成 を ほ ど こ す もの で あ る 。 この た め に は 、 プ ロ セ ス 間 コ ネ ク シ ・

ン を 実 行 す る モ ジ ュ ー ル と こ の フ ォ ー ム を合 成 す るCompilerと2プ ロセス 間 に そ の フ ォ

ー ム を リア ル タ イ ム に 適 用 さ せ るinterpreterと が 必 要 と な る 。

ARPANETで はRandとUCLAにDRSCompilerが あ りUCCBとMITに

interpreterが あ る。

②SOCRATE

CYCLADESに お い て はCII,SIEMENS,IBM等 の マ シ ー ン 間 で 使 用 し得

る デ ー タ ・ベ ー ス ・シ ス テ ムSOCRATEを 作 成 した 。

こ れ は デ ー タ ・ペ ー ス ・シ ス テ ム をlogicalaccesslevelとPhysical

accessleve1に わ け 、両 者 の イ ン タ フ ェ ー ス をr種 の プ ロ トコ ル と して 定 め る 。

logicalaccessleveIに は 下 記 の 様 な標 準 のRequestlanguageを 処 理

す る機 能 を も た せ 、Physicalaccesslevelに は ネ ッ ト ワー ク を通 じ て の デ ー タ

転 送 機 能 を含 む 。

例RequestLanguage

Form:begin

nameofallpersonshavingaredcar?

typesofallcars?

end

こsで 例 え ばpersonsはHOSTAに 、carsはHOSTBに 夫 々デ ー タ ・ペ ー ス

と し て存 在 す る事 も可 能 で あ り 、夫 々のHOST用 にpsude-codeが ジ ェ ネ レ ー トさ れ

る 。

③ ・こイ レ ペ ル 言 語 に よ る デ ー タ変 換

MERITネ ッ トワ ーーク に お い て 、IBMマ シ ー ン とHISマ シ ー ン間 で の デ ー タ 変 換 を

2つ の ハ イ レ ベ ル 言 語 で 行 な う も の で 、SDDL(StoredDateDescription

Language)でSourcefileとTargetfileの 構 造 を 記 述 し 、TDL(Trans-

1ationDescriptionLanguage)でSDDLに よ る 両 フ ァ イ ル の 記 述 を 関 連 づ け 、

SourceDate構 造 をTargetDate構 造 に 変換 す る規 則 を 定 義 す る 。

以上の様 な例か らもわか る様に異機種間のデ ータ ・ベース ・マネ ージメン トのモデルは

① ハイレベルな標準アクセス法または言語を定め、異機種間ではすべての表現を標準形で行 う方法

② デー一夕を受け取る側が送b側 のデータ表現を自分側の表現にケース ・バイ ・ケースに1対1の 変 換

を行なう方法の2つ に大別される。

また変換のレベルは物理構 造のレベル、論理構造のレベル、操作言語のレベルの三通 り

が考 え られ るが、今後は操作言語 レベルでの互換性が中心 となろ う。標準 のデータ ・ベ ー

ス言語 の出現が期待され る所以である。
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5.2伝 送 路 の 形 成

3.2.1コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワーク用伝送路の必要条件

コン ピュータ ・ネ ッ トワーク用伝 送路は、従来の伝送路 に較べて、品質 の向上 と、経済性の向

上 の2つ の点が要求 される。

従来わが国において使用可能 であった伝送路網は、電話網 、電信網 および これ らの伝送網の一

部を専用的に使用 する専用回線の3種 類があるが、この うち、電信網は通 信速度が50bit/s

に制限 されてお り、コンピュータ ・ネ ッ トワークには、ほ とん ど使用不可能であるため、比較の

対象か ら除外 して考えると、電話網 とは主 として品質面で、また専用線 とは主 として経 済性の面

での比較が問題 となる。

(1)伝 送品質上の問題点の解消

電話網 を使用 して、データ伝送を行 う場合 には、現在 、以下の ような点が問題 となっている。

① デー タ伝送速度 の制限

電話網で利用で きる速度 は一般12400bit/s程 度 であ り、 これ以上の速度はほ とん

ど使用 できない。

② モデ ムの必要性

デ ータ伝送を行 う場合、デー タ信号を音声信号の形式に変換するため、両端 に高価 なモデ

ムが必要 となる。

③ 加入者線に ょる制約

電話網の加入者線はZ線 式であるため、1200bit/s以 上 では、同時に一方向の通信

しかで きない。従 って一般にデータは半2重 方式に制限されて しま う。

④ 接続遅延時間

電話網 では 、一般の交換網 を使用 しているため、回線の設定を行 うまでに、蔑悪の場合10

秒 以上の時間が必要であ り、この間の監視 ・制御は、コン ピュータに とって大 きな負担 とな

る。

⑤ 雑音、反響 、歪

電話網では、交換機か ら発生するインパルス性雑音、伝送過程で発生する反響(エ コー)、

歪 、雑音等が不可避 であるため 、伝送品質の劣化が生 じる。また、選択経路 が、その都度異

なるため、伝送品質が一定 しないとい った問題がある。

⑥ 帯域巾の制限

電話網は公称4KHZの 帯 域 巾に制限 されてお・り、これ以外の帯域巾を利用 するこ とはで

きない。

これ らの問題 を基本的に解決するためには、従来の電話網 とは切 り離 され た、新 しい伝送

路網 を作成する必要がある と考え られるが、現在実用化 されつつある① デ ィジ タル伝送技術、

② デ ィジタル交換技術 、の2つ の技術を組合せた ディジ タル伝送路網に よって、か なりの解

決がはかれる ものと思 われ る。
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① デ ィジタル伝送技術

デ ィジタル伝送技術は、パルス符号化変調方式(PulseCadeMadulatior略

称PCM)を 用 いて、データ機器か ら発生するディジタル信号を、アナログlc変 換 するこ

とな く、そ のまま伝送する技術 であ り、これを用いれば、先に述べた、モデムの必要性が

なくな り、かつ エ コー、歪 、伝送路雑音の問題が解決で きる。`また伝送速度の向上 もはか

れ、従来の一回線で48Kbit/sま で の伝送が可 能 となる。

② デ ィジタル交換技術

従来の交換技術は アナ ログ回線を主体 とした ものであ り、空間分割形交換機を用 いてい

たが、デ ィジタル伝送路では時分割 多重方式 と組合せた時分割交換 機が有効に機能を発揮

す る。 これ らの技術 を用いれば、接続時間の大 巾な短縮がはかれる とともに、すべて電子

部 品で構成 することが可能 となり、インパルス性雑音を解消 し、多重化搬送装置を用いる

必要が な くなるため伝送品質の劣化はほ とん ど生 じない。

また 、デ ィジ タル伝送路網を新たに作成する場合 には、当然加入者線路を4線 式にする

こ とによって、常に全2重 通信が可能 となる ようにする ことが望 ま しい。

(2)経 済 性の向上

コンピュータ ・ネ ッ トワーク用伝送路には、多種多様 の条件 があり、厳密 な経済性の論議 を

現時点で行 なうこ とは困難であるが 、比較的高価であるとい われてい る専用線 との比較におい

ては以下 のよ うなこ とがいえ る。

① 特定地点間におけ る高 トラヒ ・クのデータ伝送需要は、専用回線が有利であるが、専用回

線 の場 合、多数の相手 と接続する場合には、個 々に回線を設定する必要 があ るため、回線 費

用が割高 となり、その ようなケースにおいては、交換機能 を有 したデ ィジタル網 の経済適用

領 域が拡大され る。

② 一般的にディジタル伝送方式は、電話1回 線分で運 べるデータ伝送量が多いため 、伝送 コ

ス トの低減 が可能であ り、 また全体 として距離 に比例す る要素 の占める割合が小さいため、

長距離伝送路 においては 、か なりの経済性の向上が期待で きる。 しか しなが ら、4線 式の方

式 を採用す ると、加入者線路の負担が大 きくなり、 また加入者 毎に多重化装置 を設備す るこ

とになるので 、加入者あた りの固定 コス トは高 くなるもの と考え られ る。

したが って一般的 には、伝送品質の問題等 を無視 した場合、低 トラピックの場合には、電

話網 の利用 が有利であり、高 トラヒックの場合 には専用線の利用が有利であり、その中間の

領域 として 、デ ィジタル伝送路網の適用領域が存在するわけであるが、パケ ッ ト交換方式を

も採用する ことに より、低 トラピックの適用領域をかなり拡大す ることが可能 になる。

これ らの関係 を図示す ると、図3、2-1の ようになる。

以上の論議 を総合 して考 えると、 コンピュータ ・ネッ トワーク用伝送路の必要条件 として、

以 下の点を考慮 する必要が ある。

① 従 来の電話網に必然的に付随 した、雑音 ・歪 ・エコー等の問題がない高い品質 を有 した
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伝送路 が確保 しうること

② 接 続遅 延が極力少な く、 しか も経路選択の影響が少ない伝送路であること

③ コ ンピュータ側に とって負担 となる、高価 なモデムが不要 となるように、デ ィジ タル伝

送 が可能であるこ と

④ 帯拡 巾の制限を拡大する とと もに、伝送路容量の多様 な選択が可能であること

⑤ 回線交換、パケッ ト交換 の選択が可能であ り、伝送量 、電文長の組合 せに対 して、で き

るか ぎり広い経済適用領域を有す ること

⑥ 全2重 通信(双 方向通信)が 可能な伝送路 であること

●

/ z
〃//

回線 交換網

有 利領域

/

3.2.2我 国vatoけ る形成上の問題点

我国における、データ伝送に対する需要の増加、 コンピュータ間結合 の機運 の増大を勘案する

と、近 い将来 、前項 で述べた条件を満す伝送路網の形成が必要 となって くることは明 らかであ る

が 、形成 の過程において 、以 下の ような問題点が考え られる。

① 現在想定 しうる利用形態を考えた場合で も、データの トラヒ・クは多種 多様であ り、最適 な

伝送路網 を構成するのは容易 なことではない。

② ① に関連 して、網の構成 、用い る技術内容に も不確定 な要素が多 く、設備投資規模が不明確



であるため、個 々のケースについて 、経済適用領域 をどの程度 にしうるかの想定が困難 である。

③ 全 く新 しい伝送路網 であるため、需 要の想定が困難であり・当初からどの程度 の伝送路容量

を確保すれば よいか、また どの地点に回線 を設定すべ きかの判断がむつか しい。 また需要は・

回線 コス トとも密接 な関連があるため、問題は複雑 である。

④ 新 しい伝送路 の建設には、多額の初期投資を必要 とす るので、当初か ら、全国的な網を形成

す ることは困難 である。また近距離 や、極端に トラ ピックの低 い需要に対 しては 、新伝送路網

は経済的にひ きあわないので、形成過程 においては、電話網 あるいは専用線 との混在は避け ら

れない。

⑤ コンピュー タ ・ネ ッ トワークの形成につ なが る伝送路網は、全国的 な拡が りを持つことは勿

論 、将来国際的 な接続 も考慮 しなければ ならない ので、統一 された、また国際的 な動向にもマ

ッチする インタごフェイスを有する ものでなければ ならない。

これ らの問題は一朝一 夕に解決で きる ものでは ないが、将来に対する発展性 を考慮すると、現

時点で利用可能な技術に よって、で きるか ぎり低廉 な伝送路 を高 トラヒックの予想 される地点間

に作成 し、長期的な展望に立って、徐 々に全国的 なネ ッ トワークを形成 してゆ くことが現実的で

あろ う。その際 キ ャリアとユーザの接触 を深め、有効 なフィー ドバ ックを働かせることに よって

日本の実情にあ った伝送路網が形成 され るこ とが望 ましい。また 、効率的 な伝送路網は、 トラフ

ィクの形態 に大 きく左右 されるので、今後の動向 として 、どの ような使用形態が主 流を占めてゆ

くかの見極 めも重要 なポイン トである。

いずれにせ よ、今後10年 間程度は、デ ィジタル伝送路網の運ぶ トラヒックは、全デ ータ伝送

需 要の1～2割 程度 では ないかといわれてk・り、最初か らあまり過大な期待 をかけることは危険

であるが、長い視野に立 った、適正 な伝送路網の形成 を考えてゆ くことが必要で あろ う。

3.2.3'諸 外 国の技術開発の動向

欧米諸 国においては 、デ ータ伝送需要の増大 と、既存 め回線網利用の行詰 りが問題 となり、か

なり早 くか ら、新 しい伝送路網作成の計画があるが、それぞれの国情 によって、い くつかの異な

った方式が とられている。

① 第1の グルー プは 、現在の通信網がデー タ伝送 に適 さないことに対処するため、既存の技術

だけで も暫定的 な新デー タ網 を作ろ うとする ものであ り、現在の通信網の伝送 品質が比較的 よ

くない欧州諸 国で具体化されてい る。 テレ ックスを高度化 した もの としては 、西 ドイツのアー

タ 交 換 用 電 子 交 換 機EDS(E1・ ・t・ ・ni・D・t・Swit・hi・gS・ ・t・m)の 開 発 が

代表的 であ る。 このEDSは 西 ドイツだけで な く、アメ リカを始め とす る多 くの国々ですでに

使 われ てい る。

一方 、電話網 と同 じようなモデルを使 う形式 の もの としては、フランスの カデ ュセ網が あり、

1972年 か らサー ビスを提供 している。

② 第2の グループは、デ ィジタル伝 送技術の進歩 を取 り入れ伝送 コス トの低下 と品質の向上 を

ね ら うもの で、ディジタル ・データ ・サー ビス(DDS)と 呼 ばれる。 これは長距離伝送の需
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要が多いアメリカにおいて、まず実用化 された。代表的 なものは カナダの電話会社が提供する

データルー トで、時分割 多重化装置の活用に より、低速回線 を大巾に経済化 した点が特徴的で

ある。

③ 第3の グルー プは 、デ ィジタル伝送技術に時分割交換の技術 を組み合わせ 、豊富 なサービス

を提供 しようとす る ものである。 この方式は 、現在各国で計画が進め られているが 、本格的 な

サー ビス開始 したものは まだ ない状態である。

④ 第4の グルー プは、いわゆ るパケ ッ ト交換 方式 で、米国のARPA網 、英 国のNPL網 、 フ

ランスのシクラー ドとRCPな ど多数の実験網 が稼動中であり、スペ イン 、オース トラリアな

どでは、やや特殊 な方式 であるが、既に商用サー ビス も行 なわれている。 また英 国では、近 く

EDSSと 呼 ぶパケ ッ ト交換方式による公衆網サービスを開始すると伝え られている。 なお最

近は、衛星 を利用 したパケ ッ ト交換技術の研究 も盛んになり、国際通信 に もパケ ット交換が利

用される傾向がある。

各国の技術動 向とネ ッ トワーク形成の方向 をまとめた ものを表3.2-1va示 す 。

表3.2-1各 国 における新 データ網の開発状況
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我が国は、 これらの諸国の動向を見つつ、これか ら新 しい伝送路網 の作成を行な ってゆ くわ

けであるが、新伝送路 の必要性 についてはほぼ各国 と同 じ状況であり、技術 水準 として も十分

比肩 しうるものであると考えられるので、できるかぎり広い要求条件をカバーしてゆく方句で進むべきであ

ろう。
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3.3汎 用 プ ロ トコ ル の 形 成

3.3.1汎 用 プロ トコルの定義 と必要性

ここでは コン ピュータ ・ネ ッ トワークを実現す る為の各種の取 り決め となる汎用 プロ トコルの

必要性設定へのア プローチ、条件 、構造モデル、予想 される問題点 について主に技術的側面か ら

考察す る。

(1)汎 用 プロ トコルの必要性

コンピュー タ ・ネッ トワーク内の各 リソースのアーキテ クチ ャ、テクノロジー、OS(Qpera-

tingSystem)等 は 全て異 っている事 が前提 となる(ヘ テロジニアス ・コンピュ ータ ・ネ

ットワーク)。

また 、ネ ッ トワークに加入するCPU、 端 末、網装置 などの バー・一ドウェアとソフ トウェアは、

サプライヤーが標準的にサポー トしている物を極力そのままの仕様 で利用 できる事が望 ましい。

(も ちろん加入す る為の変更追加は当然であるが、ネ ッ トワークに関係のない部分には影響を

与えない ようにすべ きであろ う。)

これ らの異種の リソースを結合 し、加入者が網 内の全ての リソースを コン ピュータ ・ネッ ト

ワークを意識 する事な く利用で きる事(バ ーチ ャル ・ネ ッ トワー ク)を 可能 とする為には、広

範囲にわた った取 り決 め とその実行が必要 とされる。

3.3.2汎 用 プロ トコル設 定への アプローチ

コン ピュ]タ ・ネッ トワークを実現す る為には、技術的側面ばか りでなくその社会性 、経済性 、

政治性 など多 くの側面 を考え なければ ならない。

従 って、 コンピュー タ ・ネ ッ トワークの利用面からハー ド・インターフ ェースにいたる プロ ト

コルを設定 する事 には、.か なりのむずか しさが あると予想 される。

現在の状況では、汎用プ ロ トコルを形成するには次の ようなアプ ローチを取 る事が有効であろ

う。

① プロ トコルは、基本的 な ものか ら順 次決めてい く。

② 機 能的 には既存 のオ ンラインシステムの プロ トコルを踏襲 しつつ、ネ ッ トワークのプロ ト

コル 自身は 、既存 の ものか らステ ップアップしたもの とす る。

③ 実施は今後形成 され るであろ う新デ ィジタル網のサービス状況を考慮する。

④ この為、国民的 なコンセンサスの上 に推進母体 を置 き、 これ らの設定、運営の方向を検討

する。

以下では① 、② を補足す る形で技術的側面 か ら汎用 プロ トコルを眺めてみ よう。

(1)汎 用 プロ トコル制定の技術的側面

コンピュータ ・ネ ッ トワークを構成す るプロ トコルは概念的には以下の2種 に大別で きよう。

① 通 信 プロパーなプロ トコル

② データ処理 プロパーな プロ トコル

大規模 ネ ッ トワー クにおけ るプロ トコルを考えた場合に汎用 プロ トコル としてどこまでを

一82一

6

章

5



」

b

●

,

規制するかは、加入者に対す る制限/影 響、有効期間等を考える上で重要 な問題 となる。

① の通信 プ ロパーなプロ トコル(ex.HOST-HOSTプ ロ トコル、伝送制御手順 等のプ

ロ トコルを想定 している。)は ネ ットワークの業務 内容、加入CPUの ア ーキテクチャ/テ ク

ノ ロジー、OSの 相 違などとはか なり独立に設定が可能 と考えられる。

従 って、汎用 プロ トコルとして多 くの機種 での実現が可能 と考えられ、まず、こめ レベルか

ら設定するのが得策であろ う。 この レベルの プロ トコルはネッ トワーク全 ての プロ'トコルの基

本部に なるので 、設定に当た っては、次の事 を考慮 しなければならない。

。 上位 プロ トコルとの独立性

o変 更が網全体に与えるインパク ト

o仕 様の拡張性

この場合 、通信 プ・パーな機能 を実行す るのはヘテ ロジニアスなコンピュータである事 を忘

れては ならない。(同 種の装置でインプ リメン トされ ている仕様の変更は、その仕様が他 と完

全に独立 していれば 、変更はかな り容 易に行える。例 としては、ARPANETのIMP-

IMPプ ロ トコルのレベルア ップがある。)

一 方、② の デー タ処理 レベルの プロ トコルは

① 業務内容'「 川

例えばoTELNET

oRJE』 t・i'∵'

oFiLe、

oInformationNetwork等

②OSの 相 違

例えばoJCL

o言 語

oFiLe構 造/ア クセス法/シ ェア

o資 源管理の方法

。オペレー タ操作 コマン ド 等

③ デ ータ形式の相違

。コー ド系

。フローテ ィングデー タの形式

・デ ータ長

。データ構造 等

④CPUア ー キテ クチャの相違

。インス トラクシ ョンセ ッ ト 等

などの種 々の要因に より、設定上の制限事項 は増大 し、全てのユーザの要求 を満たす ように

オ ールマイテ ィーな汎用 プロ トコルを制定 する事は非常に困難 である。
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しか し、要因 としてあげた個 々の項 目の中には 、部分的に、IS6等 の 国際標準化機構 や、

国内での標準化機構 、単独のサ プライアー内において標準化の努力が行われている ものがある。

従 って 、データ処理 プロ トコルに関 して も範囲を限定 してステ ・プを踏ん で行 けば、ある程

度汎用的にプ ロトコルを作成 する事 も将来は可 能になるであろ う。

既存のCPUを 利 用 して、そのアーキテクチャ/テ クノロジー、6Sを 極 力そのままの形で

利用する とい う前提 も、処理レベルの プロ トコルが コンピュータ ・サ プライアーに とってか な

bの 説得性を持 って設定 されれば、コンビ=一 夕 ・ネ ットワークを意識 したCPU、dsの 設

計が行われ るとい うコンピュータ ・サプライアーへの フィー ドバ ック機能 を果たす事 も充分に

考え られ る。

処理 プロパ ーなプロ トコル設定のア プローチは、通信 プロパーなプロ トコル設定のア プロー

チと方法 を多少異にすると予想 され るが、他の標準化機構の動向を眺めながら、次の事柄を考

える事 が今後 の大 きな課題 となる と思われる。

・処理 レベルの機 能をいか に基本要素に分解 し
、又 これを組み立て る技術を発達 させ るか。

・特殊解をいかに一般解に拡張す るか?

・どの ような範囲に一般解を適用 させ るか?

3a3汎 用 プロ トコルの構造モデル

コンピュータ ・ネ ッ トワーク ・システムでは 、各種の計算機 、各種の端末が、各種の形態 で接

続 され る様 になり、ネ ットワークの プロ トコルの明確化 が必要 であ る。

ここでは 、プロ トコルとして考慮すべ き事項 、 プロ トコルの階層構造の妥当性 について述べ 、

その実例を紹介 する。

(1)プ ロ トコル としての考慮点

今までのネ ッ トワーク ・システムの大部分は 、通信 と処理 との機能 がい りくんでおり、通信

の機能 もシステムごとに異 な っていた6

従 って、プ ロ トコルとしては、次の点を考慮する必要がある。

Oネ ッ トワーク(網)の 透過性

。アプ リケーシ ョンの独立性

Oネ ッ トワーク構成の融通性

以上の点を満足させ るためには 、ネ ットワークの本質的 な種 々の機 能に着 目し、それ等の機

能が、互いに干渉 しない様にすべ きである。その方法 として、ネ ットワー クの機能を階層的に

とらえ、'各機能層に対応 して統一的に プロ トコル を設定すべ きである。

(2)汎 用 プロ トコルの階層構造

上述 した様に、汎用 プロ トコルは階層的に とらえるのが妥 当である。 コンピュータ ・ネ ット

ワークの汎用 プロ トコルを一般的に模式化 として図3.3-1va示 す。
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1

加人者
計算機(HOST)

網 加入者
計算機(HOST)

計 算 機 網 「→ 一 一 ー一 交 換 網 プ ロ トコ ル →1計 算 機 網

プ ロ トコ ル1プ ロ ト コ ル1

「← 一 ーーーー一.-1ド ー ー 一 →r

li
「

l

HOST//HOSTプ ロ トコ ル 一 一 ー ー一1

1

図3.3-1汎 用 プ ロ トコ ル の階 層 構 造

■

■

(3)汎 用 プ ロ トコルの実例

汎用 プロ トコルが 、階層構造になっている実例 として、大学間計算機結合 、富士通 、IBM

(メ ー カー-ICおい て も、 プロ トコルの汎用化が行なわれている。) 、ARPANETの 各 プロ

トコルの構造 について紹介する。

ここで、共通的にい える事は、次の点である。

。処理 プ ロパ ーな部分 と、通信 プ・パーな部分が分かれている。

。処理 レベルからみた場合 、介在 ネ ッ トワークは、フィジカルな装置構成及び機能にとら

われ ないネ ッ トワーク全体の仮想化 を もたらす方向を目指 している。

① 大学間計算機結合(Nlプ ロ ジェク ト)の 例

複数の大 学問大型計算機 を結合す るコン ピュー タ ・ネッ トワークの計画が進行 している

(Nlプ ロ ジェク ト)o・

これは、電電公社 ・新 データ網 を介す る全国的な学術情報 ネッ トワークを目指す ものであ

る。 このた めに、 システ ム構成 、ハー ドウェア及び ソフ トウェアの開発を行い、実証実験 を

通 じて 、そ の実現性 を確認するとともに、問題点の摘出 ならびに、その解決をはかろ うとす

る ものであ る。

このシステムは 、目下開発中の インハウス ・ネットワーク及び ローカル ・ネットワークや
、今

後開発 され る予定の学術用 の汎用及び専用 データベースを大型計算機 セ ンタを介 して、接続

す る様 に計画 されている。

ここにお・いて も、プロ トコルの階層構造が、とられており、図3 .3-・2の 様に なっている。
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RJE
プロセス

RJEプ ロトコル

_____一 一 ー 一 一 ー ー 一 一 ー 一 －
RJE
プロセス

HOST-HOSTプ ロトコル

HOST/F.EP

ローカル プ ロ トコル

FEP-FEPプ ロ トコル

FEP/NETFEP/NET

誌 三{疹
パケット多換網

'ロ ー カルマク ロ

HOST/FEP
ローカルプロトコル

RJE:RemoteJobEht!7

NCP:NetworkCentrol

Program

FEP:Froat】 …hd

Processor

.̀

図3.3-2Nプ ロ ジ ェ ク トの プ ロ ト コル 構 造
1

また 、デ ー タ送受 信単位を各階層毎に図3.3-3の 如 く設定 してい る。

RJE

プ団七ス

メ ッセ ー シ ・フ ロッ ク

NCP

FEP

パケジ ト囲

RJE

プロセス

NC・P

FEP

注

メ ッセ ー ジ ・

ブ ロ ック

電電 公社 新

デー タ網 パ

ケ ッ ト交 換

の と きの バ

ケ ッ トの こ

と。

`

σ

図3.3-3N11プ ロ ジ ェ ク トの デ ー タ送 受 信 単 位 の 階 層
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∀

② 富 士 通 に よ る コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー クの 例

こ こ で は 、HDLC(HighLevelDataLinkContro1)を 使 っ て い る 例

を 示 す 。

通 信 回 線 を 経 由 し て 、2台 以 上 の コ ン ピ ェ 一 夕等 が 接 続 さ れ る場 合 、 各 々 サ イ ト(従 来 慣

用 的 に 使 わ れ て い る セ ン タ シ ス テ ム 、 端 末 シ ス テ ム 等 の 言 葉 で 呼 ば れ て い る か た ま り を サ イ

トと呼 ぶ)が 、 別 の サ イ トを 通 信 す る た め の 、 サ イ ト間 プ ロ トコル を 、 次 の 様 に 規 定 し て い

る。

oサ イ ト問 プ ロ トコ ル

ω 伝 送 制 御 レ ベ ル(Lレ ベ ・レ),

1ロ)ネ ッ ト ワ ー ク制 御 レ ベ ル(Nレ ベ ル)

内 パ ス 制 御 レベ ル(Pレ ベ ル)

サ イ ト間 プ ロ ト コ ルの レ ベ ル の 概 念 を 図3.3--4、 プ ロ トコ ル の 構 造 を 図3.3-5に 示 す 。

サ イ トA ノ ー ド サ イ トBル φ

'

ノフ ロセス

Al

/プ ロセス'

Lレ ベ ル

Nレ ベル

一 一「

-T

－ ー ー 一 → 一

_____L_

プ ロセス 、

B1
、、
～_,ノ

プ ロセ ス 、

B2

■

図3,3-4サ イ ト問 プ ロ トコ ル の レベ ル の概 念
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プ ロ グ ラ ム

ま た は

デ バ イ ス

一 一 ー 一 一 ー 一 一 一 一 ー メ ッ 七 一 ジ

プ ロ グ ラ ム

ま た は

デ バ イ ス

Pレ ベ ル

制 御 モ ジ ュ ー ル

Pレ ベ ル プ ロ トコル

Pレ ベル ト

ヘ ソタ㍉

r晴晴トーー 一 一 ー 一 一 一 一

ロ コ

Nレ ベ ル プ ロ トコル
Nレ ベ ル

コ コ
ヘツダ:1

Pレ ベ ル

制 御 モ ジ ュ ー ル

Nレ ベ ル

制 御 モ ジ ュ ー ル

Lレ ベ ル

制 御 モ ジ ュ ー ル

一 NH PH
"

メ ソ セ ー シ 一

`l

I ll

lll

Lレ ベ ル プ ロ トコ ル
ll
I}

Nレ ベ ル

制 御 モ ジ ュ ー ル

Lレ ベ ル

制 御 モ ジ ュ ー ル

■

一

| 1
L

FAC NH PH メ ツ セ ー ジ FCSF

図3.3-5プ ロ ト コ ル の 構 造

③ARPAネ ッ トの例

米国に於いては、ARPAネ ッ トに代表 され るコン ピュータネ ットワークが実用化 されて

いる。ARPAネ ッ トでは、プロ トコルを どの様 に とらえ ているかを図3.3-6に 示 す。

■
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フ ロ セ ス

高 位 プ ロ ト コ ル
一 一 ー 一 一 一 一 一 一 一 一 ー ー ー 一 一 一 一 一 一

＼ ロー カ ル マク ・

＼

HOST-HOSTプ ロ トコ ル

NCP-一 一 一 一 一 一 ー ー 一 一 ー ー 一 －

HOST/IMPプ ロ トコル

IMP-IMPプ ロ トコル
4唱■←一一 一 一_____ _

フ ロ セ ス

イ

∠

/ロ ー カ ル マ ク ロ

/

/

HOST/IMP

プ ロ トコル

図3.3-6ARPAネ ッ トの プ ロ トコル 構 造

④IBMのSNA(SystemsNetworkArchitecture)の 例

SNAの 目 的 と か 、 フ ィ ロ ソ フ ィ面 は 、 富 士 通 の もの と似 て い る が 、fン プ リ メ ン ト方 法 、

プ ロ ト コル の 内 容 は か な り異 な る。

以 下 、SNAの 概 念 を 図3.3-7に 示 す 。

機 能 制 御

(NAN)

送 制

(TC)

路 制

(PC)

回 線 制 御

(DLC)

機 能 制 御

(NAN)

送 制

(TC)

路 制

(PC)

回 線 制 御

(DLC)

図3.3-7SNAの 概 念
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3.a4汎 用 プロ トコル設定 の問題点

これまで述べた事 も含 めて、汎用 プロ トコル設定の問題 点についてまとめてお く。

(1)技 術的問題点

汎用 プロ トコルの設定 の うえで、技術的に考慮 しなければな らない点 としては、次の様 なこ

とがいえ る。

① プロ トコルの信頼性 一 各種特殊状態 に対す る リカバ リが十分可 能か。

② プロ トコルの効率一 オーバヘ ッドが少 なく、効率良 くデータ転送が可能 か。

③ プロ トコルの拡張性 一 階層化 が十分で新インタフェー スの追 加、及び国際的ネ ッ トワ

ークとの接続 に対 しても配慮 されているか。

④ プロ トコルの評価 一 評価手段が十分用意 され てい るか。

(2)運 営 のための問題 点

規約設定 には開発母体 、作成 のための参加者、参加者の考え方の違い 、事情に より非常に困

難 な面が あるが 、運営 のための考慮点 を列記 して拾 く。

① 開発母体(公 的機関 のバ ックア ップ)

・初期投資 への耐力

・拘束 力が必要

・利潤追求型 の反省

② 開発順序

・既存規約の開発 と実施

・新規約 の開発 と実施

・新規約の既存規 約の吸収

◆

ヤ

●
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◇

ψ

●

●

5.4コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ,一 ク に お け る デ ー タベ ー ス

3.4.1コ ン ピュー タ ・ネ ットワークにおけるデー タベ ースの意義

コンピュー タ ・ネ ッ トワークにおけるデータベースの問題は、単に情報流通の問題 に とどまら

ず広 くコンビ… 一夕利用上 の最 も重要 なテーマの1つ としてあげ られている。

これ まで 、コン ピュー タ ・ネ ットワークとデータベースとは、それぞれの場において研究 、試

行 、開発が重ね られてい るに もかかわ らず、両者の結合の問題 については、まだ議論の域 を出て

いない ように思 われ る。

コンピュータ ・ネ ッ トワークは、ハ ー ドウェア、ソフ トウェア、データなどの資源 を共用 し合

うことがで きるように結合 され 、それぞれ独 立 した機能 を もコンピュータシステムの集 まりとし

てとらえることがで きる。

また、デ ータベースは複数業務 に よる共用が可能となる ように、集 中的に編成 、運用 、管理 、

維持され る相 互に関連のあ るデー タの集合体 として とらえることがで きる。 これ らコンピュータ

・ネ ットワークとデータベ ースとの目標 には 、両者に共通的 なものがあげ られる。それには複数

の利用者に対す る資源の有効 利用 をはかる機能である。すなわ ち、コンピュー タ ・ネ ットワーク

では 、ハー ドウェアの共用(ロ ー ド・シェア リング)、 データの共用(デ ータ ・シェア リング)

などがはかられ てい る。 また、データベースでは 、情報の共用 とい う観点か ら、デ→ の有効利用'

がはかられている。

しか し、デ一夕ペ・一スでは 、そ の機能を全 うす るために、デー タ管理機能 を不可欠 としてい る。

この管理は、データベ ース管理者 に よって行われ る。

データベース管理者の役割は 、データベ ースを使用する各ユーザの要求 を収集 し、分析 し、そ

れに基 づいてデータベースの設計 ならびに作成 を行い、さらにその運用の監視 を行い、必要に応

じて、デ ータベースの再編成 や再構成 を行 うことである。つま り、デ ータベ ースは、作成 と保存

とに責任 と権限を もったデータベ ース管理者に よって集中管理 されるのである。

ここに 、データベース管理者に よるデー タベースの集中管理は、論理的に集 中管理するこ とを

意味 してお り、必ず しも物理的 な集 中管理 を意味 してい ない 。

例 えば 、いま、図3.4-1Bに 示 す如 く、ある企業の本社 と工場 とにそれぞれ コンピュータ ・

システムが存在 し、これ らに よって コンピュータ ・ネ ッ トワークが構成 されている状況の もとに、

当該 企業の受 注 ・生産 システムのデータベースが、図3.4-1Aに 示 す如 く構築 されていると想

定 しよう。 この想定の もとでは、各 々の コンピュータシステムのエン ド・ユーザが 、デ ータベ ー

スを利用 する場合 、ユ ーザか ら見えるのは、データの論理構造 である。このデ ータベースは、ユ

ーザか ら見れば論理的に1つ の データベースであるが 、実際には 、コンピュータ ・ネッ トワー ク

内の都合 の よい場所に格納 され ている。

一般的にいえば、 コンピ ュー タ ・ネ シ トワークは、い くつかの機関 ・企業の互いに対等 な立場

にある個 々のコンピュー タシステムに よって構成 されている。 また、利用 しようとするデータベ

ー スは、コンピュータ ・ネ ッ トワークに参画 してい る機関 ・企業 に よって、それぞれ独 自に集中
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管理 され ている複 数個のデータベースが対象 となる。

ここに集中管理を必要 とす るデータ ・ベ ースと分散管理 と資源の共用 を目指すコンピュータ ・

ネ ットワーク との思想のギ ャップが問題 となる。

理論的、長期的 なことを別 として、現実的 な問題 として とらえるならば 、コンピュータ ・ネ ッ

トワークにおけるデータベースについては 、さ しあた りその実現に対する現実的な限界を見出す

ことが重要課題 としへえ よう。

3.4、2実 現化へのステ ップ

コン ピュー タ ・ネ ットワークにお・けるデータベースの実現化のステ ップとして考え られ る もの

をあげ ると次のように なる。

(1)フ ァイルの転送 に よるデータの共 用

② ファイルを結合 した仮想 ファイルに よるデータの共用

(3)同 －DBMS(DataBaseManagementSystem)に よる仮想データベ ースで

のデ ータの共用

(4)異 種 のDBMSに よる仮想 デー タベ ースのデータの共用

(1)につ いては必ず しも本格的 なデータベースの共用 とはいいがたいが、 コン ピュータ ・ネ ヅ ト

ワークにおけ るデータの共用 とい う意味 で、これ を第一段階 として考察す る。

上Ei](1)～(4)の難 易度 と、それ らの発展段階は図3.4-2に 示 すごとく想定 され る。

●

●

難度大

デ ー タ

ベ ー ス

口
図3.4-2コ ン ピ ュ ー一 夕 ・ネ ッ トワ ー ク に お げ る デ ー タベ ー ス 段 階
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(1)フ ァイルの転送に よるデータの共用

この段階では、他HOSTに 存 在す るファイルその ものをユーザが指定 するHOSTの フ ァ

イルと して コピーを行い 、これによって ファイルの共 用 とい う機能を保 っている。

この方法に よってデ ータの共用を行 っている例 と してARPAネ ッ トワークが あげ られ る。

利用者

フ ァ イ ル

X

フ ァ イ ル

X

▲

9

図3.4-3フ ァ イ ル 転 送 に よ る デ ー タ の 共 用

図34-3に お いて、HOSTAでHOSTBの 保 有 してい るファイルXを 使用 したい場

合 、ユーザ レベルの プロ トコルであ るFTP(FileTransfer'Protocol)に よ っ

て、 ファイルの転送 を行 う。これに よって、HOSTAに フ ァイルXが コピーされる。

この方法に よる長所 ・短所,を次に示す。

長所

① 技術的に実現が容易である。

② ファイルの コピー後は、早い アクセスが保証 される・

短 所

① ファイルのナベてを コピーす るため 、大量データの格納され ている ファイルを取扱

うこ とは、時間的に不利 である。

② データの変更が あれば もう一度 コピーしな くては ならない。頻度の多いデータには

不 向 きである。

③ フ ァイル全体を2重 化の対象 とす るので多量の記憶 スペースが必要 となる。

(2).フ ァイルを結合 した仮想 ファイルに よるデータの共用

.この方法は 、複数の異 ったHOSTに 格 納 され てい る複数の ファイルを、ユーザに対 しては 、

あたか も1つ の ファイルであるかの ように見せ、 これに よって処理可能 とす る方法 である。

この方法 も(1)と同様 に、必ず しも本格的 なデータベースの共用 とはいい難い。(1)の よ う1フ ァイ

ルすべてあ転送 を必要 とするので な く、必要な部分のみの転送 によってデ ータの共用 を計 る方

法 である。
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●

●

利用者

フ フアイル

xY

「ぐ 一 一 一 一 ●■一一 、

、 、

、 、

iZI

!!
∠______,!

図3.4-4仮 想 ファイルに よるデー タの共用

図34-4の 様 にHOSTAの フ ァイルX、HO'STBの フ ァイルYに つ ぎのデー タが

格納 されている場合 、ユーザは仮想 ファイルZを 想定 して処理を行 うものである。

フ ァ イ ルX フ ァ イ ルY

01FILE-X 01FILE-Y

02PERSON二NOpic9(5) 02PERSON二NOpic9(5)

02SKILLpicx(30) 02SALARYpic9(6)

02EDUCATIONpicx(10) 02FAMILYpic9・

フ ァ イ ルZ

01FILE-Z

02PERSON-NOpic9(5)

02SKILLpicx(30)

02EDUCATIONpic9(6)

02SALARYpic・9(6)

02FAMILYpic9・
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この処理 を可 能 とするために次 のいずれかが必要である。

(a)同 じ仕様のア クセス ・メソ ッドを使用す るか、または標準化 されたアクセス ・メソ ドを使

用する。

(b)ア ク セス ・メソッ ド・デ ィクシ ョナ リをもって 、他HOSTか らのデ ータを 自己のアクセ

ス ・メソ ッ ドで解釈で きる「ようにその都度変換 を行 う。

長所

① フ ァイル全体の転送は不要である。

② アクセス言語 を標準化す る事 によって、異機種に も適応可能 であ る。

短所

① ソフ トウェア開発が困難 であ る

② ファイル更新 についての制御が困難である。

(3)同 －DBMSに よ る仮想 データベースでのデータ共用

この方法は、物理的には分散 して格納 されているが 、それ らを同一のDBMS(Data-

BaseManagementSystem)で 制御 してらるケースにおけ るデ ータの共用方法であ

る。

1例 として図3.4-5の よ うなケースを想定 しよう。

図3.4-5の デ ータ構造中の顧 客 レコー ドと受注 レコー ドを本社の コンピュータシステムに

格納 させ 、その他を工場 コンピュータシステムに格納 させ 、全体 としては1つ のデータベース

として取 り扱いデー タの共用 を計 るのが この方法である。

この方法 も解決せねば ならない問題 の うち主 なものをあげれば、 まず 、 コンピュータ ・ネ ッ

トワークが・・一 ドウェアの異 った機種のHOSTに よつて構成 されている場合 には 、それ らの

HOST共 通 のDBMSを 開発せねば ならない。

つぎに 、データベースの構造 の記述(ス キーマ)の 所在の問題が ある。 これについては、特

定のHOSTに デ ータベ ースの記述 をもたせ るか、すべてのHOSTに 同一 のデ ータベースの

構造の記述を もたすかを選択 しなければ ならない。 また、デ ータの構造に変更が生 じた場合 、

それに対す る構造 の記述 の変更方法 も重要 な問題 となる。

さらにデータベ ース管理者は他HOSTの もつデータすぺてについての、その責任を負 うこ

とに なるため、負担 は大変 なもの となるであろ う。

この ようにデータベースが物理的 に分散 された場合には、 より強 力なデー タベース管理に対

す る ツールの研究 ・開発が必要 とさる。

この方法の長所 、短所 は

長所

① 実際には データが分散 されて 、格納されているが、 ユーザはあたか も1つ のデータ1

一 スと して利用可能 となる。

② コンピュータ ・ネ ッ トワークの各HOSTは 同 一のDBMSを 使 用するため、開発、
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運用 に標準化の メリ ットがある。

短所

① コンピュー タ ・ネ ッ トワークの各HOSTが 同 －DBMSを 限 定 して使用す るため、

イ1巨の特徴 あるDBMSを 使用 で きない。

② 一般に、 コンピュータ ・ネ ッ トワー クの各HOSTが 異 機種 で構成 され ている場合

統 一 したDBMSの 開発(た とえ コンバー トに しても)を 必要 とすること。
`

》

図3.4-5同 －DBMSに よ る デ ー タ の 共 用

●

●

(4)異 種 のDBMSに よる仮想 デー タベースでのデータ共用

現時点において、 コンピュータ ・ネ ッ トワークを構成する、各HOSTが 独立 に作成 した デ

ータベースの共用をはか ることは非常に困難である。

た しかに、データベースの標準化はCODASYLの デー タベース作業班(DBTG)に ょ

って早 くから進 められ て鉛 り、そ してその言語仕様が発表 された ことは、広 く知 られている。・

しかし、その仕様 が発表 される以前に開発されたDBMSが 多数 あ り、またCODASYL

の 仕 様におおむね よっているが、そのサブセ ットであるシステム も数種ある。

この様 に、 まった く同一のDBMSは 存 在 しないので コンピュータ ・ネッ トワークvate已 て

は 、これ らをさらに標準化 して記述するシステ ムが必要 とされる。

コ ンピュー タ ・ネ ・ トワークの各 ホス トについては 、それ らのいずれかが網の中で管理的な

立場 にあ るの では なく、本来 平等であろ う。この コン ピュータ ・ネ ッ トワークに、管理機能を

必須 とす るデータベースを適用す ることに強い抵抗がある。

今 まで述べた ように、従来の発想の まま、データベ ースをコンピュータ ・ネ ッ トワークに適

用す るヒは非常に強い制限が必要 となり、む しろ、原点に戻 りコンピュータ・ネットワークにおける

データベースの新しい展開が必要と思われる。
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5.5ネ ッ トワ ー ク稼 動 ーま で の 問 題 点

コンピュータ ・ネ ッ トワークが形成 され、実際に稼動するまでの過程には 、技術的問題点の外 に

開発体 制や運営体制等のいわゆるネ ッ トワークを形成 しその利用者 となる人 々の意志統一 を計る組

織造 りが最 も大 きな問題 となる。 また、この組 織化 を目論む ことがネ ・ トワーク形式の第一歩で あ

ろう。

3.5.1シ ステム開発の段階

システム開発は、その過程を一般的に次の ような4つ の フェー ズに分割 し、この各 々の フェー

ズ毎 に評価 し、意志決定を行い次段 階に開発を進めてい く方法が採 られている。

フェーズ1シ ステムの分析

フェーズ2シ ステムの仕様決定

・ フェー ズ3シ ステムの設計

フェーズ4シ ステムの運用 テス ト

フェーズ1で はシステムの 目的を明確に打 ち出すために 、現状分析を行い、これを システム化

した場合 の基本的機能を決め、同時に機能分析に基づ き実現の可能性 を見極 める段階 である。

フェーズ2で はシステ ムの目的を充 足す る詳細 な機能分析as・よび必要ならばシステム ・モデル を

作成 し、シ ミュレーシ.ン を実施 しシステムの機能仕様を決定する。また この仕様 を満足す るシ

ステム構成機器の選択等 も行いシステム開発 費お よび運営費の見積を行 ない、システ ム具体化の

最終結論を出す段階 である。

フェーズ3は システム設計 ・製作の段階で コン ピュータ ・ネ ッ トワーク形成の場合であれば 、

コンピュータおよび端末装置の製作あるいは発注が行 われる。一方 ソフ トウェア面 では ファイル

お よび入出力デー タの詳細設計 、DSの 設計等引続 き各種 プログラムの製作 ・デバ ックが実施 さ

れ る段階である。

フ ェーズ4は システムの総合 テス トであるが、一般には実際の運用状況に見合 ったテス トを行

うと同時 にシステ ム利用者のオペ レーシ ョン訓練が実施 される。

以上の ような4つ の段階 を経てシステムの実稼動が始 まる。

3.5.2開 発 お よび運営体 の組織化

コ ンピュ・-4・ ネ ッ トワークの形成 を利用 目的に従 って分けてみると、次 のよ うな3つ に分け

られ る。

(1)ハ ー ドウェアの共用

(2)ソ フ トウェアの共用

(3)デ ー タの共用

(1)のハ ー ドウェアの共用は個 々の コンピュータ ・システムの持 ってい る処理能 力す なわ ち中央

演算処理装置 ・記憶装置お よび周辺装置の共 用で、処 理業務量 の増大 、コン ピュータの高度利用、

ユーザの拡大あるいは大型機導入等の問題解決 を 目的 とした ものである。

(2)のソ フ トウェアの共 用は ネ ットワーク内の コン ピュータ ・システムが持 ってい るソフ トウェ
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アを手近か なコン ピュータあるいは端末装置か ら利用 しようとす る もので、高度 な ソフ トウェア

に対す る需要の増大お よびその開発負担の重複排除を目的 と した ものである。

(3)のデ ー タの共用はネ ットワークを媒体 と して種 々のデータを共同利用 しようとする もので、

流通す るデータの性格で次の ように分け ることができる。

① オ ベレーシ ョナル ・システム

② マネー ジメン ト ・システム

③ インフォ メ・一シ ョン ・リ トリーバル ・システム

① のオペ レーシ ョナル ・システムの例 としては航空業務における座席予約や乗客 ・貨物 の搭載

情報交換等を 目的 としたSDTA(SocietInternationaldeTeleco㎜ 皿ication

Aeronautique)と い う機関 のネ ッ トワークがある。その他 医療 シス テム ・教育 システム等が

この分野に入るであろ う。

②の マネ ージ メン ト・システム{一は株式取 引情報の提供を目的 と したAutEX社 の ネ ットワ

ークや 、その外 、統計 データを提供す ることを目的 としたネ ッ トワーク ・システムがある。

③の インフォメーシ ・ン ・リ トリーバル ・システムは各種文献お よび図書 の検索を 目的 とした

ネ ッ トワークである。

以上の ような利用 目的に よリネ ットワークを形成する ときの利用者 の組織化の問題点 は異な っ

て くる。

す なわち、ハー ドウェアお よび ソフ トウェアの共用を目的としたネ ッ トワークにおいてはそれ

ぞれの資源の所有者を中心 とし、その所有者が広 く利用者 を募集す るとい う形 で組織化が計 られ

比較的組織化時の問題は少 ない と言える。すなわちそのネッ トワークへの加入経費の問題のみ を

利 用者は検討すれば、加入の可否の判断が出来 るこ とから組織化は容易である と同時 に、その組

織 からの脱退 も容易であるので利用者 と して も気軽に結論が引 き出せるからである。

これ と同 じような形態のデ ータの共用の②お よび③ において、考え られるが、① のオペ レーシ

・ナル ・システ ムを目的 と した ネ ッ トワークの組織化は全 く異 なった問題 を持 ってい る。すなわ

ち、この ような目的を持 った ネ ッ トワークに参画す ることは利用者側の業務に直接影響 を及ぼす

ところか ら、そのネ ッ トワークの規模に応 じ問題 も異な って くる。

ネッ トワークの規模 としては次の ような ものが考え られ る。

。企業内ネ ッ トワーク

・企業系列間 ネットワーク

。同業種間ネ ッ トワーク

O異 業種間 ネッ トワー ク

。企業 ・官庁間 ネ ッ トワーク

・国際的 ネ ットワーク

また、以上の組合せに よるようなネ ッ トワークの形成 も考え られ るが 、その形成時に必要 な一

つの 目的を持 った開発拾よび運営組織を設立することは、その参加者の性格に よって問題 も、解
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決方法 も異 なり、一様 に一般解 を求めることは困難 であ り、以下の事例 により、いか に開発 およ

び運営体が形成 されて きたかを見てみたい。

3.5.3事 例 －LACES

デ ータ ・ベースの共用を狙 った流通情報システ ムとして将来 国際的規模 での展開が期待 され る

輸出入業務 の 自動化 を目的 とし、その一部が稼動 している ロン ドン ・ヒースロ空港の輸入貨物の

通関 システムであるLACES(LondonAirportcargoEDPScheme)に つ い

てその開発の経緯を追 ってみたい。

LACESは ロン ドン ・ヒース ロ空港の英国税関(9部 門)、 航空会社(19社)、 航空貨物

代理店(174社)に 対 し、航空貨物 の在庫管理 と自動通関処理 サ ービスを提供するオン ・ライ

ン ・リアルタイム ・システムであるが 、将来各航空会社お よび銀行等 とコンピュー タ ・ネ ットワ

ークを形成 して行 く計画を持 ってい る
。前述 の分野でいえば、官庁 、異業種間のデータの共用 を

目的 としたオベ レー シ ョナル ・システムである。

この システムの開発構想は ヒースロ空港に乗り入れ てい る外国航空会社(エ ア ・フランス、・パ

ンア メリカ航空等)に より提案 された コンピューータの共同利用計 画に端を発 してい る。1966

年 か ら2年 間 、システムの調査 ・分析が行 なわれ 、システ ムを形成す ることによb各 航空会社は

メ リットを受け ることが確認 された。更にこの計画に英国税 関が参画 し、システ ム機能の拡張お

よび効果が税関 、航空会社相互に供受 されることが確認 されLACES具 体化 に大 き く踏み出 し

た。'

この場合 、利用者 のシステ ムに対する要 望は次のような手順でまとめ られている。

1966年 に 税関研究会(CustomsStudyGroup)が 組 織され 、通関の省力化につ

いて検討を始めてい る。 また、同年 ヒースロ空港に乗入れている航空会社が貨物 の自動取扱いに

関する総合 シス テムの可能性 を研究 すべ くAirlineEDPWorkingGroupを 発 足 さ

せた。

そ してこの両者の共 同研究 グループとしてJointS'tudyTeamとJointSteering

Committeeを 同年末 に発足 させた。1967年5月 上記JointStudyTeamに よ り

総合情報処理 システ ムの構想が完成 し、JointSteeringCo㎜itteeで 承 認 され、

1967年6月 広 く航空貨物 代理店foよ びマスコ ミ関係 に発表 され、英国政府お よび航空会社当

局 も原則的にこの提 案を認め、さらに開発を続けてゆ く必要性を確認 している。

さて、この段階での提案書は現状分析に基 づいたジ ・ブ ・モデルを作 り、これに よリシステム

仕様 を設定 し、開発に必 要な予算額を算 出すると同時1こ の開発費を9年 間で償却 することと し、

年間稼動 コス トを算 出 し、これを次の ように利用者に負担させ るとととしている。

英国税関40%

航 空会社34.3%

航空 貨物25 .7%代 理店
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竜

また、これ ら負担額は各利用者に設 置され る端末装置1台 当りの費用 として配分 され ることが

基本的に了承 された。

以 .ヒの ように コス ト算出 とその利用 者配分額を明示することに より、各企業は参加の可否お よ

び端末設置台数の決定の判断 が可能 となってい る。 このよ うにシステム利用者 にとって投資効果

を算出できる資料が提 出され ることは最 も重 要なことの1つ である。

さて この提案書 を仕様 として、コンピュータ ・メーカに提示 しシステム設計 ・製作者の募集 を

行 っている。一方 このプロジェク トの管理 お よび運営 を英国郵政省内の国立情報サービス(Nati-

onalDataProcessingService:NDPS)に 委 託するこ とを決め てい る。

LACESの 本 格的 システム設計 ・製作 に当っては図3.5-1に 示 すように英国税関、NDPS、

航 空会社、航空貨物代理店を構成 メンバーとす る運営委員会が設置され、この委員会の運営お よ

び事務作業全般 をNDPSが 担 当 している。

なお、NDPSの 下 に コン ピュー タ ・ハ ー ドの設計 ・製作を担当 したICLてInternational

ComputerLtdバ お よびソフ トウ ェアを担当 したCSI(ComputerScienceIn-

ternational)が 組 織 されている。

利用者 グループNDPSの 代 表か らなる運営委員会はLACESの 運 営 、管理、財政k・ よびP

Rに つ いて総合的管理を行 うと同時に 、機能要件 の設計明細を承認 した り、訂正 した りす る権限

を持 っていて構成は次のよ うに な っている。

航空会社代表3名

代 理 店 代 表2名

税 関 代 表1名

NDPS代 表2名

議長はNDPSの 局長が行い 、あらゆる決定は メンバー全員の賛成が必要で あり、LACES

に 加盟 してい る政府機関お よび業者は これ ら決定 に従 わなければならない。

o

ワ
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(利 用 者 グループ)

叩恥

社

G

会

㎎㎞

空

㏄W

航

PDE

英 国 ・税 関

(運 営委員会 メ ン バ ー)

税 関

ホワーダ(代 理店)

協 会 Ste

一 一 ー ー ー ー ー ー 一 一 ー ー 一

NDPS 代 理 店

航 空 会 社

SteermgCo㎜ittee
オ

航 空会社

●

(計 画 ・実施 グループ)

NDPS シス テ ム取ま とめ

税 関 税関管理担当 ICL
ハ ー ドウ エ ア

担 当

CSI
ソフ トウェア

担 当

図35-1LACESプ ロジェク ト体制
,

a5.4事 例2-SWIFT

SWIFT(SocietyforWorldwideInterbankFinancialTele-

co㎜unication)は 国 際銀行取 弓1メッセージの送受信手段 と して郵便、電報 、テレ ・クス

に代 る コミュニケ ーシ ョン ・サー ビスを提供す るものであ る。

前述の分類 でいえぱ、国際間の同業種 のデー タ交換 とい うことでデータの共有 とい うことか ら

は若干性格が異 なるが組織化の問題検討 として採 り上 げることとする。

この システムの開発構想は、1970年 フランクフル トに ヨーロッパ7ケ 国の銀行代表者が集

まり、国際銀行業務の抜本的合理化策について討議を始 めた ことに端を発 している。

■
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1971年 には これに アメ リカの銀行 も参加 して各銀行間 をネ ットワークす る具体的データ通

信 システムについて検討 を始 めた。その後2年 半の検討 、準備作業を終え1973年 この計画の

運営主体 と してベルギー法に もとつ く非営利組織 「SWIFT」 が正式に設立 され本部が ブラッ

セルに置かれ ることとなった。

具体的 シ ステム設計 ・製作は1974年 バ ロース社 に依託す ることとし、1976年6月 には

ベルギー ・ルクセンブル グ ・オランダが稼動 し、1977年 に は当初予定の15ケ 国 のすべてが

稼動す ることと左ってい る。

この非営利団体であるSWIFTの 経 費は5年 間ですべての開発費 を償却すべ く、これに加入

す るためには次の ような費用分担が必要である。

・資本金の出資

。会 員はSWIFTの 利用度合 に応 じて割当てられ、以後毎年1回 利用実績に応 じて再配分す

る。

01回 限 りの料金

新規 加入料 、ター ミナル接続料お よびア ドレス等の登録料

・経常直接費充当料金

交換 回線網 の呼 出料お よびモデム提供費用等の固定費

o年 間加入料金(経 常 費の50%)

加 盟 銀行の前年度送信 トラフィック実績に基づ き支払 う。

。メッセージ伝送お よび システム ・サービス料金(経 常費の50%)

メ ッセージの件毎の料金

加盟に当 っては国内委 員会を設け 、SWIFT事 務局 に対 し、書面で申請す るとともにデータ

量調査表を提出すれば、出資金k・ よび1件 当 りの料金が事務局 で試算される ことになっている。

この ように国単位の参加 の可否の決定が必要 となってい る。

わが国の場合 、出資金 、1件 当 りの費用等の検討の外に電気通信法 との関連か らの問題もある。

3.5.5事 例3一 わが国の場合

前述の事例1お よび2で 示 した システ ムの類似 システムがわが国に もあるが、その1例 としで

全銀 システ ムの運営体制について見てみたい。

このシステムは1969年 に全国89の 銀 行 と特定通信回線で結んだ内国他行為替業務の合理

化 と顧客 サービスの向上を目的 と したメッセージ交換 システムである。

なお、この全銀 システムは電信電話公社の直営 システムとして稼動 している。

この ようにわが国にお・いては、 ネッ トワーク形成時に電信電話公社が関与する例が 多い。 また

国家 プ ロジェク ト的発想に基づいた官庁指導型の方策の方が一般 に受入れやすい ようである。 し

か し一方 では企業 として各種 のデータが国家的立場で集中化 され るこ とを恐れていることも確か

であるところにデータ共用を 目的 とした コン ピュータ ・ネッ トワークの運営体の組織化の困難 さ

がある。中立性 に基づ く非営利的団体で完全に機密保護を保証する必要が あり、 この面で説得惟
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の あるシステム構想 でなければ、多数の立場 の異 なる利用者の賛同を得 ることは困難であろ う。

この ようなことか らネ ・トワー ク形成 を目論む者は常 に利用者 の立場 を意織 し、彼等 をいかに一

つの 目標に向け て意志統一 を計 るかを心掛けなければならない

3.5.6そ の他 の問題

以上体 制造 りの問題について述べたが、この体制 と併行的に進め られなければな らないのが、

利用者に対するPRあ るいは教育 ・訓練であろ う。

前述のLACESに おい ては利用者の訓練 にっいて次の ような手段 が採 られている。

(1)NDPSに 訓 練担 当部門を持 ち、利用者 と契約を結ん だ時、端末1台 につ き、毎年10人 目

の訓練 を行 うこ とに なっている。 しか し、端末装置は常時 トレーニング ・モー ドに切換えるこ

とが可能であるため何時 でも操作訓練がで きる ようにシステム設計されている。

(2)ま たNDPSは システムの稼動前 にか なり大規模 な教育訓練を実施 した。この訓練 は大体下

記の要領に より行われた。

① 各利用者の管理 層を対象 として

・システムの社 内業務 に対する影響

。システムの構成お よび コンピュー タと日常業務 の関係

② 一般職員を対象 として

・端末装置の使い方

。入力するデータの種類 お よびデ ータの源 データについて

③ システム運用上問題 が発生 した場合 の特殊要員を対象 として

。入 力デー タに対する コン ピュータか らの各種 レスポンス とその処置

以上 のよ うな実施前 の訓練 を1,400入 以 上の利用者 の職員が受けた といってい る。

システム運用上か らみ ると、この訓練期間が 、一種の総合テス トであり稼動前の重要 な期間 と

し相当余裕のあるスケジ ュールを採 ることが望 ましい。

また、体制造 りにおける大 きな問題 と して利用者の独 自のシステムとの調和が挙げ られる。形

成す るネ ットワークのサブ ・システ ムとして利用者 のシステムを包含す るときには、慎 重 な検討

が必要で、更に既存するシステムとの結合 にお いては 、機能の分担お よび設備の分担等 で相 当大

きな問題 となる。 しか しこの場合 もケースバイケースで解決 して行かなければ ならないであろ う。
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第4章 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク

の 効 果 測 定 と 安 全 性

4.1コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク の 費 用 と効 果 の 測 定

4.1.1ネ ッ トワーク利用効果の測定 に関す る問題点

ネ ッ トワークの利用効果 としてあげ.られているハー ドウェア ・リソースの共用、ソフ トウェア.

リソースの共用、データベースの共用 について、それが究極的に大 きい効 用をもたらす とい う点 を

現在の段階 で反論す る者はい ないであろ う。

しか し、現実の問題 として八一 ドウ丁ア ・リソースの共用の効果 を信 じて 、直ちに異 なる企業組

織間にお・け るネ ッ トワークの建 設に踏み切れ るかどうかは疑 問である。

おそら くは 、ハー ドウェアの共用 とい っても一方が十分の対価 を代 償と して支払い相手の もつ

超高性能 大規模 なハー ドウェア ・リソース を利用す る場合 なら、それ なりの費用:効 果の比較を し

て、共用の効果 をは じき出 し、な っと くの うえで利用するとい うこ とも可能 であろ う。

と.ころが、それぞれの企業組織が相互にイコール ・パー トナーの立場でネ ッ トワークを組み相

互のハー ドウェア ・リソースを共用する とい う場合には、次の ような点で問題がお きるに違い な

しへ。

① それぞれの持つ コンピュー タ ・システムは、機種 、構成の点で相違はあると しても、規模

お よび性能は 、ほぼ同等の もの といい うるか。

② 相互に利用す るとして、一定期間内のそれぞれの他 システムの利用度 は、ほぼ 同等 と考え

られるか。

あ るいは、利用度 に応 じて 、公 平な対価 を利用者が被利用者に支払 う体 制がとられるか。

③ それぞれが、 自分の使 いたいと きにネ ッ トワークを組ん でいるいずれかの企業組織の設置

するハー ドウェアを、直 ちに使用 できることが保証され るか 。

④ ハー ドウェアの共用を許すことに より自身 で必要とする リソースの使用 についての制約を

受 け処理 に支障 を きたす ことは ないか。

⑤ ハー ドウェアの共用の結果 、それぞれの企業組織において機密 とす るソフ トウェアの内容

のろう洩 、あるいは重要 デー タの盗難、変質 、消失 などの事故がお きないとい う保証はある

か。

同様の問題は 、ソフトウェア ・リソー スの共用の場合に も、データベースの共用の場合にもお き

るに違 いなレ、。

しか し、ハー ドウェア ・リソースの場合 には利用量と時間を測定 する ことが 、た とえ不正確 では

あ って も可能であるだけに、問題の解決の手段 を見つけ出す ことが ソフトウェア ・リソースの共用

やデー タベースの共用 に比べ ると、まだ しも容易 といえるのか もしれ ない。

以上の ような問題点は 、ほんの一例であ り、深 く考察 していけば さらに問題点 が指摘 され、そ

れぞれについての解決等 なり、反論 なりの提示が求められ るであろ う。
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それに もかかわらず 、コン ピュータ ・ネ ットワークの有用性 と将来の発展につい ては、必然的

なもの とされ、将来にむけての実験が行 なわれ計 画が企てられている。

この時期において、 コンピェー タ ・ネ ットワークの利用効果 の測定 と評価の正 当な方法を見つ

け出す ことはむ つか しいであろ うが、仮説 としての ひネ ッ トワークの有用性"を 立証す る手がか

りとして利用効 果の とらえ方 とそれに ともなう問題点 などについて考察をすすめてお くことは必

要 と思われ る。

さて、 コンピュー タ ・ネ ッ トワークに限 らず 、新 しい処理手段の有用性を立証する方法 として、

費用:効 果の比較がある。

もちろん現実の社会 では結果 として有用性の高い手段がつね に採用され るとは限 らない。

た とえば、それが製造業界 に澄ける加工手段の選択 である場合には投資額が大 きす ぎる場合 あ

るいは他の加工 工程 との生産能力やマーケ ッ トの大きさなどがアンバランスの場合、たとえ低 コ

ス トで生産で きる と証明されて もそれ は採用されない。

また、別の例 として、個人 的な旅行では好みや満足感か ら費用:効 果の点だけでは説明 できな

いこともある。

以上にあげた ような例は 、コンピ ュータ ・ネ ッ トワークの利用効果の測定には不適当な例か も

しれない。

しか し、 コン ピュー タその ものの利用効果の測定にあた って、従来か ら も、純粋 に客観的 な計

数が求め られ主観を排 した正 しい評価が なされて きたか どうかは疑問 とすることが多い。

上 記の加工手段 の場合には、時間当 りの加工高あるいは単位 当 りの加工時間 とい った計数を客

観的な評価り尺度 と して使用す るこ とは可能である。加工高あるいは加工の単位を貨幣価値にお

きかえ、同 じ貨幣価値 で表わ される費用 と対比す ることが容易だか らである。

それに対 して、情報の加工手段 としての コン ピュータの場合 は、時間 当 りの処理 量あるいは処

理 の単位当 りの所要時間の算 出のさいにすでに システム構築方法の優劣 による差異が大 きく生 じ

ることがふ二)うである うえ、処理結果 を貨幣価値 あるいは他の客観的 な尺度で表わすことが、 き

わめて難 か しい ところに問題が ある。

また処理対象 として の'情 報"そ の ものが市場に流通する商品 として定着 してい ると認めに く

いだけに、た とえ貨幣価値に換算 して表示 したとして も、それが 、概略正 しい評価 として第三者

の賛 同を得 られる とは思え ない。

その うえ"情 報"の 価値の評 価は個人の ニーズに基づ く価値の評価で あり、全 く主観的な もの

とならざるをえ ない。 ・,

企業組織 と個人 とは別 とはい うものの、組織は人の集団であ り、組織の内部における評価 とは、

それが普遍的な計数 に基 づ くものか常識的に割 り切れる範囲の ものでなければ、評価に関係 した

数名の個人の"評 価結果"を 討議その他の手段で容認 し、'客 観化"し た ものに過 ぎない場合が

多 い。

コンピュータ ・ネ ッ トワークの場合 に もそれを構成 している個 々の コンピュー タの利用効果に
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対す る評価ですら、純 粋に客観化 しえ ないのであるから、その結合体 あるいは集合体 としての ネ

ッ トワ ークに対す る評価がい っそ う困難 なことは容易に予想 される。

いわゆる情報の処理 、加工の手段 としてでな く、単なる計算の補助手段 として、あるいは機器

制御 の手段 としての コン ピュー タ利用 の場合には、客観的 な評価を行 な うための尺度を得やすい

ともいえる。

たとえば 、メモ リ容{轟:と動作速度か らどの くらいの規模の計算が どの くらいの時間 で完了する

とい ったことが、ひ とつの尺度 となりうる。

また 、機器制御の場合は どの種類の機器を どのくらいの精度 で、なん台まで同時 に制御 で きる

とい ったことをひとつの尺度 としうるか もしれ ない。

ただ し、これらの尺度について も、そこに ソフ トウェアの優 劣とい う要素が入 りこんで くると、

ハー ドウェアとしての性能のみ で仕律 し切れない。さまざまの要素が加わ って くる し、ノウハウ

といった ものがさらに付け加わることに よって、その評価が、い っそ う主観に支配され る度合い

を増 して くる。

さらに計算 しうる精度 と要求 され る精度 との バランスとか、要求 され る リスポンスタイムと計

算所要時間 とのバ ランスとい った ものが加わると、個 々の ケースに応 じて評価が変 わる こと も当

然 であろ う。

計算精度が高す ぎることを"む だ"と 見るか'必 要な冗長性"と わ り切 るかは、主観の差 とい

って もよいからである。

以 上の ように、 コン ピュー タの利用効果の評価を客観的に行 なうことは困難 であるが 、主観に

ゆ だねられている部分に対 してなん らかの客観的な評価の尺度 を提供 する努力は今後 も必要 であ

る。

4.L2ネ ッ トワークに関する費用の とらえ方についての考察

さて、費用:効 果の比較に よる評価 についての方法論 を展開す る前提 としては次の3つ の側面

か らの検討が必要 と思 われ る。

い ネッ トワークの利用効率 をなに と対比す るか。

2)費 用 としてはなにを含めるか。

3)効 果 を測定する要素 としてなにをあげれば よいか。

第1点 と しての比較対象は、次の よ うに整理することがで きる。

ハー ドウェア ・リソースの共用に関 して

① コンピュータの共同利 用(計 算センタの利用を含む)と の比較

② 自から設置、運用 する独 立システムとの比較

③ 別に参加 してい るネ ットワークとの比較

ソフ トウェア ・リソースの共 用に関 して

① 自か ら要員 をかかえて開発する体制をとる場合 との比較

② 他の ソフ トウェア会 社への委託開発あるいは購 入を主 とする場合 との比較
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③ 計算委託あ るいは使用料 を支払 って他で開発 したソフ トウェアを利用ずる場合 との比較

デ ー タベ ー ス の共用に関 して

① 自から原デ ータを収集 してデ ー タベ ー スに 構築お よびその後の保守 をする場合 との比

較 、

② 他 から有償 または無償で提供されるデ ー タベ ー ス に 自か ら収集 したデータによる補完

あるいは加工 を行 なって利用する場合 との比較

③ 他 の構築 、保守す るデー タベースか ら、有償で必要 な情報の提供 を受けている場合 との

比較

コンピュータの ネ ッ トワーク化 とその利用の有用性を論ず るさいに、比較する対策がまった く

違 う』もの を一律 に論 じることは 、混乱を招 くであろ う。

大規模 な企業組織の中で、地域的に分散、配置 されて きた自前の独立 システムを、それぞれ、

より高性能の システ ムの集中度を高め各システムをネ ッ トワークに結合 して利用するとい う場合

の効果の とらえ方 とタイム ・シェア リングに よるコン ピュータ ・ユーテ ィリティだけ では充足 し

きれ ない ものを 、他のネ ットワークへの参加によってみたそ うとしている場合 とでは、費用の と

らえ方や効果の とらえ方 などについて もか なり違 って くるはず である。

次に第2点 の"費 用"に ついて、 どの ような ものが含め られ るかをあげてみ よう。

費用については 、ネ ッ トワークの構築 とい う立場からの とらえ方を した ときと、ネ ッ トワーク

への参加者 あるいは利用者の立場からの とらえ方を した ときとでは違 った様相を呈す ると考え ら

れ る。

た とえば、 コンピュータ間を結合す るための ロジカルな回線網の費用については、利用者の立

場 か らの費用 なら、回線の引込みにと もなう工事費な どの一時費用 と回線の利用料が主要部分 と

なろ う。それ に対 して"社 会装置 としてのコン ピュータ ・ネ ットワークの構築"と い う立場 から

回線網の費用 をとらえると き、 もし新た な回線網を フィジカルに建設 するならば、その建設のた

めに必要な研究 開発建設、工事管理費用 などをすべて包含 した費用 として、いったんは とらえる

必要が あるか もしれ ない。 ・

こうして把握 された建設費用の うち、どれだけが 、ネ ッ トワー ク利用者の支払 う回線使用料 と

して回収 される部分 になるかはわか らないが、 もし回収 しきれ ない部分が あればそれ らは他の目

的に使用する場合の使用料 として回収 され るか、いわゆる"社 会 費用"と して公共負担に回わさ

れ るかのいずれかで あろ う。

そ して公共負担 となった部分は 、ネ ッ トワークの建設 により将来にわた り波及的に もた らされ

る公共の利益に よって回収で きれば よい とい うことに なろ う。

同 じようなことが 、コンピュー タのハー ドウェアお よび ソフ トウェアの開発費用についても考

え られる。

利用者の立場 としては 、あ くまでもネ ッ トワーク全体のハー ドウェア ・ソフ トウェアに投 じら

れ る費用 でな く、 自己の負担すべ き費用の範囲に止 まれば よいといえる。
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つま り、ネ ッ トワニクに加わ るために追加 したハー ドウェア、たとえば追加 した コン ピュータ

(IMPな どを含 む)お よび メモ リあるいは ファイル媒体、追加 または とりかえた通信制御装置

チ ャネル 、 ファイル装置 、端末装置あるいは各種の オプシ 。ンお よび付帯設備に関わる一時 費

用 とレンタル料 などを含む継続的 な増加費用にそれ らにかかる金利 負担 を加えたものが主た る費

用 となろ う。 また ソフ トウェアに関 しては 、ネ ッ トワークの利用のために特別に発生 した各種 プ

ロトコルの処理 用 ソフトウェアの開発費用や通信制脚 用のソ フ トウェアの開発費用の 自己負担分

とネッ トワーク利用のために改変 を余儀 なくされた既存 の ソフ トウェアのメンテナ ンス費用な ど

が主な もの として もらえ られれば よいはずである。

それに対 して、ネ ッ トワークの建設 とその提供 とい う立場か らとらえ るときは、コンピュー タ

・メーカあるレ・は ソフ トウェア会社が提供するネ ットワーク制御に必要 なハー ドウェア ・ソ フ ト

ウェア全般に関す る開発お よびその メンテナンスにかかる費用 を把握 してお くことも必要となろ

う。

いずれにせ よ、これ らの開発お よび メンテナンス費用は、なん らかのかたちで開発者が回収で

きなければ ならないか らである。

また 、ネ ッ トワークに参加 してい る利用者 と被利用者 とい う立場か らも、費用の把握 の しかた

が変 ってこよ う。

利 用する立場か らは、ハー ドウェア、 ソフ トウェア、データベースのいずれの共用であろ うと

も、使用料(ネ ッ トワーク維持費用 の負担分 を含む)の 把握 ですむが、利用 される立場か らは 、

次の ような点からの費用の把握 も必要 となろ う。

① 他の利用 を許すために付加 した チ ェックお よび機密保護のための ソフ トウェアの開発お よ

び メンテナンス費用

② 他の利用者のために デー タベースに付加 した各種の情報項 目または内容の収集 および メン

テナンス費用

③ ① お よび② に付随 して増加する情報量 のために必要 なファイル ・スペ ース(予 備スペース

も含む)に 関す るハー ドウェアの費用

④ 他の利用す るソフ トウェアに対 して他か らの要求に より機能の拡張お よび追加な どを行 な一

つた場合 の開発お よび メンテナ ンス費用

⑤ ④ に と もな って必 要となったために付加 した メモ リ、各種装置お よびオプションなどにか

かるハー ドウェアの費用利用 される立場の場合には 、これ らの費用は"費 用"と して把握 し、

他か ら徴集す る使用料に よる回収 または他へ支払 う使用料 との相殺 を図ることとなろ う。

以上利用する立場、利用 される立場 お よびネ ッ トワークの建 設および提供 とい った立場か ら把

'撮す べ き費用 が そ れ ぞれ どのように違 うかを考察 してみたが
、現実に稼動 しているコンピュー

タ ・ネ ッ トワー クに お いて どの ような形 での コス ト把握が行なわれてい るかは 、今回調査デ

ー タが不 足 の ため に検討する ことがで きなかった
。

しか し、一般的 なネッ トワークの発展の過程からみて、費用の把握は利用者の立場 から主 と
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して ネッ トワー クを組み 、それ に参加 して他 の コンピェータシステムを利用するために必要 とさ

れた"追 加費用"と 曙利用 のた めの費用"の 把握に止 まるのが現状 ではなか ろうか。

4.1.3効 果 測定 の前提 についての考察

ネ ットワークの利用効果については 、いろい ろな角度 からの検討が必要である。

た とえば、ネ ッ トワークの形成の形態 も、前提 となる。

(1)組 織 内ネ ッ トワーク

同一企 業あるいは機関 で地域的に分散 する下部組織 に配置するコンピュータを結ん で構築す

る閉鎖 タイプのネ ットワーク

(2)組 織 間 ネ ットワーク

① 共同 センタ型ネ ッ トワーク

複数の企業あ るいは機関が共同で設立 した ホス トコンピュータを持つ センタを中心に構築

する閉鎖 タイプネッ トワーク

② 同種組織間 ネ ッ トワーク

同一業種の企業あるいは同種機関の間で構築する閉鎖 タイプのネ ットワーク

③ 異種組織間 ネ ッ トワーク

複数の組織あ るいは機関の間で構築する閉鎖 または開放 タイプのネ ットワーク

④ ス ーパセンタ型ネ ッ トワーク

特定 のスーパ セン タの建設者が提供す るホス トコンピュータを中心に構築す る開放 タイプ

の ネッ トワーク

ー般に閉鎖 タイブの ネ ットワークでは実験 も含めて組織の持つ特定の要求 を充足するこ とを第

一の目的 として構築 され ることが多い。

開放 タイプの ネ ッ トワークは、利用者それぞれの持つ違 った要求に対 して応 じられることを前

提 として構築され るもの であ り、それだけに、要求に対する充足、つ まり効果の とらえ方が複雑

になるこ とが予想 される。

次に効果の とらえ方と して直接効果 と間接効果 あるいは将来的な効果になにを含め るか を検討

する必要が あろ う。

直接効果は、いいかえれば利用者の要求を直接的に充足す る度合い としてとらえ ることがで き

る。

そ の点か ら特定の 目的を持つ閉鎖 タイプのネ ッ トワークは、直接的 な効果の測定 が行 ないやす

い と考え られる。

利用者の要求 としては、次の よ うなものが列挙 できる。

① 計算範囲の拡大 などに よる拡張 メモ リの使用

② ファイルスペースの確保

③ 処理量 の増加に ょる追加装置(特 殊 なものを含 む)の 使用

④ 計 算処理時間の短縮
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⑤ 計 算精度の向上

⑥ 単位 当 り処理 コス トの安い計算機時間の利用

⑦ 必要 なデー タに対す る解析 手段の提供

⑧ 必 要なデー タに対す る解析手段の提供

⑨ ソ フ トウェア開発期間の短縮

⑩ 開発する ソフ トウ ェアの精度 の向上

⑪ ソフ トウェアの メンテナンス期間の短縮

⑫ ソフ トウェア開発お・よび メンテナンス要員数 も削減

これ らの要求を充足するた めには 自前で設置す るコン ピュータの性能の向上や ソフ トウェア開

発要員の増加 あるいは委託費用の増加データ収集費用の追加 などが行 なわれるか 、ネ ットワーク

への参 加が行 なわれ るか 、または他の手段が とられることになる。

そ して、いずれかの手段に よ って、要求が充足 された結果 、コス トの 削減 あるいは時間の短縮

度が効果の測定 に重要 な尺度 として用 いられることに なろ う。

間接効果あるいは将来的 な効果のとらえ方は利用者 自か らの受け るもの と、ネ ッ トワークの構

築者を含む社会全体 として視野からの効果 とは違 った ものになるはずである。

利用者 自からの場 合には

① 利用する、組織 内の値入が受ける もの

② 個人の属す る組織 が受け るもの

がなにかを検討 してみる必要が あろう。

あるいは 、その中には潜在的 な要求 としてあった ものが間接的効果の形 で顕在化することに な

るか もしれ なレ〉

社会全体 としての視野からの効果には次の ようなものが含まれ よう。

① コン ピュー タ ・メー カお よび ソフ トウェア会社などを含む情 報処理産業に対する資金の

投下に よる基盤 強化 と技術力の向上などの効果

② 情 報処理産業 の関連業界に対す る波及効果

③ 同上 に よる雇用の増大 などの波及効果

④ 技 術力の向上に ともなう新規業種の開拓 とそれによる波及効果

⑤ 組 織間 ネ ッ トワークの運用 ともなう社会環境の変化 や制度 の改変 などによりひきおこ

され る波及効果

⑥ ネ ッ トワー ク建設に ともな って行 なわれ る社会環境の整備による波及効果

⑦ 国際的 なネ ッ トワー一クの建設 と運用にと もなう相互の関連業界 への波及効果

以上 のような間接効果に関 しては、これ以上の深 い考察を避け ることとす るが、いずれネ ッ ト

ワークの評価の方法論 の具体的検討の さい、一諸に考え るべ きであろ う。
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4.2コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワ ー ク の 安 全 性

4.2.1安 全性の評価

コンピュー タ ・ネ ッ トワークを評価する上での重要 なポイン トに信頼性がある。 コンピュー タ

を自分で所有 し、運用 する とい うこれ までの自前の システ ムに較べ 、コンピュー タ ・ネ ットワー

クの利用 では、システ ムが大 き くなり、 しか も使用す るハー ドウェア ・ソフ トウェアやデー タが必

ずしも手元にあるわけではな ぐなるので、いかに コス ト的に有利であって も信頼性が保証 され な

ければ有効に利用 され ない ことになる。

コンピュー タ ・ネ ットワークの信頼性 は、システムが正常に動作 し、エラーの回復が迅速に行

われ るとい うシステムの信頼性 、その システムの上で動いてい るソフ トウェアが常に正常に動作

するとい うソフ トウェアの信頼性 、そ して コンピュータ間あ るいは コン ピュータと端末の間の通

信のエラー率で測 られ るこ とが 多い。 しか し 、これ らの評価 測度は特に コンピュータ ・ネ ットワ

ーグに限 った ことでは な くこれ までのバ ッチ ・システム、オ ンライン ・システムで も同様に評価

されるべき対象である。た とえば 、エラー率に対 しては内容の確認やパケ ッ ト編集の方法 、代替

ル ー トの設置 などに よって対処 するこ とができる。

コン ピェータ ・ネ ッ トワー クで考慮 する必要がある信頼性 とは、 ソフ トウェアやデータの安全

性 に対する信頼性 である。 コンピュータ ・ネ ッ トワーク上 では ソフ トウェアやデー タが、自前の

コンピュータで利用す る場 合に較 らべて、不特定多数の利用者 により近い所におかれた りあるい

は実際に使われ たりす る。 したが っセ、た とえ特定の人の所有にかかわ るソフ トウェアやデー タ

であ って も、それに対 して浸害 される危険にさらされてい るわけである。

ネヅ トワーク化 の 目的の1つ であ り、かつ、大 きな利点は 、その場では利用 できない資源にア

クセスできることである。そ して共通の資源を共用 して、作成 、設置 、保守、通信 といったこと

に対する費用 を利用者全部 に負担 させ、利用 コス トを低減 させ ることである。 したがって、その

ような危険はこの利点 と表裏一体をなす ものである。

4.2.2安 全 性の確保

さて、安全性の問題 は、共通 の資源 とりわけソフ トウェアやデー タあるいはデータ ・デ ィクシ

ョナ リのようなデー タ ・マネジメン ト・システムに対 して、偶然 にあるいは意図的に破壊や露出、

改変が行われた時に生ず る ものである。 したが って安全性を確保す るためには 、

① これ ら3つ の行為が公認 された方法以外ではで きないよ うにす る。

② これ らの行為の記録 が とれ るようにす る。

③ これ らの行為の源泉 を追究で きるよ うにす る。

④ これ らの行為 を行 った者 を排除する ようなシステムにしておかなければ ならない。

こ、のような対策は大別 して3つ の箇所で とることがで きる。

① 利用者が システ ムにア クセス して来た段階での対策

アクセス して来た利用者が正 当であるか否かを確認 し、この段階 で不当 なものは排除する。

方法 としては、最 もポ ピ。ラーな もの としてパス・ご ドがあ る.ま た、パス ・一 ドを通過 し
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た もの閲 する方法として・ンピ_・ との対諏 ・妊 当であるか否かを区別する方法力く

ある。

② 正当な方法 で入 って来た ものに対する対策

① の段階を通過 した利用 者に対 して特定の プログラム ・ファイルやデータ ・ファイルを保

護す る。代表的 な方法 としては、ここで もパ スワー ドがある。

③ 通信中に行われ る不正に対す る対策

通信回線 を通 して傍受 され るの を防 ぐもので、これには パケッ ト・ス イッチング、パケ ッ

ト暗号化、パケ ットのルー ト変更 などの方法があり、さらにネ ットワークでは 、メ ッセージ

の暗号化 、メッセージ ・パ スワー ドの利用、 ランダム ・ダ イア ログ化 、使用 されてい ない端

末に対する 自動的 なサ イン ・オ フなどがある。

しか レ どれ も完全な ものではない.そ して、・ンピ・一夕 ・ネ ・トワークでは・誰かカ:

デ ータを盗むのに成功 した場合 、他の目的 で盗聴 していた別の人間がそれを知 るとい うケー

スの ように、不特定 多数 の利用者が利用 しているために影響 も大きい。 したがって安全性の

評価 も単に絶対的 な評価をするだけ では なく、相対的な評価 をしなければ 、満足 できる もの

は とうてい得 られ ない。

4.2。3安 全性確保 の方法

以下に安全性 を確保す るための方 法を述べる。

(1)コ ン ピュー タ ・ネッ トワークへのアクセス時の対策

① 単純 なパス ワー ド(コ マ ン ドとして入力す るか んたん なもの)

機 能:シ ステ ムに入ろ うとす るものが正当であるか どうかを判定す るもの。 インプ リメン ト

は容易であ り、現在多 くのTSSで 使 われてい る。

費用:ソ フ トウ ェアで処理 で き、費用 もソフ トウェア費だけである。

② 可変 なパス ワー ド

機能:① のパス ワー ドが状況に よって容易に変更で きるようにした もの。 パス ワー ドが盗用

された場合 に直 ちに対処 で き、安全性が高 まる。 また、①の 単純 なパスワー ド方式 と

して も使用 できる。

費用:ソ ソ トウェアで処理するが、パスワー ドリス トの更新 も必要 となるので、 ソフ トウェ

ア費用は① より高 くなる。

③ パスワー ドの変換

機能:パ スワー ドの リス トの内容を他の値 に変換 し、 リス トからの盗用 を防 ぐ。① または②

と併用できるし、また① 、② の水準に質 を落すことがで きる。

費用:ソ フ トウェアで処理するが 、ソフ トウェア費用は① または② に加えて、 ランダム化 の

ための計算費用が必要 となる。

④ 機械的に コー ド化 された カー ド

(a)一 定 のパス ワー ド
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(b)可 変 のパス ワー ド

機能:前 記のパ スワー ドをカー ドにコー ド化 し、機械的 に入力 させ るもの で機 能的にパスワ

ー ドと同 じである
。 したが って、パスワー ドの 水準に質を落す ことは容易である。効

果的であ るが、全ての利用者に適用する必要がある。

費用:パ ス ワー ド処理 と同様 にソフ トウェア費用がかか るほか 、カー ドの読み取 りまたは書

き込みのための端末機の費用、及び カー ド作成 費用がかかる。

⑤ 指紋 、声紋、手相 、X線 図

機能:個 人 を識別す るためには最 も精密 な方法である。 また、全 ての利用者に適用可能であ

る。 しか し技術的 に未完成 な部分があり、実用化には至 っていない。

費用:入 力された もの を解釈する装置の費用及び ソフ トウェア費用がかかる。

(2)プ ロ グラム ・ファイル、データフ ァ イルへのア クセス時の対策

①:パ ス ワー ド

機能:個 々の ファイルヘアクセスする際に、前述 の コンピュータ ・ネ ッ トワークへのアクセ

ス時に使用 するパス ワー ドと同様に、アクセスす る権利があるか どうかを判定する。

パス ワー ドの質の水準 も同様 なものが ある と考えて よい
。

費用:前 記のパス ワー ドと同様 、ソフ トウェア費用及パス ワー ド・リス トの記憶容量 の費用

がかか る。

② フ ァイル名の他に ファイルのキー

機能:フ ァイルヘアクセスする場合 にその ファイル名の他 に、ファイルにつけられた キーを

入力することに より、その ファイルの使用 を許可され たものと判定する。 パスワー ド

が利用者 自身に固有 なものであるのに対 し、ファイル ・キ ーは各 ファイルに固有につ

け られたキーであ り、キーを知 っている者は1人 とは限 らない。 なお、インプリメン

トはキーと同様 に容易である。

費用:ソ フ トウェア費用及び ファイル上 のキーの記憶 スペースの費用が必要。

③ ファイル上の可変 なキ ー

機能:(1)② のパ スワー ドと同様、キーが知 られた場合 に変更で きるように考慮されたキーで

ある。前記②め水準 で も使用可能。

費用:前 記② の費用の他にキーを更新 するための ソフ トウ ェア費用、処理費用がかか る。

④ キーの変換 または ランダム化

機能:フ ァイルヘアクセスする際に入力するキーを他の値に変換させて ファイルが持 ってい

るキーに対応 させる方法である。 ファイル上 からはキーの人 力値は知る ことができな

い。 なお、 この方法を採用 した場合は全ての ファイル ・キーに対 して適用 しなければ

な らない。

費用:キ ーを処理す るための ソフ トウェア費用 、キー ・リス トのための記憶域の費用の他に

キー変換あるいは ランダム化のための費用が必要 である。
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⑤ アクセス ・レベルつ きファイル ・キー

機能:フ ァイルへの アクセスレベル として、読んだ り、修正 したり、削除 した りす るい くつ

かの レベルが考え られ るが、利用者が どの レベルまで権利を有す るかに よって異 なる

キーが知 らされ る。 そ して、入力された キーの値に よってアクセス ・レベルを判定 し、

ファイルを保護す る。

費用:フ ァイル ・キーの記憶費用1ソ フ トウェア費用 、計算費用がかかる。 アクセス ・レベ

ルは ファイルに よって異なり、またキーの値 も異 なるので、計算や、ファイル ・キー

の リス トは複雑に なる。

(3)通 信 上の対策

① パケ ッ ト・スイ ッチ ング

機能:メ ッセージをパ ケ ット化す ることに よ り、全体をとらえに くくする。

費用:パ ケ ッ ト・スイッチング化す るための インプリメン トの費用 、パケ ッ ト化するための

ソフ トウェア費用 、回線費用 などがかかる。

②1つ の メ ッセーージ内の非逐次的 パケッ ト・スイ ッチング

機 能:① を さらにすすめて、1つ の メッセージを構成す るパケ ッ トの順序を入れ替えて、た

とえ傍 受 した として も再編成 させる事を困難 にさせる。

費用:① と同様 にインプリメン トの費用、ソフ トウェア費用 、回線費がかかる。

③1っ の メッセージ内のパ ケッ トのルー トを変え る。

機能:メ ッセージをパケ ッ ト化 した後、各パケ ッ トを伝送す る回線 を変えることに よって、

たとえ傍受 した としてもメッセージ全体 を構成す るパケ ・トを入手できない ようにす

る。

費用:イ ンプリメン トのための費用 、ソフ トウェア費用 お よび回線費用がかか る。前記① 、

② よりは複雑 になるため高 くは なる。

④ データの暗号化

機能:デ ー タをコー ド化 し、理解で きない ようにす る。盗聴 、盗み聞き、 ピギーバ ックに対

して効果があ る。

費用:暗 号 化/解 読装置の費用、 ソフ トウェア費用 、回線費用がかかる。

(4)不 当 な侵入があ った場合の対策

① ファイルの変換

(a)コ ー ド化、(b)圧 縮 、(c)置 換 、(d)位 置変換、(e)乱 数 発生

機 能:フ ァイルに不当にアクセスされそ うに なった場合 、ファイルの内容を変えて しま う。

実際 にはかな りむずか しい操作である。

費用:暗 号化/解 読装置の費用 、ソフ トウェア費用 、記憶域の費用 などがかかる。

② 使用許可 キ

機能:ハ ー ドウェアによ って使用可能 キーを装備 し、、もし、キーをさ しこみ、使用可の側に
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セ ットしなければいかなる者 でも使用 で きない ようにす る。 こ うすることによって、

たとえフ ァイルへのアクセスに対す る承認 プロセスを迂回 して、 ファイルへ近 づいた

として も対処 できる。技術的にはむずか しくない。

費用:ハ ー ドウェア費用 、それ を処理す るソフ トウェアの費用及び実行時にチ ェックするた

めの性能への影響がある。

③ 暗号化 とパケ ッ ト ・スイ ッチングの採用に よる対策

機能:メ ッセージ暗号化 し、さらにパケ ット化 し、メ ッセージ内のパケ ッ トの順序を変え た

り、メ ッセージの傍受を困難 にさせ る。 これは 、か なり複雑であり、実用化す るのは

困難 であると思われる。

費用:パ ケ ッ トスイ ッチングにす るための費用、ソフ トウェア費用、回線費用、暗号化/解

読装置などのハー ドウ ェア費用お よび システムの性能に対する影響が ある。

④ ピギーパ ヅク ・パスワー ドお よび ビ トウイン ・ラインズ'パ ス ワー ド

機能:ピ ギーバ ック(Piggyback)と は 回線一上で交信 中の メッセージを取 り出 したb、

内容 を変 更 したりする行為である。 また ビトウイン ・ラインズ(Betweenlines)

とは使用 されてい ない回線を使用 してシステムにア クセスす る行為である。これに対

処するために、個 々の メッセージ内にパスワー ドを入れておき、 メッセージの処理 の

際には、そのパスワー ドも確認 する。これは、実用上 かなり『困難 であ ろ うと思 われ る。

費用:ソ フ トウェア費用 、回線費用 、記憶装置の費用 などが必要 となり、さらにシステム性

能 に影響す る。

⑤ 暗号化 した ピギ ーバ ック、パス ワー ドお よび ビ トウイン'ラ インズ'パ ス ワー ド

機能:前 項のパス ワー ドをさらに暗号化 し、事実上 ピギーバ ックや ビ トウイン ・ラインズを

不可能にさせ る方法 である。

費用:前 項 の方法 におけ る費用に加えて 、暗号化/解 読装置の費用が必要 となる。
ア

⑥ 会話型確認

機能:利 用者 固有の情報(た とえば生年月 日、家族の名前 などの個人的 なデータなど)を た

くさん登録 してお き、システムはそれに基づいてその中か らランダムに選ん で、本人

でなければわか らない ような質問(例 えば、子供がい ないのに、長 男の名前は?と い

うような質 問 も含む)を 毎 日異 った内容あるいは順序で行 う。この方法に よれば ピギ

ーパ ッキング、 ビ トウイン ・ラインズをは じめ、ほ とん どあ らゆる種類 の不法 な使用

は撃退で きる。 しか し、極度 に困難 な方法である。

費用:ソ フ トウェア費用 、記憶領域のための費用 などは莫大なものに なるであろ う。、さらに

システム性能 もかなり低下 させ る。

⑦ 不活動回線の一定時間の 自動切 り離 し

機 能:端 末装置が使われてい ない回線を システ ム側か ら一定時間切 り離す。 こうすることに

より夜間の ように、使われ ないとわかっている端末 を切 り離 して ビ トウイン ・ライン
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ズの ような侵入を防 ぐ。これはそれほ ど難か しくない。

費用.ソ フ トウェア費用が多少必要 となる。また システ ム性能に影響す る。

●

以上 、様 々な方法が考え られているが 、これ らを管理者が必要に応 じ容易に採用 できるこ とが ・

ネッ トワー ク参 加への信頼性 を高めるのに必要 であろ う。一方 、利用の促進 とい う面では、なる

べ く簡 単に使用 で きる事が望 ましい。この相反す る機能 である、 「必要 な安全性の確保」 と 「利

用の簡 便性の確保 」の調和 をは かる事が、 コン ピュー タ ・ネ ットワークが社会におけるユーテ ィ

として採用 されてい ぐために必要不可欠 なものと言え よう。

,

●
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は じ め に

現在までに国内 および国外で開発 されたデータベースシステムの数は有に数十を超え てい る。 これ

らのデー タベース システ ムはそれぞれの コンピュー タのハー ドウェアお よび ソフ トウェアの もとで動

作する ように設言十されてお り、 デー タベース システ ム間の互換性を とることはは なはだ困難な状況に

ある。そ の理 由 としては、個 々のデータベース システムがそれぞれの コンピュー タのハー ドウェアや

ソフ トウェアに もとついて設計され、閉 じた体系の中で利 用されて きたこ とが考え られ る。すなわち

デー タベースを利用す る コン ビ・一 夕システ ムに おいては
、その コン ピュー タのもとで稼動するデー

タベース シス テムをひ とつだけ採用 し、それに よって適用業務で必要 とす るデー タベース を作成 し
、

それ を操作 し利用する とい う形態が これまでの:利用形態であった。 ところがい ろいろの主体によって

つくられたデー タベース を相 互に利 用 しあった り、専 門的なデータベース作成 者が出現 した り、 ある

いは い くつかの コンピ ュー タを結合 してその資源を共同利用するいわゆる ヨン ピ
ェ一 夕 ・ネ ットワー

クとい うような環境 が出現す るに至 り、デー タベースの結合あるいは データベースの互換性に対す る

必要性が意識 され るようにな った。

各種の コン ビ」一夕で もちい られる ソフ トウ ェアの互換性に関 してはFORTRANやCOBOLの よ

うな プ・グラム言語 レベルでの標 準イヒの動 きは古 くか らあ り、ある程度の標準イヒが実現 し互換性が と

られている。 デー タベースシス テムの標 準化の動 きと しては1971年 に米国におけ る有 力なコン ビ

=・一夕関係 の団体で あるCODASYLが
、COBOLの 拡張 として作成 したデ一一タペース用言 語 をDBTG

提案 とい う形 で提出 した ものが ある。現在 このDBTG提 案 の仕様↓(もとつい てい くつかの データベー

ス システムが開発されているが、 このデー タベース仕様がすべてのデー タベースの標準となって広 く

普及す るには至 ってい ない。

一方異なるデー タベースをそれぞれの独 自性 を保存 した形で結合 し
、い くつかの コンピュータ.シ

ステムで利用 し合 うための技術 もいまだに確立さ れた ものがない とい う現状で ある
。 ところがコン ピ

ュータの利 用形態か ら考えた とき、デー タベースの結 合はますます重要 な問題と して注 目される よう

にな った。 コン ピュータの利用形態 を歴 史的に抱える と
、第一段階 として コン ピュー タの単独利 用が

あ り、第 二段階 としてタイム シェア リング的利用形態が あり
、さらに現在お よび今後の利 用形態 とし

て コンピュー タ ・ネ ットワークがあ る。 コン ピュー タの単独利用 とそれにつづ くタイムシ
ェア リング

的利用形態においては、 コンピュー タは閉 じた体系 あるいは組織体 の中で利 用されて きた。 この こと

は利用する コン ピュータの ハー ドウェア やソフ トウェアの制 約の もとで利 用者が問題解決に あたる と

い うことで あり、 データの蓄積や利用にあたっても利用す るコンピュー タ・システ ムに付属す るデー

タベース シス テムの制約の もとで操作をお こな うとい う環境に あったといえ よう
。 ところが最近 では

コン ピュータの利 用形 態 として、 とくにハー ドウェア、 ソフ トウェアお よびデー タとい うような資源

の共同利用 とい う面か ら、 コン ピュータ ・ネ ・ トワークに よる コンピュータ利 用の形態が開発され
、

米国お よび ヨー ロ・パにおいては い くつかの コン ピュータ ・ネ ・トワークが稼動 している とい う現状
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にある。 この利用形態は ひ とつの利用 者がネ ットワークを通 して種 々のコン ピュー タ資源を利用す る

ことであり、いわば開い た体系 あるいは組織体 に紺 る ・ン ピ一 夕の利用 とみ ることカくできる・ こ

の ような環境 では ソフ トウ ェアの標 準化 もさる ことなが ら、異なるデー タベース の結合が不可避の問

題 となろ う。

この稿は コン ピュー タの利 用形態 の変遷 を考 慮 しなが ら、デ ータベース結合の技 術とその可能性に

ついて調査 した もので ある。
楡

♪
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第1章 デ ー タベ ー スの構 成

ら

●

デー タベースは コンピュー タに よる情報処理技術の一環 と して、 とくに外 部記憶装置 に対 しる情報

の蓄積 と検索 の技術とい う形で発展 してきた。す なわ ち技 術的観点か らす ると、データベース技術は

ファイル処理技術の発展 の延長 とい うこともできる。

ファイル処理技術を歴史的経緯 か らみる と、この技術的発展は現在まで3つ の段階 を経てきている。

第1の 段階はIOCSの 時代 であり、第2の 段階 はアクセス方式 の時代であ り、第3の 段階はアクセス ・

パスの時代で ある。 この3つ の段階は フ 了イル処理の技術的 側面をしめ してい る と同時に、デー タベ

ースに対 する考え方 の変遷過程 をもしめ している。

デー タベース とい う用語が もちい られる ように なったのは第3段 階すなわ ちアクセス ・パスの時代

に入 ってか らであり、 言い換え れば第3段 階での ファイル処理システムをデー タベース システム と呼

ん でい る。

デー タベースの結合 を検 討す る.ヒでデー タベースの設計思想を無 視す ることはで きない。そ こでこ

の章ではデータベースが歴史的発展過程のなかで、デー タベースの考え方が どの ように確立 して現在

に至 っているかをみると同時に、現在のデータベースの設計思想 と構成について解説す る。

、

1.1プ ア イ ル 処 理 技 術

ファイル処理 の技術は、情 報を外部 記憶装置 に蓄積 した り、蓄積されている情報 を修正 した り検

索 した りする技術である。外部記憶装置に蓄積されたデー タの集ま り、す なわ ちフ ァイルを操作す

るにあたっては、先 に述べた ように3つ の発展段階があった。

10CSの 時 代

ファイル処理 の第1段 階はIOCSの 時代 であり、利用者はファイルの操 作に あたってIOCSと よ

ばれ る基本操作言語によって 直接的に ファイルを制御す る必要があった。す なわち必要なデー タが

入 っているファイル上の位置 や レコー ド形式 な どはすべて利用者プログラムで指示 し処理す る形態

をとっていた。 したが って物 理的 なフ ァイル構成と利 用者ブ・グ ラムが密着 してお り、 ファイル構

成の変更にともな って利用者プログ ラムの修正 を必要とした。

図1,110CSに よ る フ ァ イ ル 処 理
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アクセス方式の時代

フ ァイル処理 の第2段 階で あるアクセス方式は、 あらか じめ決め られた ファイル編成 をもつ ファ

イル操作 用言語を提供 してい る。 このアクセス方式には シー クエンシ ャル、索引付 シークエンシャ

ル、 ランダムな どの方式が あ り、利用者プ ログラムでは これ らのアクセス方式 にもとついて必 要な

レコー ドを蓄積 した り取 り出 した りすることが可能 とな っている。 ところがフ ァイル編成の変 更に

対しては利 用者 プログ ラムの修正が必要となり、 この意味で フ ァイル構成 と利 用者プログ ラムは密

接 な関係 を もってい る。

の

図L2ア ク セス方式に よる ファイル処理

アクセス ・パスの時代

ファイル処理技術の 第1段 階と第2段 階す なわ ちIOCSの 時代 とアクセ』ス方式の時代においては
、

外部記憶装置上 の ファイルの構成 とその フ ァイルを操作 し処 理するための利用者プログ ラムはある

意味で直接的に関連 してお り、 ファイル構成の変更は利 用者 プログ ラムの修正をともなっていた。

したが って これ らの段階においてはフ ァイルは適用業務別に作成 され、 それに対応 して利用者プロ

グラムが作成 され た。

一方 コンピュ.一夕の大型化 と処理技術の発展に ともない、 フ ァイルが大型化 し同時 に多 目的に利

用される傾向が生 じて きた。 この問題に対処す るために ファイルの汎用化す なわ ちデー タベースの

考え方が提案され るに至 った。

ファイルの汎用性 あるいはデー タベースの多 目的利用にと もな う汎 用性は 「デー タ独立 」とい う

考え方に よって実現され ている。 このデー タ独立とい うのは記憶装置上 におけるデー タベースの物

理的構成(記 憶媒体上 でのデータの物理的表現)と 利用者 プログ ラムにおけ るデー タの操作 とを独

立させることによ り、 デー タベースの変更 と利 用者 プログ ラムの作成 や修正 との間の関係を独立 さ

せる ことであ る。 このためにデータベースの構造を定義するための 「デー タ定義言語 」とデ三夕ベ

ースを操作す るための 「デー タ操 作言語 」とを独立 に用意 している
。 したが って第3段 階のフ ァイ

ル処 理システムす なわ ちデー タベースシステムはこの「デー タ定義言語 」と「データ操作言語 」か

ら構 成され てい る。

'

■
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●

図L3ア ク セ ス ・パ ス に よ る フ ァ イ ル 処 理

3段 階で のデー タベースについては次姉で述べ るが、 この段階をアクセス ・パスの時代 とよぶ理

由はつ ぎの よ うな もので ある。データ定義言語ではデータベースに蓄積される レコー ドの内部構造

を定義 するだけ でな く、 レコー ド間の関係を も定義で き、 この レコー ド間の関係 にそ って複数個の

レコー ドを取 り出す ことがで きる。すなわ ちアク セス ・パス を定義する ことか らアクセス ・パス の

時代 とよぶ ことが できる。

現在 のデー タベー スシステムのほ とん どは この アクセス ・パスの考え方、すなわちデー タ定義言

語 とデー タ操作言語 とを もちい ることに よってデー タ独立を実現す るとい う考え方に もとついて設

計されている。 ところが最近では この「データ独立 」の思想 をより押 し進めたデー タベースの設計

思想が提案 されている。この新 しいデー タベースの考え方は 「関係概念 の時代 」とで も呼ぶべ きも

ので、 この稿の主題である 「データベースの結合 」に大 きな役割 を果 している
。'

句

1.2デ ー タ ベ ー ス の 構 造

現在 ある多 くのデー タベースはそれぞれのコン ピュー タのハー ドウェアや ソフ トウェアにもとつ

いて設 計されてお り互換性に欠けるが、データ定義言語 とデータ操作 言語 とを独立させ ることに よ

って 「デー タ独立 」を実現する とい う基本的設計思想には変 りが ない。 この節ではデータベースの

構造 とそれ を定義 するためのデータ定義言語につい て解説す る。

データベースの構造 は 「論理構造(Logicalstructureま たはdatastructure)」 と

「物理構造(Physicalstructure)」 との2つ に大別で きる。 論理構造 はデータベースの論

理 的構造す なわ ち利用者か らみた ときのデータベースの構 造をしめしている。た とえば ひとつの レ

コー ドの論理構造はそ の レコー ドを構成す る項 目の性質を決めるが
、 この論 理構造 に対応 してフ ァ

イル上にはい くつかの実際のデー タとしてのレコー ド(具 体値 .)が 存在する。一方物理構造 とい う

のは レコー ドや フ ァイルが記憶装置上 で表現される構造 をしめしている。通常利用者は デー タベー

スを操作す るにあた っては論理構造にのみ注目して操作 をお こない、 レコー ドが記憶 媒体上で どの

ような表 現を とっているかには無関心で よい。す なわ ち物 理構造 と利用者 プログ ラムとは独立 して

いる ことになる。

一1・25 ・一



記 憶 媒 体

デ

|

タ

定

義

デ

|

タ

操

作

利
用

蓼

;

z

物理構造 論理構造

図1.4物 理 構造 と論理構造

デー タ定義言語 をもちい てデー タベースの構造 を定 義するにあたっては、 レコー ド内構造 とレコ

ー ド間構造 とが定義され る。 レコー ド内構造はレ コー ドを構成す る要素 を定義する もの であり、 レ

コー ド間構造は複数 レコー ド間の関係を定義する もので ある。 ここで定義され るレコー ドの論理構

造 をレコー ド型(タ イプ)と よぶ。

1.2.1レ コー ド内構造

レコー ドを構成す る要 素の最小単位 は項 目で ある。 項 目はい くつか集 まって集団をつ くり、項

目と集団がい くつか集 まって レコー ドが構成される。 ひとつの項 目を定義するためにはつ ぎのよ

・うな性質 を指定する ことになる。

(1)項 目の型

項 目値 の型を指示す るもので、文字 型(ASCIIコ ー ドやEBCDICコ ー ドなど)あ るいは

数字型(2進 数 表示や パ ック十進数な ど)を 指定す る。

② 項 目の長 さ

項 目には固定長の もの と可変長 の ものがある。固定 長のときはそ の長 さを指定 し、可変長 の

ときは可変長で あることと場合に よっては最大長 を指定す る。

③ 項 目の繰返 し

ひとつの項 目に対 して複数個 の項 目値が対応する とき、その項 目は繰返 し項 目とよばれる。

繰返 し項 目については繰返 し項 目で ある ことと場合 に よっては(最 大)繰 返 し数を指定す る。

集団 について は構成要素となる項 目を指定す ると同時 に集団の繰返 しを指定する。 た とえば

つ ぎのよ うな人事 レコー ドを考え てみ る。

♪
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⑨

ス キ ル

コ ー ド

図1.5入 事 レ コ ー ド

爪

この人事 レコー ドは 「社員番号 」と「氏名 」の2つ の単独項 目と、 「スキル」と「生年月 日」

の2つ の集団か ら構成されて いる。さ らに集団 「ス キル 」は 「ス キル コー ド」と「程度 」の2

つ の項 目か ら構成されてお り、集団 「生年月日 」は 「年 」とい う項目 と「月 日」とい う集団か

ら構成 されている。図1.5の 人 事 レコー ドをデー タ定義言語 をもちい て表現する とつ ぎの よう

になる。

人事 レコー ド

項 目一1社 員番号 数字型、5桁

項 目一2氏 名 文字型、 可変長

集団一1ス キル 繰返 し

項 目一11ス キルコー ド 文字型、4桁

項 目一12程 度 文字型、1桁

集団一2生 年月 日

項 目一21年 数字型、4桁

集 団一21月 目

項 目一211月 数 字型、2桁

|
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項 目一212日 数 字型、1桁

この ように して定義された論理レコー ドに対 して社員の数だけ のレコー ド具体値が デー タベー

ス上に作 られ ることに なる。 た とえ ばひ とつの レコー ド具体値はつ ぎの よ うな もので ある。

●

図1.6レ コ ー ド具 体 値

データ定義言語 をもちいて表現 された論理 レコー ドに対して、記憶媒体上に蓄積される個 々の

vl
.コー ドはレコー ド具体値(recordoccurrence)と よばれ る。 この レコー ド具体値 は

磁気 テー プや磁気 ディスクのよ うな記憶媒体上 で2次 元的に表現され、 これを物理 レコー ドと よ

ぶ。

利 用者プログラムは レコー ドの論理構 造 にもとついて操作をお こな うわけで あるか ら、デー タ

ベース システ ムでは レコー ドの論理構造か ら物理構造(記 憶構造)へ の対応づけをお こな う必要

が ある。すなわちレコー ドの論理構造 として定義された項 目や集団が、記憶 媒体上に表現 された

レコー ド中で どの物理的位置 に あるか を識別す る必要がある。固定長 の繰返 しのない項 目だけ か

ら構成される ような レコー ドでは この対応が簡単につ ぐが、可変長項 目や繰 返し項 目(集 団)を

含む よ うなレコー ドでは この対応づけのためにい くつかの工 夫が なされている。

ρ

4
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論理 構造

令

社 員

番 号
氏 名

生 年 月 日 ス キ ル

年
月 ・ 日

ス キ ル コ ー ド 程 度

月 日

12345 日 本 太 郎 1930 10 3

ス キ ・ル1

-一 一 一 －T－ 一 ー 一 －

A・i・

:

ス キ ル2

-一 ー ー 一 一「 一 一 ー ー －

XYIB
l

物理構造

図1.7論 理構造 と物理構造

可変長項 目は個 々の レコー ド内での位置 と長 さが一意 に決定 され ない。(し たが って レコー ド

具体値上に項 目の位置と長 さをもっているか、 あるいは識別記号 によって識別できる ように して

おかなければ ならない。また繰返 し項 目や繰返 し集団について も、繰返 しの数 を もっているか、

識別記号に よって繰返 しのある項 目や集団 を識別 できるよ うにしてお く必 要が ある。

通常利用者プログ ラムは論 理構造に もとついて レコー ドを操作す るので物理構造 を意 識す る必

要はない。と ころが ファイルの変換 な どのた めに記憶媒体上 のレコー ドを 直接 的に操作す るとき:

には、 この物理構造に もとついて レコー ド操作する必要が生 じることが ある。

1.2.2レ コー ド間構造

現在のデータベースの多 くはデ ータベースに蓄積されている個 々の レコー ドを独立 に操作す る

だげ ではな く、 い くつかのレ コー ドを関係づけてお くことに よって関係する レコー ドを適当な順 ・

序でつ ぎつぎに操作する ことが可能にな っている。い くつかの レコー ド間にまたが る関係をレコ

ニ ド間構造 とよびご レコー ド内構造 と同 じようにデータ定義言語 をもちいて定義する
。

レコー ド間構造にはつ ぎの3つ のタ イプがある。 この構造 を表現するにはグ ラフ理論でいう方向

付グラフが も ちい られる。す なわち個 々の レコー ドは、 ノー ドに対応 し、 関係は アー クに対応 し

てい る。 あるレコー ドか ら別 の レコー ドへの関係は、2つ のノー ドと一 つのアー クで表現 され る。

この ときアークの出る レコー ドを親 レコー ドとよび、 アー クの入 るレコー ドを子 レコー ドとよぶ。

線型構造(1inearstructure)

一 つの親 レコー ドは一つの子 レコー ドだけを もち
、一つの子 レコー ドは一つ の親 レコー ドだけ

をもつ ような構造 を線型構造 とよぶ。 とくに先頭の レコー ドをアペ ・クス ・レコー ド、最後の レ
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コ ー ドを タ ー ミナ ル ・ レ コ ー ドと よぶ 。

ア ペ ッ ク ス

レ コ ー ドA 一

レ コ ー ド

B
●
レ コ ー ド

C
●
タ ー ミ ナ ル

レ コ ー ドD

上 の 図 で レ コ ー ドBは レ コー ドAの 子 レ コー ドで あ る と 同 時 にCの 親 レ コー ドに な っ て い る。

木 型 構 造(treeStrUCtUre)

一 つ の 親 レ コ ー ドは 複 数 個 の 子 レ コ ー ドを もつ が
、 一 つ の 子 レ コ ー ドは 一 つ の 親 レ コ ー ドだ け

を も つ よ う な 構 造 を 木 型 構 造 と よ ぶ 。 と くに 親 レ コー ドを もた な い レ コ ー ドを ア ペ ・ ク ス ・ レ コ

ー ドと よ び
、 子 レ コー ド を もた な い レ コー ドを ター ミナ ル ・レ コ ー ドと よぶ 。

`

ス

A

ク

ド
ツ

ー

ペ

コ

ア

レ

上 図 で レ コ ー ドE、F、Gは タ ー ミ ナ ル ・ レ コ ー ドに な っ て い る。

網 型 構 造(networkstructure)

一 つ の 親 レ コ ー ドが 複 数 個 の 子 レ コー ドを も っ た り
、 一 つ の 子 レ コ ー ドが 複 数 個 の 子 レ コ ー ド

を もつ よ う な構 造 を網 型 構 造 と よぶ 、 網 型 構 造 に お い て も 親 レ コー ドを もた な い レ コ ー ドを ア ペ

ッ ク ス ・ レ コ ー ド、 子 を も た な い レ コ ー ドを ター ミナ ル ・ レ コー ドと よぶ 。

●

4
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●

■

上 図で実線で示された アークだけか ら構成され る網 目構造に拾いては、 レコー ドAが アペ ・ク

ス ・レコー ド、 レコー ドEが ター ミナル ・レコー ドに なってい る。 この構造は どん なアーク をた

どっても同一の レコー ドを繰返さない、すなわ ちループの ない網目構造になってい る。一方点線

で示され るアークを含める とA→C→E→Aな どのルー プがで きることになり、ル ープをもつ網

目構造 となる。

前節 でも述べた ようにレコー ド内構造は レコー ド型 とい う型で論理構造が定義される。一 つの

レコー ド型に対応 してい くつかの レコー ド具体 値が あり、 言い換えればレコー ド型はあるフ ァイ

ルに含 まれ るすべての レコー ド具体値 を論理的に定 義 している と言える。 レコー ド間構造に おい

て も通常は レコー ド具体値に対 してアー ク(構 造)が 定義 されるのではな く、 レコー ド型あるい

は ファイル間 の構造が定 義さ れる。 と くに ファイル間 の構造が木型構 造をしてい るとき、 ファイ

ルの集ま りで構成され るデー タベース は階層構造(Hierarchicalstructure)を している』'

とい う。一般 に ファイル間の構造 をデー タベー スの骨核(Skelton)と よび、 この骨核の構造

も前述 した3っ の構造 をもつ ことになる。

デー タ定義言 語を もちいて定義 され るレコー ド間構 造は この骨核の構造で ある。 一方 レコー ド

間の構造は記憶媒体上では、個 々の レコー ド具体値に対して付 与される。す なわ ちフ ァイル間の

関係 にもとつ いて、 ファイル内の レコー ド具体値 どうしで関係がつけ られ ることになる。
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フ ァ イ ルA

ファイルBフ ァイルC

(○ 印 はレコー ド具体値)

骨核構造

●

●

図1.8骨 核構 造と レコー ド具体値

図1.8で は デー タベースの骨核構造 が木構造 になってteり 、 このデー タベースは階層構造にな

っている。一方 レコー ド具体値間 の関係 をみる とこれ も木型構造になっている。 この ようにデー

タベースが階層構 造にな ってお り、同時に レコー ド具体 値間の構造が木型構造に なっているよ う

なデータベース を階層木構造(Hierarchicaltreestructue)を もつ とい う。従来 多くの

デー タベースシステムでは この階層木構造が対 象 とされて設計されている。 この理 由は大別 して

2つ ある。第1は デー タベースをもちい る多 くの適用業務に対 して有効 な構造で あることで ある。

第2は 関係づ けの なされた レゴー ドをつ ぎつ ぎと操作す るにあた って技術的に処理 し易いことで

ある。具体 的には階層木構造 をもつデー タベース を記憶媒体上 に表現す るにあた って一 意に線型

(2次 元)表 現ができるこ とで ある。

レ コー ド具体値 間の関係は普通 ポインタ(子 レコー ドの記憶媒体上 での位置)を もちいて実現

され る。す なわちデー タ定義言語 をもちいて定義され た レコー ド型に対応す るレコー ド具体値 の

ほがに、関係づけ のためのポインタが 確保 され る。

デー タ定義言語 をもちいて定義 され る レコー ド間構造はレコー ド型あるいは ファイル間の構造

である。 ファイルAと フ ァイルBと が 親 レコー ド(型)と 子 レコー ド(型)の 関係にあるときは

つ ぎの ように記述され る。

関係 α

親 レコー ドA

'

4
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●

義定造構内ドーコレのAドーコレー

子 レ コ ー ドB

蟻艶情‥励ぱ‥レー

ここで関係 αとい うのは レコー ドAと レコー ドBと が αとい う名前の関係 で親 レコー ドと子 レコ

ー ドの関係にあることを示 してい る。一般 にデータベース上 には複数種類の関係が定義される。

データベースに蓄積される レコ ー ド具体値には ここで定 義された関係の種類だけのポ インタが と

られ ることになる。 このポ インタのつけ方は データベース システ ムに よりいろい ろな方法が採 用

されているが基本 的には親 レコー ド具体値 と子 レコー ド具体値を リング状に結ぶ方法である。

プ アイルB

図1.9レ コー ド間構造の記憶構造

図1.9に お いてal、a2、a3は デー タ定義で レコー ドAと して定義された ファイルのレコー

ド具体値であ り、b1か らbgは レ コー ドBと して定義 された ファイルの レコー ド具体値で ある。

また レコー ド具体 値a1の 子 レコー ド具体 値はb1、b2、b3で あbこ の4つ の レコー ド具体値

が リング状にポ インタで結 ばれ ている。ここで別の関係 βがデー タベースに定義され、 その関係

定義の 中に レコー ドAが 含 まれていれば、 レコー ドAの 具体値か らは関係 βを しめすための ボイ
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ンタがつけ られる。

利用者が プログ ラムで関係す なわちレコー ド間構造に もとついたデー タ操作 をお こな う場合 に

は、関係名を指定す ることに よって レコー ド具体値に含まれるポインタをた どることになる。

た とえば企業 における組織をあ らわす デー タベースを考えてみ よう。 この組織 を 「部 」「課 」

「社 員 」の3つ のレコー ドか ら構成 されている とすれば、 「所属 」とい う関係で、 レコー ド間構

造はつ ぎのように定義され よう。

関係 所属

レコー ド 部(課 レコー ドの親)

}部・・… 一 内一

レ コ ー ド 課(社 員 レ コ ー ドの 親)

義定造構内ドーコレのドーコレ課}
レ コ ー ド 社 員

義定造構内ドーコレ切トーコレ員社ー
～

この ように して定義された レコー ド間構造は レ コー ド具体値に注 目する とつ ぎの ように表現され

る。

●
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員

レ

コ
ー

ド

図LIO組 織 の関係をあらわす レコー ド間構 造の表現

この構造にも とついてA部 に属す る社員に関 してデー タを必要 とす る場合は、 部 レコー ドの レ

コー ド具体 値Aを 探 し、つ ぎに子 レコー ドにあた るXを ポインタによってた どり、 さ らにXの 子

レコー ドにあた る社 員レコー ドの具体値10を ポ イン タでたどる。 さらに必要 な場合はそ こか ら

11へ 行 き、親 レコー ドのXに 戻 り隣 りのYを た どり、そ こか ら再び子 レ コー ドをた どるとい う

手順が とられる。

σ 1.5デ ー タ ベ ー ス の 操 作.

デ ー タベースは利用者の定義 したデー タ構造に もとついて、 記憶媒体上に レコー ド具体値を物理

的に表現する ことに よって作成 され る。利 用 者 プログ ラムはこのデー タベ ース の論理構造にのっ

とってデータを操作す るが、 デー タ操作のための言語す なわちデー タ操作言語が デー タベースシス

テ ムには用意され てい る。

デー タベース操作の基本 は レコー ドをデー タベースか ら取 り出す ことと、 デー タベースへ書き込'

む ことである。必要 なレコー ドをデータベースか ら取 り出す方法には2つ の種類が あ り内容検 索 と

構造検 策とよばれている。

内容検索は レコー ドを構成す る項 目の値 を指定す ることに よって、その項 目値 をもつ レコー ドを

検索す る方式 である。 内容検 索のためのデー タ操作は通常
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GETフ ァイル名、 条件式

の形で表現され る。 フ ァイル名は検 索の対 象となる レコー ドのファイルを指定する。一方条件式は

項 目名 と項 目値の組(項 目名/項 目値)をAND、OR、NOTの 結 合子 で結んだ ものと して表現さ

れる。項 目名 と項 目値の組は基本条件式 と呼ばれ(出 身地/東 京)に よって、 出身地 とい う項 目に

対 して項目値が東京 であるようなレコー ドを検索する ことを意味 してい る。一般 の条件式はこの基

本条 件式 をもちい てつ ぎの ように表現される。

〈条件式〉:=<基 本条件式>

NOT〈 条件式〉

〈条件式>AND〈 条件式〉

<条 件式>OR〈 条件式〉

、

NOTは そ れ につづ く<条 件式〉 を満足しない レコー ドをしめ し、ANDは 前 後 に記述 されたく条

件 式〉を同時に満 足す る レコー ドを しめ し、ORは 前 後に記述された〈条件式〉のうち少な くともい

ずれか一方 を満足する レコー ドを しめ している。

構造検 索は デー タ定義言語で定議 され たレコー ド間構造 にそ って レコー ドを検索す る方式で ある。

す なわちある基準 となるレコー ド具体 値に対し、親 レコー ド、子 レコー ド、 兄弟 レコー ド(同 一 フ

三イル内で同一 関係 を しめすポ インタで結ばれてい るレコー ド)を 検索す る。 このとき基準 となるー

レコー ドをカレント・レコー ドとよび、構造検索に先 だってシステ ムに指示 しておく必要が ある。

構造検索のための デー タ操作は通 常

GE⇒ 撒

の形で表現 される。関係 名はた どるべ きポ インタ(定 義された関係 に応 じて つ くられてい る)を 指

示するためにもちい られ る。()WNERは 、 カレン ト・レコー ドの親 レコー ドを、MEMBERは カレ

ン ト・レコー ドの子 レコー ドを、NEXTは カ レン ト・レコー ドの兄弟 レコー ドをそれぞれ検索す る

ことを しめしている。

4
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第2章 デー タベ ース の結 合

φ

現在多種 類の データベースが互換性 のないままに稼動 している。 コンピュー タの利 用形態か らみた

とき、 コン ピュー タの単独利用あるいは初期 の タイムシェア リング的利用形態の ような閉 じた組織体

において コン ピュータ資源を利用 していた時代では、 デー タベース も閉 じた組織体の中で利用されて

お り、デー タベースの結 合 もそれ程顕在化 した問題 とは な らなか った。 ところが コン ピュー タに よる

情報の流通が高度化 し、 さらには コン ピュー タ・ネ ・トワー クに よってコンピュー タ資源の共同利用

をはかる ような環境 に直面するに至 り、データベース結合の必要性が不可避の問題 として顕在化 して

きている。す なわ ちコンピュータの利用と くにデー タ利用の形態が閉 じた組織体か ら開いた組織体 へ

と拡張 され る傾向にあり、い くつかの独立 した主体 の作成 したデー タベースを相互 に利用 し合 うとい

う形 態が指向されてい る。 このような環境 に対処す るための コン ピュー タ技術 もいまだに確立 された

ものにはな っていない現状 といえる。

この章ではデー タベースの結合を、 コン ピュー タに よる情報 流通 あるいはデー タ ・リンケージの側

面か ら把え、その技術的諸問題と可能性について検討す る。

●

2.1デ ー タ ベ ー ス 結 合 の レ ベ ル

い くつかの デー タベースの結合 あるいは ネ ットワーク環境での複数データベースの同時利 用を考

え たとき、 は じめに問題 となることは結合の レベルである。言い換えればデー タベースの どのレベ

ルで互 の連絡をはかるか とい うことで ある。

現在 のデー タベースシステムは データ独立とい う考え方 か ら、利用者 プログ ラムはデー タの記憶

媒体上での表現 とは独立 に、データの論理構造に もとついてデータを操作する方法が とられてい る。

したが ってデー タベースシステム間の連絡をとる方法には大別 して3つ の レベルが考え られる。第

1は 記憶媒体上の表現すなわちデータベースの記憶 構造の レベルで連絡を とる方法 である。 この方

法 ではデー タベース システムの論理構造お よびそれ にもとついたデー タ操作 言語を利用 しない こと

のために、それぞれのデータベースの記憶構造 を意 識しなが ら直接的に記憶媒体 を操作す る ことに'

な る。 もちろん この場合使用す るコンピュー タのハー ドウェアお よび ソフ トウェアの互換性の程度

に よって操作 の方法 も多様な ものになろ う。

記憶媒体1

記憶構造1

記憶媒体2

記憶構造2

図2.1記 憶 構造による結 合
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第2の 方法は デー タベースの論理構造に もとついて結合をはかる方法である。 このレベルでの結

合においてはデー タベ ースシステムの もつ操作機能 をもちいることになるので・それぞれのコンピ

ュー タの互換性が ある程度必要 となる。

記 憶 媒 体

(記憶構造一1)

記 憶 媒 体

(記憶構造一2)

、

図2.2論 理 構造に よる結合

第3の 結合方式 はそれぞれの デー タベースの論理構 造か らも独立にデータベース を操作す る方法

で ある。 この方式 によるデータベニス操作 を可能にするた めには、必要 とす るすべてのデー タベー

ス の操作 を包括す る ようなデー タ操作言 語を用意 し、そ の汎用デー タ操作言語 とそれぞ れのデー タ

ベース操作言語 との間の関係を定義 してお く必要が ある。

●
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●

図2.3汎 用デー タ操作言語に よる結合

⑰

これま では データベース システ ムの形式的な結 合についてみてきたが、 適用業務か らデータベー

スを利用する観点 にたつ とデー タの内容すなわち意味論的な考慮が 必要 となる。適用業務の異な る

デー タベース では項 目の意味が違 っていた り、い くつかの項 目を組合せて別の項 目を作 る必要があ.

った り、 さ らには項 目に対す る項 目値 の選択基準が異 なったりす ることがある。 この問題はデー タ・

リンケー ジの面か らも重要で あ り、今後解決すべ き問題である。

この節 では、 デー タベースの結 合 とい う観点か らその レベルについて概観す るのに とどめたが、

次第か らは これ らの結合 形態におけ る技術的問題 について述べ る。

2.2デ ー タ ベ ー ス の 変換

情報 を交換するための媒体として磁気テープは古 くか ら用い られてきた。 ある組織体で作成 した

磁気 テー プの ファイルを別の組織体のコンピュー タで利用 した り、 あらか じめ作成 して あるソフ ト

ウェアでデー タ処理をおこなうためにその ソフ トウェアの仕様に合 うような形にファイル構造 を変
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摸 した りす ることは従来か らよくお こなわれている。 この段階では主に レコー ドを構成する項 目の

形式的再 編成 とコー ドの変換の作業 が中心になる。

一方前章でみたよ うに、現在 のデー タベースシス テムではデー タ独立の考 え方か らレコー ドの論

理構造 と記憶構造とは独立 してお り、利用者 プログラムは論理構 造に もとついてデー タベース シス

テムの もつ デー タ操作言語をもちい てデー タの操作 をおこな う。 したがって デー タベース システム

に蓄積 されているデー タを他の コン ピュータあるいはデータベース システムでそ のまま利用す るこ

とはで きなピ。そこでデータベースに蓄積されているデー タを交換するため には個 々のデー タベー

スシス テムに応 じた記憶構造 に変換す る必要が生 じる。

この節 では簡単 な構造の フ ァイルを変換す る問題をみ ることに よって基本 的な技術 を検討 し、そ

れをふまえた上で複雑 な構造を もつ デー タベース を変換する手法を検討す る。

2.2.1レ コー ドと コー ドの変換

ファイルの変換にあた って もっとも基本にな るのは レコー ドとコー ドの変換である。 ここでは

レコー ドの変換を、ひ とつのレコー ドか らひ とつの レコー ドに変換す る場合に限 って検討す る。

記 憶媒体上 のレコー ドはい くつかの項 目値か ら構成され、項 目値は文字や数 字で構成 される。

文字に して も数字 に しても2進 の ビ ット列で表 現される ことには変 りは ないが、 コン ピュー タや

データベース シス テムによって ビット列と文字 や数字の対応が異 なって いる。

文字 コー ドも6単 位 符号、7.単 位 符号、8単 位符号、す なわち6ビ ット、7ビ ットご8ピ ッ ト

に よってひ とつの文字をあ らわす方法がある。 さ らに同 じ8単 位符号で もビッ トの組合せに よっ

てい くつかの符号体系が ある。 したが って項 目値の変換にあたってはまず文字についてのコー ド

変換をおこな う必要が ある。

、

1四1 一 －EZZZコ

口 口

＼邑＼

コ ー ド

変 換

口
口 ～

[コ
口
口白

ファ イル1 フ ァ イル2

戸

1

図2.4コ ー ド変 換

さらに数字 を表現す る方法 として4ビ ットをもちいて0か ら9ま でを表示するパ ック十進表示

が ある。数値は文 字型 あるいはパ ック十進 表示 で表現す ることのほかに、整数型 や実数型表示 に

よって2進 数で表現す るこ ともある。整数型は普 通1ワ ー ドを基準に1/2ワ ー ドあ'るいは2ワ

ー,'""で麹 される・ とrう が ㌘ ピー一夕に よ?て ワー ドを齢 する ビッ トの長さが異 なる嫡 ・

整数値項 目の変換にあたって仕有効桁数 を保存する'ような変換法を採用しなければな らない。
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た とえば32ビ ッ トワー ドのシステムか ら36ビ ッ トワー ドの システムへ変換す る場合 には4ビ

ッ トの無駄が生 じる ことになる。整数 値項 目の もうひとつの問題は負数の表現である。正数の2
、

進 表示は ビ・ ト長の問題を別にすれば一意 に ビット列が決まるが、 負数 の表現には 「1の 補数

(onescomplement)方 式 」と「2の 補数(two'scomplement)方 式 」とが あ り、異 な

る方式 を採用 して いる システ ムでの変換においては これ を考慮 しなければな らない。

実数型項 目について もビ・ト長 と表現方法 とがシステムに よって異 なる ことが あり、必要 に応

じて変換をお こな うことになる。 さ らに漢字コー ドをあつか う場合 にも種 々様 々のコー ド体系が

あ り、 コー ド体系に応 じて コー ド変換が必要となる。

項 目値を構成す る文 字あるいは数値はま二に述べた ような方法で変換されるが、 ひとつのまとま

った意味を もつ項 目値は文字の列で表 現される。 ところが項 目属性に対応 して付与される項 目値

の選択基準が異な った り、項 目値を しめす文字列が異 なった りすることが ある。項 目値をしめす

文字列が異 なる列 としては住所 コー ドや企業 コー ドがある。 たとえばデータベースに よって特定

の企業に対するコー ドが 「1234」 で あったり「A86B」 で あった りす る。 この場合はそれ

ぞれの企業 コー ドでの間の変換は一対一 変換がおこなわれる。

ア一夕ベース1

の 項 目値集合

変 換

「 一 一 一 一 「

ア一 夕ベース2

の項 目値集合

図2.5項 目値 の一対一変換

項 目値の変換が一 対一対応 でお こなえる場合 でも、項 目値 の集合が大 きい ときには変換 ファル

をうま く利用す る方法が採用 され る。つ ぎに異なるデー タベースの同一 項 目に対す る項 目値が一

対 多、 多対一、あるいは多対 多の対応に なることがある。項 目は レコー ドのひとつの属性をあ ら

わしてお り、項 目値はそ の属性 に もとずいた レコー ドのク ラス分けとみ ることが できる。 したが

って一対 多、 多対一 、あるいは多対 多の対応 を、 それぞれのデー タベース の項 目値がもつ ことは、
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その項 目属性 に関 してク ラス分げ の方式(基 準)を 変換す ることを意味 している。簡単のために

変換す る2つ の データベースに含 まれ るレコー ド¢)数を同 じとし、 さ らに変換す る項 目に対 して

は ひとつだけ項 目値が選択され る場合す なわち繰返 しの ない項 目の変換を と りあげる。 この よう

な状況で項 目値 の多対 一対応は、 項 目値集合の大 きさが小さ くなることすなわ ちクラスの集約を

ともなう変換 を意 味 している。誉た一対多対応は項 目値集合が大 きくなるこ と、す なわちクラス

の分解 をともな う変換を意味 してい る。

多対一対応 に よる変換の例は製品 の品種 コー ドな どにみ られる。 品種 コー ドをデー タベー スA

か らデータベ ースBに 変換す る場合、データベースAで は品種をA～Zの26種 類 に分けていた

のに対 しデー タベ ースBで は0～9の10種 類 に分けて いる ようなとき多対一対応の変換 となる。 →

■

デー タベースA

の 項 目値集合

＼
デー タベースB

の 項 目値集合

戸

図2.6項 目値 の多対一変換

多対一 変換が項 目値選択基 準の集約化で あったのに対 し、一対 多変換は選択基準の分割化 であ

り、 多対多変換は選択基準の変更にと もな うク ラスの再編成 になる。 ところが一対多変換や多対

多変換は特定の項 目だけを注 目す る限 り、 デー タベース間での レコー ド数 を同 じくす る とい う前

提の もとでは不可能 である。(た だしひとつの レコー ドが複数個の レコー ドを生成す る ような場

合までを考 慮す る と、項目値集合 では なしにレ コー ド間の対応としては 多対多 あるいは一対 多対

応となることがある。)一 対 多あるいは多対多の変換は通常い くつかの項 目か らひとつの項 目値

をつ くる場合に生 じる。た とえば デー タベースAの 項 目 「甲 」と「乙 」か らデー タベースBの 項

4
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目「丙 」をつ くる ような場合であるが、場合に よってはデータベースBに おいても再び 「甲 」あ

るいは 「乙 」の名 前をもつ項 目になる こともある。

●

項 目 「甲」項目 「乙」 項 目 「丙」

イ

1 B 口

タ

2 A ノ 、

2 B

o

o

O

2 C

O

O

O

o

o

o

ン
9 Z 一

図2、7項 目値 の多対多変換

この例 にみた多対 多の変換は2つ の項 目甲と乙の組合せを単位 とすれば多対一(あ るいは一 対

一)の 変換 になっているが
、項 目中 甲あるいは乙のいずれかの属性値に よって レコー ドをクラス

に分割 している状況 として抱える と、項 目丙の 属性値に よるクラスとは多対多の変換になってい 一

.る 。 この ように複数項 目にまたがる変換においては、それぞれの項 目とそれに対応す る項 目値の

選択基準 を明確に して お くと同時 に、 項 目間の関係を定義 してお く必要 がある。

2.2.2デ ー タベース構造の変換

デー タベース の変換 を考える ときに問題 となることは、前節で述べたレコー ドや項 目の変換の

ほかに、構造の 変換で ある。 デー タベースの操作はデータベースシステムのデー タ定義言語を も

ちいて定義された レコー ドの論理構造に もとずい ておこなわれるが、 この論理構 造に対応す る レ

コー ド具体値 は記 憶媒体上 でい ろいろ な記憶構造 をもって表現され る。 したが ってひ とつのデー

タベース システ ムで作 られた記憶媒体上の ファイル を別のデータベース システ ムのも とで操作す

る ことは で きない。そ こで何 らかの方法でデー タベースの記憶構造を変換す る必要が ある。と く
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に繰返 し項 目や繰返 し集団の記憶媒体上での物理的な表現法や、 レコー ド間構造の表現法は シス

テムに よってま ちまちとい う現状 では、 ある組織体 でつ くられたデー タベースを他の組織体で利

用す るにあた って この ような変換操作は避け られない ものとなっている。

デー タベース を変換す るにあたって個 々の記憶媒体すなわち記憶構造 のレベルで直接的に変換

す る方法が ある。 この方法は従来のデー タ変換 でよ く採 用されてきた方法であるが、 この方法で

は記憶構造 の異 なるデータベースご とに変換 のプログ ラムを作成 しなければ な らない。 さらに複

雑 なレコー ド内構造あるいは レコー ド間構造 をもつデー タベースでは記憶媒体か ら記憶構造をた

よりに直接的 な操作をお こなうのはそれ程容 易なことではない。 したが ってデー タベースの論理

構造の レベルで変換をお こな うことに なる。す なわ ちデー タベースAか らデータベースBへ の変

換 をお こな う場合、システムAの 論理構造 とデータ操作言語 をもちいてデー タを読み込 み、 シス

テムBの 論理構造に合 った形に編集す る。つ ぎに編集された ファイルか らシステムBの 論理構造

とデー タ操作言語 にもとついてデー タベースBを 作成す るとい う手段 を とる。

、

「
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図2.8論 理構 造 をもちいたデー タベース変換

論理構造 とそれぞ れのデータ操作言語 を もちい、 デー タベースの変換 をおこな う場合で も、 変

換す るデー タベースの種類 だけ の変換 プログ ラムが必要 となる。そ こで一般的 なデー タベース変
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換 の手法 として、 中立的 な汎用構造表現を採 用 し、 その表現を媒介と して データベースを変換す

る とい う考え 方が提案されてい る。 この方 法には2つ の長所がある。

第1の 長所は変換のための費用が少ない ことである。た とえば ある論理構造 をもった レコー ド

を記憶媒体上に表現する方法がn種 類、言い換えればn種 類のデータベースが存在す るとき、 そ

れぞ れの表現形態 をもつデータベースごとに変換 プログ ラムを開発する と(n-1)2個 の プ ロ

グ ラムが必要 となる。一 方汎用的に構造 を表現す る形式 を用意 し、その汎用構造 を媒介として変

換 をお こなえ ぱ2m個 の 変換 プ ログ ラムで済む ことになる。ひ とつのデー タベースを もつ組織体

について言え ば、他の組織体へ 渡すための中間 ファイルを編集す るプ ログ ラムと、中間フ ァイル

か ら独 自のデー タベースにデー タを蓄積す るた めのプログ ラムだけを用意す れば十分で ある。

第2の 長所 としては、 デー タベース変換 にあた っての拡張性が あげ られ る。す なわち新 しい記

憶表現を もつ デー タベースが出現 した ときに容易に変換が可能 となることである。具体的には新

しい記憶 表現 を もつデータベースか ら汎用構造 を もつ中間的デー タベース への変換 プログ ラムと、

中間的データベー スか ら新 たなデー タベースへの変換 プログラムの2つ の プログ ラムを追加 しさ

えすれば よい。

中間的データベース を介在 と したデータベース変換の概観は図2.9の よ うになる。

デ ー タ ベ ー ス

1

デー タベー ス

2

デー タ ベース

3

変 換 プ ログ ラム 変換 プ ログ ラム 変換 プ ログ ラム

中 間 デ ー タ ベ ー ス
拡 張 性 新 しい

デ ー タベー ス

,、

変 換 プ ログ ラム 変換 プ ログ ラム 変 換 プ ログ ラム

デ ー タ ベ ー ス

1

デ ー タ ベ ー ス

2

デ ー タベー ス

3

図2.9中 間 的 デ ー タ ベ ー ス に よ る 変 換
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汎用な構造 を表 現す ることの 出来 る中間デー タベース の構造 についてはい くつかのものが考 え

られ るが、 ここではE.F.Coddの 提 案 にもとつ くデー タベース構 造について紹介する。

レコー ドは項 目値の組で表現す る。すなわちn個 の項 目か ら構成される レコー ド型は

R(Al、A2、A3… 、An)

と表現され、それに対応する レコー ド具体値はn項 事項(n-tuple)で

(・ 、 、 ・,、 ・,・ ・ …n)

と表 現され る。 ここでaj(」=1、2、 … 、n)は 項 目Ajに 対応す る項 目値集合の要素に

なってい る。 ここで繰返 し項 目の扱 いが問題 となるが、繰返 し項 目は繰返 しの数だけ のレコー ド

に分解される。た とえば、項 目A3が 繰 返 し項 目で、あるレ'コー ドの項 目A3に 対 応する項 目値が

。、、、a32、a33、 とい う・つ の繰返 しがある ときはつ ぎ・・Xうな・つの レコー ト"がつ く.ら

れ る。

(a1、a2・

(a1ミa2・

(a1、a2・

a31、

a32、

a33、

繰返し項 目

… 、an)

…
、an)

…
、an)

繰返 し集団について も同様で、繰返 しの数だけ集団や項 目に対応す るレコー ドがつ くられ る。

この ような表現方法 をとれば、 どの ような繰返 し項 目や繰返 し集 団も一意 にい くつかの レコー ド

に分解 でき、 逆に特定 の記 憶構造を もつ デー タベースに変換 できる。第1章 の図L6に あげた人

事 レコー ドの論 理構 造をこの方式 で表現する と

人事 。。一 ド(社 賭 号、氏名1ス キ・レコー ド、程度、ag月 、 日)と な り、 ・・一 順 体値

の集 ま りすなわ ちフ ァイルはつ ぎの ようなテーブルで表現される。

ス キ ル

人 事 レ コ ー ド(社 員 番 号 、 氏 名 、 コ ー ド、 程 度 、 年 、 月 、 日

ヘ

ヘ

ヘ

へ

A

B

C

D

1930、10、

19.30、10、

1940、10、

1940、10、

3

戸

(12345、

(12345、

(23456、

(23456、

日本太郎、

日本太 郎、

東京次郎、

東京次郎、

AB、

XY、

AB、

CD、

3

5

5

繰返し項 目(集 団)を 含む レコー ド内構造は上にあげた方法 ですべて表現 できるが、つ ぎにレ

コー ド間構造の表現が問題 となる。通 常 レコー ド間構造を具体的に しめすため のポインタは関係

づけられた レ』一 ド具 体値が蓄積され てい る記 憶媒体上の位置すなわちア ドレスが入 っている。

この記憶媒体上 のア ドレスは記憶装置 あるいは ファイル管理のための基本 ソフ トウェアに依 存
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するものであ り、記憶装置が異 なれば無意味 なものとなることが多い。 した がって汎 用構造の表

現 にあた っては記憶媒体上の物理的 ア ドレスを もちいて、レコー ドを関係づけ ることはで きない。

したが ってつ ぎの ような方法が と られ る。

親 レコー ドRIが 項 目Al、A2、A3で 構 成 され 、子 レコー ドR2が 項 目BI、B2、B3で 構 成

される とき、その関係 を構成す る2つ の レコー ドはま とめて、

〆

▲

R1(Al、A2、A3、R2(B1、B2、B3))

と表現す ることもできる。す なわ ち先に記述 した レコー ド型の表現にもとづけば

R(Al、A2、 ・A3、Bl、B2、B3)

となる。 このような表現方式でも レコー ド間構造 を定義することは可能で あるが、 レコー ド具体

値 の冗長 さを ともな う。そこでこの レコー ド型は2つ の レコー ド型に分解 され る。

レコー ドには通常 レコー ド具体値 を一意に識別するためのキー項 目がある。 た とえばR2の キ

ー 項 目がB
1で あ る と す れe#1、 レ コ ー ドRは2つ に 分 割 さ れ

)
ハ
B

)

ひ

3

A

B

、

、

ら

坑

、

、

A

B

〆
＼

(

司

馬

とな る。 こ の よ うに し て お け ば レ コ ー ドR{の 具 体 値(a1、a2、aa,、bl)か ら レ コー ドRiの

具 体 値(b1、b2、b3)を 、Rlの 項 目B1とRξ の 項 目B1と の 項 目 値 の 一 致 に よ っ て 結 び つ け

る こ と が で き る 。 第1章 の 図1.10に し め さ れ た 組 織 デ ー タ ベ ー ス の課 レ コ ー ドと の 間 の 関 係 を

こ の 方 法 で 表 現 す る とつ ぎ の よ う に な る 。 こ こ で 課 コー ド と社 員 コ ー ドは レ コ ー ドを 一 意 に 識 別

す る キ ー 項 目で あ る と し て い る 。 ま た 、 課 レ コ ー ド と社 員 レ コ ー ドの レ コ ー ド型 は 簡 単 の た め に

課 レ コ ー ド(課 コ ー ド、 課 名 、 課 長 名)

社 員 レ コ ー ド(社 員 コ ー ド、 氏 名 、 生 年 月 日)

と し て お・く。 こ の と き課 レ コ ー ドの フ ァ イ ル は

課 レ コー ド (課 コ ー ド、 課 名、 課 長 名)

X

Y

Z

と な り、 社 員 レ コー ドの フ ァ イ ル は 、

務

理

事

総

経

人

社 員 レ コー ド(社 員 コ ー ド、 氏 名

A

B

C

生 年月 日)

10

11

A

B

1

m
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12

13

14

・15

16

B

C

A

E

F

n

O

D
ユ

q

r

と表現 され る。 この2つ の レコー ド間には図L10で しめされる ような構造があるが、 このレコ

ー ド間構造 を汎用的な表現で記述する と、2つ のレコー ド「課一社員 レコー ド」と「社員 レコー

ド」とであ らわ される。

課 一 社 員 レ コー ド(課 コー ド、 課 名 、 課 長 名 、 社 員 コ ー ド)

X

X

Y

Y

Y

Z

Z

務

務

理

理

理

事

事

総

総

経

経

経

人

人

A

A

B

B

B

C

C

10

11

12

13

14

15

16 ,

新 しく作 られ る社員 レコー ドは先にあげた もの と同 じである。上のテー ブルか らも明 らかなよ

うにこの表現で もまだ冗長さが残 っている。そこで これをさ らに分割 し、2つ のレコー ドに含ま

れ るキー項 目だけ を結びつけて、いわば 関係 レコー ドをつ くることもできる。

この関係 レコー ドを前 と同 じ「課一社員 レコー ド」とよべば、新 しい関係 レコー ドはつ ぎの よ

うに表現 される。

課 一 社 員 レ コ ー ド(課 コ ー ド、 社員 コー ド)

X

X

Y

Y

Y

Z

Z

10

11

12

13

14

15

16

この新 しい関係 レコー ドをもちいる場合は、前 にしめ した 「課 レコー ド」と「社員 レコー ド」

と共 に もちいる ことになる。

これ までに見 て きた レコー ドの表現法は記憶 媒体や ファイル管理 プログ ラムとは独立した もの

で ある。
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したが ってこの表現方法に よって、そ れぞれのデータベース構造を表現すれば、汎用的な表現

方法が得 られ る。 ところが この方法では中間デー タベース中での情報の冗長さ や、 処理の容易さ

な どの点について問題が残されてお り、改 良が望まれ る。
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第3章 デ ー タベ ー スの共 用

5.1デ ー タ ベ ー ス の 共 同 利 用

現在い ろいろ 樋 類のデー・ベース システ ・が互雑 のな時 証 嚇 している ことは・ これま

でに も述べ た紗 で ある.と ころで ・ンピ一 夕の普及 と発駅 ともない・{唖 類かのデータベー

スに縮 されている繍 を同時に利 用しなカ・ら業務 の処理にあた ・たり・問題の鰍 に あた ・剖

す る状況が噛 しつ つある.と くに ・ンピー一 ・ ・ネ ・ ト・一クとい うよう恒 ン ピ・一 夕の禾‖用

形態では、 館 の共 同利 用とい 獺 点か ら、 ・ンピ・一 ・・ネ ・ト・一パ 治 され ているい くつ

かの デー タベー スを個々にあるいは同時に利 用す る形態が現実 のものとして要求されている。

。の節ではデー ・ペース の共 同利用 あるいはデー ・ベ一網 の リ・ケー ジとい う観点か ら・技術

的問題 点 と手法について検討する。

データベー スの共同利 用とい う局面においては、利 用者はいろいろな目的のた めにデータベース

を利 用する 。とになり、言 順 えればデー ・ベースの多 目的利用が就 なわれる・す なわち利用者

の処理すべ き業務 や問題 に応 じてデー タベースが操作 できなければ ならない。従来のデータベース

の利 用形態をみる と、その デー・ベース をもつ構 体の 醐 給 うような形でデー 構 造力磁 さ

れ⇔ り、他の目的のためぽ のデー ・ベースを利用す ることには必ず し過 してい ・ と言えない・

したが 。てそれぞ れの利用者が紬 の 目的 給 致する ようなデー構 造すなわちス キーマを議 し・

それ に もとづぽ デー・操作が ☆ な短 い と矛胤 易い形でのデー ・ベースの共同利用形態 とは

な らないむ

と 。ろでそれぞれの組織体 で作 られ利用されているデー ・ベースは・デー構 造 だけ でなくデー

,操 作 のための言語 も互換性を知 ている.禾 ‖用都 と・て利用するデー ・ベース ごとに操作 方法

を変え なければ な らない ことはわず らわ しい ことであろ う。

図3.1利 用 者 ス キ ー マ
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利 用者がそれぞれの 醐 疏 じたス キーマを定義 した場合・そのス キーマ と利用す るデータベー

ス の髄 との間で変換 村 な う必要がある.さ らに利賭 スキー・に もとづ厩 就 なわれるデ

ー,操 作 もそれぞれのデー ・べース シス テ・でもちい られるデー ・操作語 に変換 し・ 固有のデー

タ操作言語 と論 理構造に もとついてデー タ操作がお こなわれることになる。

,の 節 では前 節で輸 した朋 デー 構 造表現にもとづ頃 デー タ換価 つば 述べる とともに・

コン ピュータ.ネ ットワー ク とい う環境の中でのデータベースの共同利用について検討す る。

3.1.1ス キ ーマと操作

デー タベース利賭 の定義 したデー 構 造はス キーマ とよばれ るが・デー タベースof11用 に あ

た 。ては このスキーマに もとづ厩 操作力・挑 なわれる・ここでは前節で述べ醐 用デー構 造

に対 してお こなわれ るデー タ操作 について解説す る。

汎用 デー タ構造 におい て レコー ド型す なわちフ ァイルRは'－

R(A1、N、A,、 … … … ・dn)

と表 現 さ 批.こ こ で はAj(j-1、 ・、 … ・一 …)噸 目名 で あ る ・ フ ・ イ ノレ内 の レ コ

ー ド具 体 値 はn項 事 項(n-tuple)

(a1、 ・,、 ・,… … … ・ ・n)

で 表 現 さ れ 。j(j-1、 ・、 … … … 、 ・)はPteAjtrCSsi応 ず る項 目値 集 合 の 難 で あ る ・

この よ うに し て 定 義 さ れ た ・ 。 イ ・レあ る い は レ ・一 ドに 対 して つ ぎの よ うな デ ー タ操 作 を 定 義

す る。

(1)射 景多(Projection)

。 。 イルRの ひ と つ の レ ・ 一 順 体1直 を ・ と し た と き、 ・ 〔Aj〕 に よ ・て ・ ・イ・レRの 項 目

Ajに 対 応 す るr上 の具 体 値 とす る。 ま た い くつ か の 項 目か ら項 目 の1)ス トA

A-〔Ai1、Ai,、 一 … …Aih〕

を つ く った と き 、

,〔A〕 一(,〔Ai1〕 、 ・ 〔Ai,〕 … … … ・ ・ 〔AL〕)

と 書 く。 こ の と きフ ァ イ ルRの リス トA上 で の 射 影 は

R〔A〕={r〔A〕;rεR}

と定 義される。
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た とえ ば

R(A、B、C、D)

(aイ1x)

(bロ1x)

(aハmx)

(cイny)

(dロmz)

に よ っ て し め さ れ る フ ァ イ ル を考 え た と き
、

項 目 リス ト

L1=〔A〕 お よびL2=〔C、D〕

に対 し て射 影 は

R〔L1〕R〔L2〕

alx

bmx

Cny

mz

と な る。

(2)結 合(Join)

θ を関 係 演 算 子{=、 ≒、 〈 、 ≦ 、 〉 、 ≧}と し
、xθyが 真(T)か 偽(F)か の い ず れ

か の 値 を と る と き、 ・ とyと ば θ－C・mparabl。 で あ る とい う
.。 。 イルRと 。 。 イ 、レSと

が そ れ ぞ れ の 項 目A、Bに 関 し て 射 影R〔A〕 とS〔B〕 の 要 素 が θ、-Comparableの と き

に そ の θ一 結 合(θ －Join)は つ ぎの よ うに 定 義 され る 。

R〔AθB〕S-{(・ 〈・);・ ・R・ ・S(,〔A〕 θ 、 〔B〕)}

こ こ で(r∧s)は2つ のn項 事 項rとsの 連 結(Concatenation)と よば れ
、

r=(r1、r,、 、re)

S=(S!・S2、 、sm)

の と き 連 結(〈rs)は

(・ ㌔!-(r1、 ・,、 、re、S1、 、,、 、 、m)

と定 義 さ れ る。
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た とえ ば フ ァ イ ルRとSが

R〔Al、A2、A3〕 S〔B1、B2〕

alllx

bm32y

am23z

cn1

と な っ て い る と きRとSの 結 合 の 一 例 は

R〔A3=B1〕S=T(A1、A2、A3、Bl、B2)

a111x

bm33z

am22y

cnllx

と な る 。 こ の 例 の 結 合 は フ ァ イ ルRで 項 目A3を 選 び フ ァ イ ルSで 項 目B
lを 選 び 、 θ と して=

(等 号)を 採 用 し た も の で あ る 。

(3)商(Division)

Tを2項 関 係 と し、xをTの 領 域 の 要 素 とす る と き、xのTの も と で の 像 集 合gT(x)を

gT(x)={y;(x、y)εT}

と定 義 す る 。 こ こ で フ ァ イ リRの 項 目 リス トAと フ ァ イルSの 項 目 リス トBに 対 し て
、'RとS

のAとBに 関 す る 商 は つ ぎの よ う に 定 義 さ れ る 。

R〔A÷B〕S={r〔A〕;rεRS〔B〕 且gR(r〔lil〕)}

こ こ でAは 項 目 リス トAの 補 リス トと よ ば れ 、 フ ァイ ルRを 構 成 す る 項 目 の う ちAに 含 ま れ な

い 項 目 か ら構 成 さ れ る リス トで あ る 。

た と え ば2つ の フ ァ イ ルRとSを

R(A1、A2、A3)S(B1』 、B2)

1ax2f

2c
.x49

3by .-

4cx

5by

"
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の ようになる と、 ファイルRとSの 項 目A1とB1に 関 す る商 はつ ぎの ように なる。

R〔 ・、 ÷B1〕 ・-T(:・ ・:・)

④ 制 限(.Restriction)

AとBと'を 共 に フ ァ イ ルRの 項 目 リス トと した と き、 フ ァ イ ルRの 項 目 リス トA、Bに 関 す

る θ一 制 限(θ －Restriction)は つ ぎ の よ う に 定 義 さ れ る 。

R〔AθB〕={r;rεR(r〔A〕 θr〔B〕)}

た とえばつ ぎの ような ファイルR

R(A1、A2、A3)

1

2

a

b

2

2

3a1

4 c4

を考 え θと してニ(等 号)を 採用す れば、Rの θ一制限は

R〔A、-A、 〕-T(A1・A,・ 場)

2b2

4c4

となる。

これまでに定義 したデー タ操作はいずれ も集合演算になってお り「関係代数系 」とよばれて

いる。 この操作 をもちいればデータベース の内容検 索と構 造検 索を もちいてお こな うデー タ処

理が可能 となる。 さ らにこの関係代数系がデー タ操作 として有 力な理由として、この関係代数

系 と意味的 に同値 な関係論理系が定義できることがあげ られ る。 この論理系は制限 された1階

述語論 理 となってお り、豊富な表現能力をもっている。利用者 プログラムでは関係論 理系にお

け る式 でデー タ操作の条件 を記述す るこ とに より、その式は前述 した関係代数系の演算式 に変

換す ることができる。

3.1.2コ ン ピュー タ ・ネ ットワー クとデー タベース

コン ピュータ ・ネ ッ トワークをもちいてデー タの共 同利用をはかるためには、コ ンピュー タ・

ネ ットワー クを経 由して結合されているデー タベースがい くつかの コンピュー タか ら操作で きる

必要があ る。

コン ピュー タ ・ネ ットワークを経 由して他のコン ピュー タに付属するデー タベー スシステ ムを

利用す る形態 だはい くつかの種類が ある。第1は 問題処理 のための コンビ;一 夕と必要 なデー タ

を蓄積 しているデー タベースを管理す るコン ピュー タとを同一 の もの とする形態で ある。このた

'
メ

4t
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め に は 、 必 要 な デ ー タ ベ ー ス を管 理 して い る コ ン ピ ュー タ ・ シ ス テ ム の 仕 様 に も と つ い て 問 題 処

理 の た め の ソ フ トウ ェ ア を 作 成 し なけ れ ば な ら な い。 し た が っ て こ の形 態 で は コ ン ピ ュー タ ・ネ

ッ ト ワ ー ク は 、 タ イ ム シ ェア リ ン グ 的 利 用形 態 を と っ て い る とい え る。

㎡

A
HOST

コ

ζ

「
タA

ネ
ツ

ト

ワ

1

ク

HOST

コ

ζ

「
タB

r三=ζr
用

∪
1

＼ へ

デ ー タ 処 理

図3.2単 独 の デ ー タ ベ ー ス 共 用

図3.2に デー タベー スとHOSTコ ン ピュ]タ の関係をしめしたが、 この図では 利用者は

HOSTコ ン ピュータAか らネ ・トワークをアクセス とす る。 ところが問題の処理はデータベー

スBに 蓄積されているデー タをもちいて、そのデータベース を管理す るHOSTコ ン ピュ「 タB

で処 理がお こなわれる。

第2の 形態ではファイルの転送とい う手段 をもちいて あらか じめ必要 なデー タを、 処理をお こ

な うコンピュー タのデー タベースに転送 し、そ の後で問題解決 のための処理 をおこな う。

⑱

●

HOST

B
イ

ノ/

/
HOST

;

三
1

タA

/三 一・
ベ ー ス1

利

用1

者

二
1!

＼.B＼

z

∠

∫

ψ

一 、
!「 「ト、
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この形態では問題 の処理にあた って、同時に い くつかのデー タベースをアクセスす ることは し

ないが、複数 のデータベースを もちいて問題の解決 にあた っている。

図3.3に フ ァイル転送を もちいたデー タ処理の概 観を しめ した、 利用者はデー タの処理に先だ

ってデータベースBS・ よびデー タベースCか らファイル転送を もちいて必要なデー タをデー タベ

ースAに 移す
。つ ぎにデー タベースAに 移 されたデー タにもとつい てHOSTコ ン ビL－ 夕Aで

必要 なデー タ処理 をお こな うことにな る。

第3の 形態 は コン ピュ「タ ・ネッ トワークに結合されたい くつかのデ ータベースを同時にアク

セスしなが ら問・題の解 決にあたる方法 である。 この方法は分散 しているデー タベース をアクセス

する ことtO)らDDBA(Distributed】XtaBaseAccess)と よばれている。 利用者は 問

題解決 のためのデー タ処理を あるHOSTコ ン ピュー タでお こな うが、そのHOSTコ ン ピュー

タは必要 に応 じてネ ッ トワークに対し、 プロ トコルを発進す る。 このプ ロ トコルは所定 のデー タ

ベースを管理 しているコンピュータに行 き、そ のデー タベースか ら必要 なデー タを得る とい う手

続 きを とる。

〆
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・
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へ

◇

/

/

＼

/ソ

/

/
/

タ

ス

一

一

デ

ベ

タ

ス

ー

ー

デ

ベ

ξ'

■、

利用者 プログラム

図3.4分 散 デ ー タ ベ ー ス の 同 時 ア ク セ ス

HOSTコ ン ピュー タAが 利用者 プログ ラム中に記述されてい るデー タ操作命令に応 じて作成す
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る プロ トコルは、 デー タベー スBや デー タベースCに 合 った形式 をもつ方法 もあるが、前節で述

べた ような汎用デー タ構造や汎用 デー タ操作言語が利用 できる場合はそ の形式 をとる ことになる。

ところが コンビ・一 夕 ・ネ ットワー クを経 由 した形でのデー タベ ース利用 のための汎用プロ トコ

ルの形式 については現在研 究中の段階である。

⑱

叫

3.2「 意 味 」を 考 慮 した デ ー タ ベ ー ス の 結 合

前 節までは主 にデー タベースの形式的な変換 と結合について検討 して きたが、種 々の主体に よっ

て作成され たデー タハ『一スを もちいて業務 の処理や問題の解決 にあた る場合にはデータベースの形

式的構造 だけでな く、項 目や構造 のもつ意味をふまえた上で利用 しなけれ ばな らない。

一般に レコー ドは社員 とか製品 とかの対 象(entity)に 対 してつ くられる
。この対 象を特徴づ

け を表現す るためにい くつかの属性が選択され、 レコー ドを構成する項 目となる。 レコー ド具体 値

中の項 目値は、 対象 を ある属性 につい てみた ときの値で ある。 たとえばある社員 という対象 を年令 と

い う属性 でと らえる と30と か40と か の値が対応づけ られ る。言 い換え ると「属性 」は 「対象 」

を定義域、 「属性値 」を値域 とす る写像 とみ ることができる。す なわ ち対 象 をe、 属性をjと し

た とき属性値は17j(e)と あ らわせ、 い くつかの属性の組に対 しては

(・)=(171(・)、n2(・)、 … ・一 ・17・(・))

と表現できる。 レコー ドを構成す る項 目としてll1、172、 … …… ノ7nを 選 択 した場合 にπ(e)が レ

コー ド具体 値に なっている。

ところで項 目値の意味が問題になる のは この写像 としての属性が明確に定義されていなか った り、

同 じ属性名に対 して も異 なった意味で もちい られ るか らである。

デー タベー スの結合 あるいはい くつか のデー タベースにまたが るデー タの リンケージを考える場

合、 とくに項 目値の選 択基準については考慮が必要である。デー タベースを もちいた情報検索の一

分野で ある文献検索では、 この問題 が古 くか ら検討されている。 たとえば文献 のあらわ してい る主

題 を表現す るために、分類 コー ドが割当てられた りキー ワー ドが 付与された りす るが、 この選択基

準が問題となっている。 デー タベー スは情報の コ ミュニケー シ ・ンある いは情 報流通の媒介として

の役割 を果 しているため、 項 目値 の選択基準が情報の送 り手 と受け手 との間で異 な っていたのでは

正確 なコ ミュニケーシ ョンはできなくなる。

文献 の主題 をあらわす ためのキー ワー ドの選択基準を明確 にす る目的で、文 献検索では シソー ラ

スとい う用語管 理の体系が考案 されている。 デー タベー スを媒介 とした文 献検 索では シソー ラスに

定め られた用語管理体系の もとにキー ワー ドが選択され、正確 なコ ミュニケー シ・ンをはかってい

る。 文献情報に限 らずデー タベースの結 合とい う局面に おいて も、 項 目値の選択基準すなわち意味

を明確 にす るために、 シソー ラスの ような体系が必要となろ う。

一般 に「意味 」を表現 することは困難なこ とが多いが
、何 らか の方法で これ を明確に してい くこ

とは、デー タベースの結合 あるいはデー タベースに よる情報 コ ミュニケー シ ・ンの体系を作 りあげ
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てい く上で木可避な もので あろ う。

デー タベースをあつか う上 で 「意味 」を考慮す ることは技術的に も今後に残 された問題が多い。
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附 録JIS情 報 交 換 用符 号

表1ロ ーマ字文字用符号

ピ

ビ

ッ
ト
番
号

一 0 0 0 1 1 1 1

.0 0 1 1 0 0 1 1

0 1 o 1 0 1 0 1口

l
b7b6b5 b4 b8 b2 bl × 0 1 2 3 4 5 6 7

0 0 0 0 0 NUL σ℃1)DLE SP 0 ⑤ P
'(2×3)

P

0 0 0 1 1 (TCI)SOH DC1 1 1 A Q a q

0 0 1 0 2 (TC2)STX DC3 '② 2 B R b r 一

0 0 1 1 3 (TC3)ETX DC8 (4) 3 C S C. S

0 1 0 0 4 (TC4)EOT DC4 $ 4 D T d t

0 1 0 1 5 (TCδ)ENQ (TC5)NAK % 5 E u e u

0 1 1 0 6 (TC・)ACK (TCg)SYN & 6 F V f v

0 1 1 1 7 BEL (TC1。)ETB ② 7 G W 9 W

1 0 0 0 8 FEo(BS) CAN ( 8 H X h x

1 0 0 1 9 FE1(HT) EM ) 9 1 Y i y

1 0 1 0 10 F璃 、(LF)ω SUB 畳③ 」 Z j z

1 0 1 1 11 F呂(VT) ESC +(3) ; K 〔 k {ω

1 1 0 0 12 FE4(FF) IS4(FS) , 〈 L 事 1 !(3×5)

1 1 0 1 13 FE5(CR)ω IS⑨(GS) 一③ = M 〕 m }(5}

1 1 1 0 14 SO IS2(RS) ・ 〉 N 〈ω n
一 ③

1 1 1 1 15 SI IS1(US) 1③ ? 0
一

0 DEL

、

■

注(1)0/10"LF"お よび0/13"CR"の 動作 を1動 作で行な う装置では、0/10をNNL"と して

使 用する。

(2)2/2"〃 く2/7"1"、5/14"〈"k・ よび6/0"・"の 記号は、それぞれ ドイツ語系のウムラ

ウト、 フランス語系のアクサンにも使 う。そ の場合には0/8"BS"を 先 行させ る。

(3)2/10"X-"、2/13"一"、2/15"/"、7/12"1"、7/14"一"な どは付属書2に 示

す ように 多重の意味 を有す るカ＼ これ らは情報送受間の相互了解 のもとに記号 の意味が混乱 し

ない ように固定す る。

(4)一 つ の符号位置に対 して二重に キ ャラクタを配置 した箇所はない。 しか し、 国際間の情報交

換の場合にかぎり、情報送受間の相互了解のもとに2/3""を"£"に 置 きか えて使用 して もよい。

(5)6/0"・ 〃 、7/11"{"、7/12"1"teよ び7/13"}"の 四 つの記号は、表1、 表2te

よび表3に 盛 られてい る以外 の記号 および文 字 と置 きかえてもよい。
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表2カ ナ文字用符号

、
.

.,0
'

'

・

か

一 0 0 0 0 1 1 1 1

.

0 0 1 1 0 0 1 1

「b

7

一

0 1 0 1 0 1 0 1

b6

|
b5 b4 b3 b2 b1

　

× 0 1 2 3 4 5 6 7

0 0 0 0 0

↑ `

SP 一
タ ミ

1 ↑

0 0 0 1 1 o ア チ ム

0 0 1 0 2 「 イ ツ メ

0 0 1 1 3 」 ウ テ モ

0 1 0 0 4

機

能

符
'

号

(

未

定

義
)

機

能

符

号

(

未

定

義
)

,

工 ト ヤ

0 1 0 1 5 . オ ナ ユ

国

字

符

号

部

分

国

字

符

号

部

分

|

0 1 1 0 6 ラ カ 二 ヨ

0 1 1 1 7 ア キ ヌ
・

ラ

1 0 0 0 8 イ ク ネ リ

1 0 0 1 9

,

ウ ケ ノ ル

1 0 1 0 10 工 コ
.

ノ 、 レ

1 0 1 1 11 オ サ ヒ 口

1 1 0' 0 12 ヤ シ フ ワ

1 1 0 1 13 ユ ス へ ン

1 1 1 0 14 ヨ セ ホ "

ウ

1 1 1 1 15
F

↓ 曹

ツ ソ マ o

右

DEL

ビ

ッ
ト
番

号

,
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一
2

.''■
÷ '.P

' `

ピ

ッ
ト
番
号

表3 8単 位符号

`

0 o 0 0 0 0 o 0 1 1 1 1 1 1 1 1一

0 0 0 0 1 1 1 1 0 0 0 0 1 1 1 1一

「

0

L

0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 1 1一

0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1 0 1一

b8 b7 b8

l
b5 b4 bs b2 b1× 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

0 0 0 0 0 NUL (TC7)DLE SP 0 ④ P
'(2×5)

P

●

↑ 一 タ ミ
,
1

,

0 0 0 1 1 (TC1)SOH DC1 〈 1 A Q a q ・ ア チ ム
1
1

0 0 1 0 2 (TC3)STX DC8 〃② 2 B R b 「 「 イ ツ メ

b 0 1 1 3 (TC3)居TX DC3 ω 3 C S C 8 」 ウ テ モ

0 1 0 0 4 (TC4)EOT DC4 $ 4 D T d t ,
工 ト ヤ

0 1 0 1 5 (TC5)EOQ (TC8)NAK % 5 E u e u

1
,

機

能

符

号

(

未

定

義
)

◆ オ ナ ユ 1

国

字

符

号`

部

分

0 1 1 0 6 (TC6)ACK (TCg)SYN & 6 F V f v

機

能

符

号

(

未 ・

定

義
)

1

国

字

符

号

部

分

1

1

l
l

ヲ カ 二 ヨ

0 1 11 1 7 BEL (TClo)ETB
'(2)

7 G W 9 w ア キ ヌ ラ

1 0 0 0 8 FEo(BS) CAN ( 8 H X h x イ ク ネ リ

1 0 0 1 9 FE1(HT) EM ) 9 1 Y
.

i y ウ ケ ノ ル

1 0 1 0 10 FE2(IF)ω SUB 祈③ : 」 Z j z 工 コ ノ、 レ

1 0 1 1 11 FE3(VT) ESC +③ ; K 〔
'

k {(5) オ サ ヒ 口 l
l

1 1 0 0 12 FE4(FE) IS4(FS) ,

、
.

< L 冨 1 |⑬X5) ヤ シ フ ワ
1
1

1 1 0 1 13 FE,(CR)(1) IS3(GS) 一(3) = M 〕` m }(6) ユ ス へ ン

1

1 1 1 0 14 SO IS2(RS) ・ 〉 N 〈(2) n
一(①

1̀ ヨ セ ホ 〃
1
1

1 1 1 1 15 SI IS1(VS) /③ ? 0 一
o DEL

◆

|
`

ツ ソ マ o

●

|
l

l



あ と が き

コン ピュー タ ・シス テム評価委員会 も2年 目に入 り、漸 く行先 きを探 り得 た ように思え る。

コン ピュー タ・ネ ットワークは1960年 代す でにア メリカで始Aっ てkり 最近、 日本で も欧州 で

もコン ピュー タ・ネ ットワー ク形成の機運が高まっている。わが国においては全銀 システムあるいは

航空会社等の座席予約 システムが、ア メリカが1960年 代 初期に始 めた ター ミナル指向の集中型 ネ

ットワー クとして形成されつつ ある。 欧州における コンピュー タ・ネ ソトワークは、各国がそれぞれ

コモ ン ・キャリア の上 に国営の"フ ァシ リテ ィ ・サー ビス型 ネ ットワーク"を 形成しよ うとしてい る。

わが国が今後如何 にコンピ ュー タ・ネッ トワー クを開発して行 くか を考える時、欧米の技術 を吸収す

るとと もに、社会 的要因や影響 の分析 を必要と しよう。 このテーマは第1章 において とりあげた。

コン ピュータ ・ネッ トワークが過去 か ら現在 まで如何 に進展 して来たか、 アメ リカと日本 の実例を

とりあげ、 とくに労働 省 と関西 電力のコン ピュータ ・ネ ットワークを説明 したのが第2章 である。

当委員会の研究 目標 は、 コン ピュー タ ・ネ ットワークが ソーシアル ・ユテ ィリテ ィとして機能 し得

るための諸問題 を解明する ことである。 それ には あまりに も問題が錯綜 している。一方 では プロトコ

ルや伝送路等 の技術士 の問題が あり、他方では開発 の手順とか体制 づ くり等の社会的問題が ある。わ

が国の社会的 需要 を満す ことの できる コンピュー タ・ネ ットワー クは、 どのよ うなものであるべ きか、

それへ の接近 を論 じたのが第3章 である。 したが って、本章 が本年度の報告の中心で あることを ご理

解願い たい。

コン ピュー タ ・ネ ッ トワークを理論的にあるいは技術的に探求 していけば、た しかにすば らしい青

写真を描 くことも可能 である。 しか し、費用 とか経済性等の足 もとを考 えること、 あるい は安全性 と

い う基本的 なことを忘れて実現 できる ものではない。 このテーマを4章 でとbあ げた。

本年 度の報告は、コン ピュータ ・ネ ットワークとい う装置の技術上の問題の解 明に最 もスペースを

さいた。断るまで もなく、装置 を流れ るデータの問題 の大切な ことは、 車の 両輪の如 くと云 うべ きで

あろ う。 第3章 の4で"コ ン ピュータ ・ネ ソ トワー クにおけ るデー タ ・ベース"に よりこの問題の解

明を試みている。さ らに、 デー タベー ス とリンケージとい う視点か ら、 この問題 をとりあげ たのが第

2部 で ある。 この稿は委員会の席上で、高浜専門委 員が 発表 した労作 である。 編集 して報告のなか に

取 り入れる よりも、そのま ま掲載した方が意義 が あると考えた。 ご一読願いたい。

当委員会 も来年度は結 論を見 出さねばな らない。 私達はふ り返 ってみて第1年 度にコ ンビ=一一タ ・

ネ ・トワークに関連する問題点 を広 く発掘 し、第2年 度にその形成 に接近す る方策を論 じた。第3年

度にはわが国が 今後必要 とする コンピュー タ ・ネ ットワークの実現へ の手がか りを掴む ことを念願 と

している。
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